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　2024 年度から東京大学空間情報科学研究センターの 6 代目セ
ンター長を拝命しました関本義秀です。
　空間情報科学研究センターは、その前に議論があった「国立
地図学博物館」構想や「新地図学」から始まり、「地理情報科
学」を経て、より高く広い視野の学問を目指して「空間情報科
学」を標榜し、1998 年に設立されたものです。その後はさらに、
東大学内だけではなく空間情報科学の全国の研究拠点を目指し、
2005 年に文部科学省から全国共同利用施設として認定を受け、
現在も共同利用・共同研究拠点の形で全国の研究者を支援してい
ます。
　実際に設置から約 25 年近くが経ち、空間情報科学の裾野は大
きく広がり、深く日常に根差すものとなりました。スマートフォ
ンでデジタル地図を見る事は当たり前になり、COVID19 などを
きっかけにまちの混雑状況を人流データで語る事も日常風景とな
りました。また、人工知能技術により、車で走りながら道路の損
傷を自動検出するだけでなく、実風景のような高精細な画像を、
生成 AI 技術を用いて作成する事も可能になっています。さらに
は周囲の空間情報を計測しながら自動運転が実道に展開されよう
ともしています。
　しかし、その一方で、我々の身の周りでは高齢化、人口減少、
大規模災害の頻発、あるいはグローバルなレベルでは社会の分断
や地域紛争などの安全保障等、複雑な社会課題も増えてきており、
それらの解決を自律性、持続可能性の観点からも空間情報科学と
しての貢献を積極的に考えていく事も必要になっています。
　そのような意味では、多くの分野の研究者にとっては、もはや
空間情報の利用は当たり前であり、ファーストステージの使命は
終えたとも言えます。ここからはさらにウィングを広げ、サステ
ナブルなデジタル空間社会をどのように構築し、牽引していくか
という事を真剣に議論していく新たなステージに入っていると考
えます。実際に東京大学では当センターが中心となり、デジタル
空間社会連携研究機構を 2020 年に設置し、2024 年 4 月現在で
18 部局、約 80 名近くの教員が連携する形で活動、議論を行って
おります。
　このような方向を目指していきたい思いは強く持ちつつも、ま
だまだ大きいとは言えない当センターを維持・運営し、連携を加
速し、常にアップデートしていくには、国内外の皆様の協力が必
要不可欠です。今後ともどうかよろしくお願いします。

ご挨拶

関本義秀
東京大学空間情報科学研究センター
センター長
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誰一人取り残さない
減災社会づくりを目指して

ピニェイロ アベウ タイチ コンノ 助教 2024年12月着任

　私の研究分野は都市防災です。大規模災害に関する研究
に取り組んでおり、主な研究テーマは巨大災害から自力での
避難が難しい人 を々含む集団避難の安全性向上です。とくに、
通常の避難ではなく「切迫避難」と呼ばれる、一秒でも早く
安全な場所へ避難しなければ甚大な被害が生じるような時間
的制約が極めて厳しい避難行動に着目しています。市街地を
含む広いエリアでの津波襲来や大規模火災など、広域巨大
災害時の避難がその代表例です。
　避難が難しい人 と々は、「要配慮者」と呼ばれる乳幼児や
高齢者、障害のある人を指し、私の研究では、要配慮者と
その避難を支える支援者の防災対策を主な着眼点としていま
す。高齢者施設、福祉施設、保育施設などの要配慮者利用
施設はハザードエリアに立地している例も多く、超高齢社会
では要配慮者の避難支援への対応が一層重要になります。
　こうした状況における避難の実態を明らかにするため、避
難訓練の観測調査や実験を通じて人の行動を詳細にとらえる
研究を行っています。具体的には、ドローン空撮で集団の動
きを捉え、参加者のバイタルデータも計測しながら避難中の
行動変化を把握しています。空間情報を接点に、工学的な
計測・解析と福祉・防災の現場知の橋渡しを意識しています。
　研究の結果、広域的な切迫避難で避難者が感じる身体的
負担と行動特性の関係が明らかになりました。例えば、坂道
で大型ベビーカーや車いすを押して要配慮者を避難させる支
援者が、途中で息切れが激しくなり、搬送ペースが低下した
り周囲の避難者と接触しそうになる状況が見られます。こうし
た遅れは後ろから追従する避難者にも波及し、長い列や混雑
を招きやすいため、地域全体の安全確保の観点からも要配
慮者の避難対策は極めて重要です。
　避難時の人の行動の把握と同時に、ドローンを活用した航
空測量により避難経路の空間解析も行っています。車いすや
歩行器などの移動補助具を用いる人々の移動を妨げる段差や
勾配を抽出し、避難行動データと統合することで、避難が困
難となる地域を特定する予測モデルの構築も可能になります。
現在主流の避難安全検証ツールは、勾配や身体的負担など、
要配慮者の避難に影響する現実の限界条件を十分に扱えな

い場合がありますが、こうしたモデルを地域の二次データと
統合することで、避難経路の見直しや要配慮者利用施設の
立地・移転も含めた対策の優先順位を地図で示すなど、広
域スケールでの活用にもつなげたいと考えています。

　空間情報の可視化には子供のころから関心があり、小学生
の頃は神奈川県に住んでいて、航空写真を眺めながら町の
形や変化を観察するのが好きでした。高校生の時にブラジル
で参加した市民参加型のまちづくり計画策定の場では、人口
密度や社会格差などを示す地図が、関心の異なる参加者同
士の理解を促すうえで有効に使われていたことが印象に残っ
ています。こうした経験を通じて、空間情報が人々の判断や
合意形成を支える力を持つことを実感しました。
　大学時代はブラジルのセアラ連邦大学で建築都市計画を
学び、住宅地図の作成や災害リスク評価など、空間情報解
析に関する研究に取り組みました。その後、神戸大学の修士・
博士課程では、学校や乳幼児施設を中心とした防災対策や
安全対策の研究を進めました。現在の研究に取り組むことに
なったきっかけは、博士課程で行った東日本大震災における
保育施設の津波避難事例調査です。人的被害は小さかった
ものの、津波火災や余震の影響で避難先を何度も変更するこ
ととなり、保育士の方々から「あの時の判断は正しかったのか」

「これでよかったのか」という声を多く聞き、想定と異なる状
況下でも安全な意思決定を支える、より現実に即した検証手
法と情報の可視化が必要だと強く感じました。
　今後も空間情報を共通言語とし、工学・福祉・防災の学
際連携を通じて、都市防災と避難安全に関する研究に取り組
みたいと考えています。ローカルからグローバルな減災社会
づくりを目指し、知見をどの地域でも活用できる形に整理して、
自治体や施設の防災計画づくりに貢献していきたいです。

●現在の研究について教えてください

● 今の研究に取り組むことになったきっかけを 
教えてください

2024年のハイライト
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主催シンポジウム

CSIS DAYS 2024
2024年11月15日（金）～16日（土）東京大学柏キャンパス・総合研究棟6階〈一部オンライン配信〉 

　CSIS DAYS では、一般公募による研究発表と、当センター
と共同研究を進めている研究者の方々による発表が行われて
います。当センターは開所時から年次シンポジウムを行ってま
いりましたが、その名称を 2005 年に CSIS DAYS に変更し
てから、今回で 20 回目の開催となりました。
　2020 〜 2021 年は新型コロナウイルスの影響のためオンラ
イン開催、2022 年はハイブリッド開催でしたが、2023 年より
対⾯での開催となり、2024 年は会期中のべ 215 名の方にご
参加いただきました。初日は、関本義秀センター長の挨拶の
あと、サブセッション「自然・防災」「センシングとモビリティ」
の順に、各サブセッションで各自が 5 分ずつ口頭発表を行っ
た後、全員同時に 45 分間のポスター発表が行われました。
二日目は、「都市・地域分析」「住みやすい都市・観光」の
順に、初日と同様に口頭発表およびポスター発表が行われ、
二日間で計 59 件の発表がありました。二日目の最後には「特
別セッション」として、前年度に最優秀発表賞を受賞された
長谷川大輔先生（東京大学）と拠点校の一つである京都大
学東南アジア地域研究研究所の三重野文晴先生の発表があ
りました。口頭発表と特別セッションについては同時にオンラ
インでも配信されました。
　当センターとの共同研究を実施していただいた成果の発表
の中から特に優れたものを各セッションから 1 件選出し、優
秀共同研究発表賞としています。今回は、以下の 4 件が受
賞しました。

A-09 田中 耕市（青山学院大）
「ポイント型人流データからみた令和 6 年度能登半島地震発
生直後の被災者行動」
B-04 村上 拓（埼玉大），堤田 成政（埼玉大），吉田 崇紘

（CSIS）
「埼玉県さいたま市における建物ごとの CO2 排出量の推定」
C-08 伊坂 優太（千葉工業大），薄井 宏行（千葉工業大）

「校歌で歌われる地物とその地理的範囲の可視化：埼玉県
下公立高校を対象として」
D-13 雨宮 護（筑波大），鈴木 あい（福島大），島田 貴仁（科
学警察研），栗田 英治（農研機構）

「GPS ロガーを用いた官民による果樹盗パトロールの計測」
　また、当センターとの共同研究の有無にかかわらず、空間
情報科学分野に対する重要度や研究の先進性の観点で優れ
た研究に対して最優秀発表賞を授与しています。本年は以下
の発表が受賞しました。
A-07 河端 瑞貴（慶應義塾大），直井 道生（慶應義塾大），
安田 昌平（日本大）

「地震被害リスク軽減の経済効果」
　CSIS DAYS は、空間情報科学に関する最新の学術研究
動向を多くの参加者と共有できる点で非常に有意義であり、
研究者・実務家をつなぐネットワークを作る場として機能して
きました。今後も、ますます発展し、空間情報科学のコミュニ
ティの繁栄につながることを期待しております。
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実世界イベント対応型
時空間ディープラーニングモデル

【概要】
　近年、都市における人々の移動行動は、祝日、悪天候、
感染症の流行といった社会的事象によって大きく変動する
ことがあり、これらの「オープンワールド事象」は都市交
通の予測や運用に深刻な影響を与える。
　本研究では、地域間の移動傾向と交通モード（例：タク
シー、シェアバイクなど）間の相互作用を同時に学習可能
な新しいネットワーク構造を提案し、さらに、過去の代表
的な移動パターンを記憶として保持し、現在の状況に応じ
て動的にモデルを適応させる仕組みを導入した。これによ
り、突発的なイベント発生時にも精度の高い予測を実現し、
都市間・事象間での知識の汎用的な応用も可能となること
を示した。

【具体的な成果・効果】
　この論文は計算工学・人工知能等の複数分野で Q1 ラン
クとされている国際学術誌 Artipcial Intelligence（IF=5.1）
に掲載された。
　提案した EAST-Net の深層学習モデルは、交通手段ご

との移動需要や地域ごとの空間関係を同時に扱うことが可
能な「時空間ネットワーク構造」を構築し、移動手段間の
影響関係や地域間の連携を踏まえた予測が可能となった。
特に、祝日・災害・パンデミックなど、従来の周期的・定
常的な予測モデルが対応困難であった事象においても、過
去の代表的な移動パターンを記憶し、それをもとに現在の
状況に応じたパラメータをその場で生成・適応する機構を
導入することで、予測性能の大幅な向上を実現した。
　5 つ の 大 規 模 実 世 界 デ ー タ セ ッ ト（NYC、DC、
Chicago、Florida、US）に対して包括的な評価を実施。
従来手法（DCRNN, GWNet, MegaCRN など）と比較し
て全データセットで一貫して優れた予測精度を達成した。
　特に、COVID-19 や歴史的暴風雪「Jonas」など前例の
ない事象下でも高い適応力を示し、「ゼロショット推論」
が可能であることを実証する。
　提案したモビリティ記憶は、都市間・イベント間の知識
転移にも効果を示し、将来的な時空間ファウンデーション
モデル構築の可能性も示唆している。

優れた研究成果 １

2024年のハイライト

Wang, Z., Jiang, R., Xue, H., Salim, F. D., Song, X., Shibasaki, R., Hu, W., Wang, S. (2024) Learning spatio-temporal 
dynamics on mobility networks for adaptation to open-world events. Arti╓cial Intelligence, 335, 104120.

暴風雪「Jonas」期間中（2016
年 1 月 22 日～ 27 日）におけ
るニューヨーク市内全体のタ
クシー需要に関する実測値と 2
時間先の予測値の時系列ヒスト
グラム

【イメージ図】
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時空間データ分析のための
不確実性評価手法の開発

【イメージ図】

【概要】
　時間・空間に関する情報を持つデータ （時空間データ） 
の分析は、大気科学、気候研究、生態学、水文学、地震学
など多くの分野で重要な役割を果たす。時空間データの特
徴として、データどうしが時間方向、空間方向の両方にお
いて相関構造をもつことが挙げられる。例えばある地域内
に設置された気象台で観測される年間降水量は、気象台ど
うしの近さやその場所の標高など、データが観測される地
域の地理的特性を反映した空間相関構造をもつと考えら
れ、さらにその地域における気候変動などの影響から各気
象台での観測値は時系列データとしての相関構造をもつと
考えられる。このような複雑な構造をもつ時空間データに
おいては、その時間・空間方向の相関構造を無視した分析
を行うと誤った結論を導いてしまう可能性がある。そこで、
本研究では時空間データ分析において得られた結果がどの
程度精確であるかを評価する汎用的なアルゴリズム（デー
タ分析結果の不確実性評価の方法） を提案し、その数学的
な正当化を行った。

【具体的な成果・効果】
　この論文は統計科学・応用数学などの複数の分野で Q1

かつ統計学分野において最も影響力のある 4 大国際学術
誌の一つとされている Journal of the American Statistical 
Association（IF=3.0）に掲載された。
　統計学・機械学習の手法を用いた分析では、分析結果の
精度（不確実性）評価のための汎用的な方法としてブート
ストラップ法と呼ばれるアルゴリズムが知られている。一
方、既存の研究では時空間データに代表される複雑な相関
構造を考慮したブートストラップ法とその統計的観点から
の理論的正当化に関しては未解決問題であった。
　本研究では、時空間データを様々な地点（例えば気象台）
で観測される時系列データの集まりとみなすことで、特別
な構造をもつ空間データに変換し、変換後のデータに対し
て空間相関を考慮した新たなブートストラップ法を提案し
た。また提案手法の理論的正当化を行うことで未解決問題
に対して一つの解答を与えた。
　数値実験により提案手法と既存の手法の性能を比較した
結果、既存手法よりも最大で 20% 以上不確実性評価の性
能が改善されることが示された。また提案手法の応用例と
して、アメリカ中西部の州の 101 の気象台で 1919 年から
1994 年にかけて観測された年間降水量のトレンド分析を
行った。

優れた研究成果 2

共同利用・共同研究

Kurisu, D., Kato, K., Shao, X. (2024) Gaussian approximation and spatially dependent wild bootstrap for high-
dimensional spatial data. Journal of the American Statistical Association, 119, 1820-1832.

[ 上段 ] 数値実験による提案手
法（○，△）と既存手法（＋，×）
の性能比較．曲線が 0.95 の横
線に近いほど高性能．
[ 下段 ] 米国中西部の気象台の
配置図（左）と降水量トレンド
変化の分析結果．グレーの帯が
0 の横線から上下に外れるほど
顕著なトレンド変化を示唆する．
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センター概要

　私たちの身の回りで起こる現象や社会問題には、空間的な要因と密接に結びついた事柄が数多くあります。これらを解明
し解決するための基礎的な方法を研究する分野が、空間情報科学です。
　すなわち、空間情報科学とは、自然、社会、経済、文化などに於いて、空間的な位置や領域が明示された属性データ＝空
間データを、系統的に構築、管理、分析、総合、伝達する方法を研究し、諸学問に応用する汎用的な方法を研究する学問です。

空間情報科学とは

　空間情報科学研究センターは「共同利用・共同研究拠点」として、空間情報科学に関する研究を行い、同時に研究用の空
間データ基盤を整備・提供することを通じて、全国の研究者の利用に供することを目的としています。
　空間情報科学の研究は、基礎科学的性格に加えて、応用・政策科学的性格を持つ特色を有しているので、産官学の共同研
究が不可欠です。
　このように、当センターは主に以下の３つの活動を行います。
(1) 空間情報科学の創生、深化、普及
(2) 研究用空間データ基盤の整備、提供
(3) 産官学共同研究の推進

センターの目的

1998.4 空間情報科学研究センター設立（駒場リサーチキャンパス 16 号館）

9 第 1 回 CSIS シンポジウム（開所記念式典）開催（本郷）、以降毎年開催

12 空間データ利用を伴う共同研究の開始

1999.9 空間情報科学研究センター年報第 1 号発行

2000.4 空間データ共有システム運用開始

2001.7 CSV アドレスマッチングサービス運用開始

2003.8 駒場リサーチキャンパス 45 号館３階へ移転

2004.4 国立大学法人 東京大学 発足

2005.3 柏キャンパス総合研究棟 4 階へ移転

9 第１回 CSIS DAYS（全国共同利用研究発表大会）開催、以降毎年開催

2006.4 全国共同利用施設として活動を開始

10 全国共同利用施設記念式典を開催（柏）

沿革

CSISについて
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1998.4.9-2005.3.31 岡部 篤行

2005.4.1-2010.3.31 柴崎 亮介

2010.4.1-2014.3.31 浅見 泰司

2014.4.1-2018.3.31 小口 高

2018.4.1-2024.3.31 瀬崎 薫

2024.4.1- 関本 義秀

歴代のセンター長

センター概要

2008.4 寄付研究部門「空間情報社会研究イニシアティブ」を新設

2010.4 「共同利用・共同研究拠点」（空間情報科学研究拠点）に認定

5 共同研究利用システム「JoRAS」運用開始

2011.6 「次世代社会基盤情報」寄付研究部門を新設

2014.2 15 周年記念式典・シンポジウムを開催

2016.4 「共同利用・共同研究拠点」（空間情報科学研究拠点）に再認定

7 「宇宙システム・G 空間情報連携利用工学研究部門」および「グローバル G 空間情報寄付研究部門」
の両部門を新設

2019.4 寄付研究部門「不動産情報科学研究部門」を新設

2020.4 「デジタル空間社会連携研究機構」を空間情報科学研究センター（CSIS）および、学内 8 部局ととも
に新設

2022.4 「共同利用・共同研究拠点」（空間情報科学研究拠点）に再認定

5 「デジタル空間社会連携研究機構・グローバル空間データコモンズ社会展開寄付研究部門」を新設

2024.7 「デジタル空間社会連携研究機構・シビックテック・デザイン学創成寄付研究部門」を新設

10 「イノベーション拠点の空間形成と評価 社会連携研究部門」を新設
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　センター長の諮問に応じるための組織として、委員の総数のうち 2 分の 1 以上に学外の学識経験者を含む研究協議会 ( 共
同利用・共同研究拠点の運営委員会に相当 ) があり、センターの研究計画や共同利用・共同研究に関して審議・助言が行わ
れています。

氏名 所属

関本 義秀 東京大学 空間情報科学研究センター・
センター長・教授

瀬崎 薫 東京大学 空間情報科学研究センター・教授

高橋 孝明 東京大学 空間情報科学研究センター・教授

小口 高 東京大学 空間情報科学研究センター・教授

山田 育穂 東京大学 空間情報科学研究センター・教授

貞広 幸雄 東京大学 情報学環・教授

氏名 所属

大森 宣暁 宇都宮大学・教授

大佛 俊泰 東京科学大学 環境 ･ 社会理工学院・教授

松山 洋 東京都立大学 都市環境学部・教授

城所 幸弘 政策研究大学院大学 政策研究科・教授

木實 新一 九州大学 共創学部・教授

河端 瑞貴 慶應義塾大学 経済学部・教授

研究協議会

　センターに関する重要事項を審議する委員会で、センター長の統括のもと、学内の教授、准教授及び講師等により構成さ
れます。

氏名 所属

関本 義秀 空間情報科学研究センター・センター長・教授

熊田 亜紀子 工学系研究科・教授

佐藤 泰裕 経済学研究科・教授

茅根 創 理学系研究科・教授

佐藤 洋一 生産技術研究所・教授

高橋 孝明 空間情報科学研究センター・教授

小口 高 空間情報科学研究センター・教授

瀬崎 薫 空間情報科学研究センター・教授

山田 育穂 空間情報科学研究センター・教授

栗栖 大輔 空間情報科学研究センター・准教授

氏名 所属

マナンダー ディネス 空間情報科学研究センター・准教授

西山 勇毅 空間情報科学研究センター・講師

小川 芳樹 空間情報科学研究センター・講師

大津 優貴 空間情報科学研究センター・講師

姜 仁河 空間情報科学研究センター・講師

吉田 崇紘 空間情報科学研究センター・講師

村上 郁也 人文社会系研究科・教授

神山 弘行 法学政治学研究科・教授

細井 文樹 農学生命科学研究科・教授

仲上 豪二朗 医学系研究科・教授

運営委員会

運営委員会・研究協議会

教授 准教授 講師 助教 研究員 技術職員 事務職員 合計

常勤 5 2 6 6 4 3 0 26

非常勤 1 1 0 1 5 3 6 17

合計 6 3 6 7 9 6 6 43

教職員数

メンバー

組織

CSISについて
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氏名 役職 部門

関本 義秀 センター長・教授 工学

山田 育穂 副センター長・教授 解析

瀬崎 薫 教授 工学

小口 高 教授 解析

高橋 孝明 教授 経済

栗栖 大輔 准教授 経済

マナンダー ディネス 准教授 工学

西山 勇毅 講師 共同

小川 芳樹 講師 共同

氏名 役職 部門

大津 優貴 講師 経済

姜 仁河 講師 共同

吉田 崇紘 講師 解析

龐 岩博 特任講師 共同

飯塚 浩太郎 助教 工学

ピニェイロ アベウ 
タイチ コンノ 助教 共同

矢澤 優理子 特任助教 共同

常勤教員

氏名 所属 役職

浅見 泰司 工学系研究科 教授

中須賀 真一 工学系研究科 教授

貞広 幸雄 情報学環 教授

小林 博樹 情報基盤センター 教授

氏名 所属 役職

山崎 大 生産技術研究所 准教授

本間 健太郎 生産技術研究所 准教授

澁谷 遊野 情報学環 准教授

兼任教員

氏名 役職

白松 俊 特任教授（短）

瀬戸 寿一 特任准教授（短）

Deeksha ARYA 特任助教

岩井 優祈 特任助教

LI Dongyuan 特任助教

溝淵 真弓 特任助教（短）

梅田 百合子 特任研究員

氏名 役職

MA Jue 特任研究員

CHEN Shenglong 特任研究員

ZHAO Chenbo 特任研究員

小俣 博司 特任研究員（短）

松島 隆一 特任研究員（短）

藤野 朝咲 特任研究員（短）

白澤 美幸 特任研究員（短）

プロジェクト教員・研究員

センター概要

氏名 役職

木村 祐介 テクニカルサポート
（特任研究員）

鈴木 愛 URA（学術専門職員）

三橋 尚輝 システムエンジニア
（学術専門職員）

坂田 和恵 事務

研究支援スタッフ
氏名 役職

飯泉 しのぶ 事務

宮田 ゆう子 事務

ジェニングズ 有紀子 事務
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氏名 所属 役職

久保 信明 東京海洋大学 客員教授

SEETHARAM 
Kallidaikurichi Easwaran

アジア開発銀行
研究所 客員教授

蒔苗 耕司 宮城大学 客員教授

稲継 裕昭 早稲田大学 客員教授

庄司 昌彦 武蔵大学 客員教授

矢野 桂司 立命館大学 客員教授（拠点）

中村 良平 岡山大学 客員教授（拠点）

三谷 泰浩 九州大学 客員教授（拠点）

厳 網林 慶應義塾大学 客員教授（拠点）

小野里 雅彦 北海道大学 客員教授（拠点）

森 知也 京都大学 客員教授（拠点）

木村 圭司 奈良大学 客員教授（拠点）

宮内 久光 琉球大学 客員教授（拠点）

氏名 所属 役職

関根 智子 日本大学 客員教授（拠点）

矢来 博司 国土交通省
国土地理院 客員教授（拠点）

堤 盛人 筑波大学 客員教授（拠点）

山本 和博 同志社大学 客員教授（拠点）

奥貫 圭一 群馬大学 客員教授（拠点）

伊藤 史子 東京都立大学 客員教授（拠点）

三重野 文晴 京都大学 客員教授（拠点）

中島 賢太郎 一橋大学 客員教授（拠点）

笠井 美青 北海道大学 客員教授（拠点）

齋藤 仁 名古屋大学 客員准教授（拠点）

菅 雄三 広島工業大学 客員研究員（拠点）

鈴木 厚志 立正大学 客員研究員（拠点）

河野 浩之 南山大学 客員研究員（拠点）

客員教員・研究員

　地形、水文、植生、社会、文化、言語、経済など多様な空間現象について、形状や分布などの空間的特徴を抽出する手法
を開発し、背景にあるメカニズムを解明するための空間解析理論の構築と適用を行います。また、現象の将来予測や政策分
析など、実社会の計画立案に資する空間意思決定支援システムも開発しています。

空間情報解析研究部門

　実空間に置かれたセンサ群から生成される場所や時間に紐づいた莫大なデータや、インターネット上に散在する実空間の
様相を反映したデータを効率良く取得するための諸技術、統合・マイニング手法の研究を行います。また、データの可視化、
位置情報サービス、将来予測など、これらの時空間データに基づいた幅広い応用の研究を行います。 

空間情報工学研究部門

　時間と空間を切り口にさまざまな社会経済現象を分析し、社会経済問題の理解と解決を目指しています。分析は理論と実
証の両⾯から行います。また、実証分析に必要となる時空間データの統計解析手法を開発します。さらにこれらと合わせ、
全国の研究者が共用できる時空間データ基盤システムを整備することにより、都市・地域経済学を中心とする社会科学分野
における実証研究の発展を促進していきます。

空間社会経済研究部門

　分散して存在する空間データや空間知識を空間情報基盤として再構築し、それらを連携させ高度利用する研究・教育支援
環境を研究・開発しています。また、研究コミュニティの発展のためのイニシアティブの設計・実施・検証を行うとともに、
空間情報基盤の社会的利用促進に必要となる環境・方法・制度の研究も行います。

共同利用・共同研究部門

　イノベーション拠点の形成を空間的な視点から研究しています。スタートアップ企業の立地動態およびインキュベーショ
ン施設におけるイノベーション促進施策の効果を、定量的・定性的に分析・評価して、新たなスタートアップ企業を誘引し、
その成長を後押しする地域づくり・空間づくりのための知見を、実証的に明らかにします。

イノベーション拠点の空間形成と評価 社会連携研究部門

　地理学、工学、情報学、経済学等をベースにしながら、世の中の様々なデータを場所や位置という視点から整理し、使い
やすく役に立つ「情報」に変えるための方法を研究しています。

研究部門

CSISについて
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予算

区分 ［単位：千円］

運営費交付金 267,000
外部資金 291,000
支出総額 558,000

決算額
外部資金種別 金額［単位：千円］ 件数

科研費助成金（研究代表者） 49,210 14
その他補助金 4,960 2
民間等との共同研究 80,831 10
受託研究 186,377 15
奨学寄附金 38,950 12
＊詳細は資料参照

外部資金等の受入金額

センター概要

研究教育活動

分野 学術論文 国際会議 国内会議他 書籍

計算機・数学 10 11 6 0
工学 25 25 24 0
環境・地球科学 13 5 8 1
臨床医学 0 0 1 0
人文社会系 3 0 0 1
総計 51 41 39 2
＊詳細は資料参照

学術論文、国際・国内会議論文他

受賞　受賞総数：8件

受賞者氏名 賞名 受賞年月 受賞対象となった研究課題名等

荒井 一光 , 鎌田 真光 , 
吉田 崇紘 , 山田 育穂 , 
樋野 公宏

第 26 回日本運動疫学会学術総会 
最優秀演題賞 2024.6

120 万人のスマートフォンアプリ利用
者を対象とした歩数の大規模記述疫学
～自治体間格差に着目した分析～

厚⾒ 昴 情報処理学会
山下記念研究賞 2024.7

GNSS 衛星ごとの信号情報に対する点
群ニューラルネットワークを用いた
UV インデックス推定

栗栖 大輔 日本統計学会
第 38 回日本統計学会小川研究奨励賞 2024.9 空間データのノンパラメトリック分析

Manaka Ito, Kota 
Tsubouchi, Nobuhiko 
Nishio, Masamichi 
Shimosaka, Akihito Taya, 
Kaoru Sezaki, Yuuki 
Nishiyama

ACM UbiComp 2024
Best Poster Award 2024.10

Investigating Acceptable Voice-based 
Notipcation Timings through Earable 
Devices: A Preliminary Field Study

Deeksha Arya Asian Deans' Forum
The Rising Star award 2024.11 Global Road Damage Detection

他3件　＊詳細は資料参照
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CSISについて

課程 学部 / 研究科 人数

学部 工学部 6
学部　計 6

修士

学際情報学府 6
工学系研究科 18
情報理工学系研究科 3
新領域創成科学研究科 28
理学系研究科 1

修士　計 56

博士
工学系研究科 20
情報理工学系研究科 4
新領域創成科学研究科 17

博士　計 41
総計 103

学生（兼任教員の学生含む）

＊修士論文、博士論文タイトルは、資料参照
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共同利用・共同研究

共同利用・共同研究
提供するサービス

　ArcGIS 学 内 者 向 け ラ イ セ ン ス は、 米 ESRI 社
（Environmental Systems Research Institude, Inc.） が 開
発・販売する、空間情報の処理・分析・管理のための製品

ArcGIS Pro、ArcGIS Online、City Engine などです。さ
らに、GIS 講習会を始めとするサポート体制により、GIS
を用いた分析の支援を行っています。

ArcGIS学内者向けライセンス
https://arcgis.csis.u-tokyo.ac.jp/

を利用することができる高等教育
機関向けサービスです。研究のほ
か、授業、演習などの教育目的で
も利用可能です。CSIS では、この
ArcGIS サイトライセンスを取得し
ており、学内の教職員・学生に提供
しています。主な使用可能製品は、

　CSIS では、1998 年の設立以来、様々な空間データやサー
ビスを「研究用空間データ基盤」として整備し、全国の研
究者の方々に共同研究として利用していただくことで、空
間情報科学に関する研究を支援・推進しています。

で手続きが完結する共同研究利用システム（JoRAS: Joint 
Research Assist System）を通じて、「空間データ利用を
伴う共同研究」を申請し、承認を受けることで「研究用空
間データ基盤」が利用可能になります。

空間データ利用を伴う共同研究 JoRAS
https://joras.csis.u-tokyo.ac.jp/

　「研究用空間データ基盤」には、
様々なデータが含まれており、現
在 1112 件のデータセットやサービ
スが利用可能です。例えば、人の流
れデータシリーズ、号レベルアドレ
スマッチングサービスなどがあり
ます。利用希望者は、オンライン
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CSVアドレスマッチングサービス
https://geocode.csis.u-tokyo.ac.jp/

　本サービスでは、住所・地名フィールドを含む CSV 形
式 *1 データにアドレスマッチング処理 *2 を行い、緯度経度
または公共測量座標系の座標値を追加し、GIS で利用可能
なデータにします。住所録・顧客データベース・アンケー
ト票などから手軽に空間データが作成できます。

*1：CSV 形式 とは 1 行に 1 つのレコードがあり、レコード内の各
フィールドがカンマで区切られたテキストファイルのデータフォー
マットです。ほとんど全てのデータベース管理ソフトや表計算ソフト
で出力することができますし、テキストエディタを使って作成や修正
をすることもできます。

*2：アドレスマッチング とは住所を含んでいるデータを GIS で扱う
ために、緯度経度のような数値による座標値を与える処理のことです。
より厳密には「アドレスジオコーディング」と呼ばれることもありま
す。アドレスマッチングは、それぞれのレコードの住所部分を⾒て、
地図から該当する住所を⾒つけ、その座標値をレコードに付加すると
いう処理を繰り返すことで実現できます。本サービスは、このアドレ
スマッチングをインターネット経由で行います。

大学一覧の所在を地図にする例（上記ウェブサイトより）
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共同利用・共同研究

　SANET（Spatial Analysis along Networks） は、 ネ ッ
トワーク上やネットワーク沿いで発生する空間事象を分析
するためのツールです。例えば、道路上で起きる交通事故
や、道路に⾯して立地する店舗、水路に作られたビーバー
の巣などが分析の対象です。ネットワークには道路以外に
も、河川やパイプライン、ケーブルネットワークなどが考
えられます。CSIS では SANET ソフトウェアを研究およ
び教育目的の使用者に限り提供しています。
　従来の空間解析では、ネットワーク上で発生する事象の
分析にも、平⾯上のユークリッド距離を仮定した通常の分
析手法が用いられてきました。しかし、平⾯上の 2 点間
のユークリッド距離とそれに対応するネットワークに沿っ
た最短経路距離は大きく異なるため、特に都市化された地
域でネットワーク上の事象を分析する場合にユークリッド
距離を仮定することは適切ではありません。実際、ユーク
リッド距離が 400 メートル以下の場合、両者の差は 20％
以上にもなることが経験的に知られています。
　ネットワーク上で発生する事象を適切に分析するために
構築されたのがネットワーク空間解析です。ネットワーク

空間解析では、ネットワーク上の事象はネットワーク上で
しか発生しないこと（例えば、自動車による交通事故は道
路上でしか発生しない）、ネットワーク上の事象間の距離
の測定にはネットワークに沿った最短経路距離が適切であ
ることを、明示的に分析手法に組み込んでいます。ネット
ワーク空間解析は、ユークリッド空間を仮定した通常の空
間解析に比べ、より適切で現実に即したネットワーク上の
事象の分析を可能にしますが、幾何学的・位相学的な計算
負荷が非常に高くなります。また新しい手法であるため、
一般的な GIS ソフトウェアでは提供されていないことも、
ネットワーク空間解析の利用の妨げとなっていました。
　これらの問題を克服するため SANET という GIS ツー
ルボックスが開発されました。SANET では分かりやすい
UI で様々なネットワーク空間解析の手法を利用できるた
め、プログラミングに必ずしも熟練していないアプリケー
ション指向の GIS 研究者でも、詳細なデータを用いたネッ
トワーク空間解析を容易に行うことができます。2002 年
に公開されて以来、SANET は国内外の多くの研究者に利
用されています。

SANET
http://sanet.csis.u-tokyo.ac.jp/index_jp.html
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　都市圏は、中心都市と周辺地域（主に郊外）との結びつ
きによって形成され、行政上の市域とは異なります。都市
化や都市問題を研究するには、実質的な都市圏を定義し、
統計データベースを構築する必要があります。アメリカで
は 1947 年から公式の都市圏が設定され、統計データが整
備されていますが、日本では研究者が独自に都市圏を提案
しているに過ぎず、統計データベースの整備も進んでいま
せんでした。
　CSIS は、研究者及び政策担当者が幅広く利用できる新
しい都市圏設定基準として、都市雇用圏 *1（UEA: Urban 
Employment Area）を提案し、都市圏単位の統計データ
ベースの整備を進めています。
　都市雇用圏（UEA）は、
　(1) 中心都市を DID*2 人口によって設定し、
　(2) 郊外都市を中心都市への通勤率が 10％以上の市町村

とし、
　(3) 同一都市圏内に複数の中心都市が存在することを許

容する
　都市圏設定です。

　中心都市の DID 人口が 5 万人以上の都市圏を大都市雇
用 圏（MEA: Metropolitan Employment Area）と 呼 び、
1 万人から 5 万人のものを小都市雇用圏（Micropolitan 
Employment Area）と呼びます。
　1990 年から 2015 年まで 5 年おきに、国勢調査結果に
基づいて大都市雇用圏（MEA）を設定し、それぞれの雇
用圏の統計データを CSIS の Web 上で公開しています。

都市雇用圏
https://www.csis.u-tokyo.ac.jp/UEA/index.htm

*1：「日本の都市圏設定基準」（金本良嗣・徳岡一幸　『応用地域学
研究』No.7, 1-15, (2002)）によって提案された都市圏で、山田浩
之・徳岡一幸による標準大都市雇用圏（Standard Metropolitan 
Employment Area）を最近の状況に合うように改訂。

*2：DID（Densely Inhabited District）とは、市町村の境界内で人
口密度の高い（原則として人口密度が１km2 当たり約 4,000 人以上）
国勢調査の調査区が隣接して、調査時に人口 5,000 人以上を有する
地域である。アメリカの Urbanized Area 及び Urban Cluster は複
数の行政区域にまたがって設定されていることがあるが、日本では各
市町村の中に設定されている。 （「日本の都市圏設定基準」より）
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共同利用・共同研究

　近年、防災や防犯、マーケティング、交通・都市計画な
どの分野で、人々の動きを把握する必要性が高まっていま
す。従来の統計調査に加え、GPS や携帯通信履歴などの
技術革新により、より詳細なデータが得られるようになり
ました。しかし、これらのデータをビジネスレベルで利用
するには、データの品質を揃える必要があります。また、
データの加工・蓄積、表示・提供などの処理を効率的に行
うことも重要です。このプロジェクトでは、人々の流れに
関するデータの品質確保や共通基盤の研究を行い、時空間
サービスの実現を目指します。
　人の流れデータは、人々の移動に関するデータを時空間
位置で整理したものです。携帯電話や SNS などを利用し
て作成されることもありますが、このサービスでは主に
国や地方自治体が行うパーソントリップ調査データ（PT
データ）から作成されたデータを提供しています。データ

の作成方法は、起点と終点の位置を特定し、最短経路を
探索して 1 分ごとの位置を内挿することで求められます。
なお、データ作成時には、PT データの属性を十分に粗く
して再現性を排除しています。
　擬似人流データは、オープンな調査データと低廉な価格
で入手可能な商業データを活用し、全国の人口の典型的な
平日の 1 日の行動を再現しています。人の流れデータと
同様に、断片的な位置情報だけでなく、どのような人々が、
どのような目的で、いつ、どのような交通手段で、どこか
らどこへ移動するかといった情報を提供することができま
す。一方、本データセットは調査データを用いることで、
合成人口を作成することができ、人々の典型的な日常の行
動を擬似的に再現します。リアルな人の位置情報ではない
ため、その結果は研究目的で公開可能です。

人の流れプロジェクト
https://pqow.csis.u-tokyo.ac.jp/

パーソントリップ調査データを用いた人の流れデータの地図化（2008 年東京都市圏）
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　CSIS 共同研究の枠組みで、本プロジェクトのデータを
提供しています。人の流れシリーズのデータセットは全部
で 45 件あり、以下のようなデータセットが含まれます。

1988 年、1998 年、2008 年東京都市圏 / 2000 年京阪神
都市圏 / 2001、2011 年中京都市圏 / 2010 年近畿都市
圏 / 2005 年北部九州都市圏 / 1994 年岡山県南都市圏 / 
2001 年宮崎都市圏 / 1999 年富山・高岡都市圏 / 2006 年

道央都市圏 / 1997 年高知都市圏 / 2001 年長野都市圏 / 
2002 年仙台都市圏 / 2003 年山口・防府都市圏 / 2006 年
沖縄本島中南部都市圏 / 2007 年松山都市圏 / 2007 年金
沢都市圏 / 1996 年マニラ / 2002 年ジャカルタ / 2004 年
ハノイ / 2009 年ダッカ / 2012 年マプト / 2001 年カイロ
都市圏 / 2010 年ラホール都市圏 / 2013 年ナイロビ都市
圏 / 2003 年ホーチミン都市圏 / 2008 年ダナン都市圏 / 
2012 年プノンペン都市圏 など

擬似人流データのイメージ（上：全国レベルリンク交通量の可視化　下（左）：メッシュ人口分布　下（右）：リンク交通量）
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　復興支援調査アーカイブは、国土交通省都市局の「東日
本大震災津波被災市街地復興支援調査」の成果をアーカイ
ブ化したもの * １であり、同局から提供されたデータを基に
CSIS の運営によりインターネット上で公開しています。
　極力、調査の生データを公開するとともに、Web 上で
容易に視覚化ができるような環境を提供し、利用者の負担
を最大限軽減しています。ただし、データの制約により、
限定的な公開になっているところもあります。

アーカイブデータ項目とその概要
● 過去の復興計画：明治三陸津波、昭和三陸津波、チリ地

震津波等の三陸地方におけるこれまでの代表的な津波被
害と復興計画・事業の内容、事業実施の状況等について、
文献資料等により整理しました。

● 浸水区域：国土地理院の津波浸水範囲図や震災後の航空
写真を参考に、現地確認を行い、どこまで津波が到達し
たか把握しました。

● 浸水深：現地の浸水痕の実測を基本として、浸水深を把
握しました。浸水痕が残っていない場合は既存資料等を
参考としました。また、それらによる浸水深の把握が困
難な場合は、近傍点の値から浸水深を補完し、把握して
います。また青森県⼋戸市～福島県南相馬市、広野町、
いわき市については 5 ｍメッシュデータもありますが、
いずれも正確性を保証するものではありません。

● 被災状況：津波による被災状況の写真、映像を収集し、
その被災箇所及び撮影箇所のGISデータを作成しました。

● 浸水痕跡：現地調査等により、浸水痕跡の位置、浸水深、
痕跡根拠を把握しました。

復興支援調査アーカイブ
http://fukkou.csis.u-tokyo.ac.jp/

*1：政府が設置した東日本大震災復興構想会議の提言「復興への提
言～悲惨のなかの希望～」では、 震災に関する調査研究の重要性と、
災害の記録と伝承の必要性が示されました。 これを受けた政府の復
興基本方針においても、今後の防災対策に資するため詳細な調査研究
を行うこと、 地震 ･ 津波災害等の記録 ･ 教訓の収集 ･ 保存 ･ 公開体制
の整備を図ること、こうした記録等について、 誰もがアクセス可能な
一元的に保存 ･ 活用できる仕組みを構築し、情報を発信する、とされ
ました。
こうした方針に基づき、国土交通省都市局では、「東日本大震災津波
被災市街地復興支援調査」の成果について、 適切に記録を残し、広く
利用できるよう、成果のアーカイブ化を行いました。

● 避難所運用状況：地域防災計画を整理した上で、一次避
難先となった避難所について文献資料やヒアリング調査
により把握して、避難所の GIS データを作成しました。

● 防災施設運用状況：防災無線、警報・サイレン等の運用
状況について、文献資料やヒアリング調査等により把握
して調査票にとりまとめ、防災施設及び発信施設の GIS
データを作成しました。

● 建物被災状況：現地調査に基づき、被災した建物を６区
分に分類しました。区分の判定は原則として目視調査に
より面的に判定しているため、罹災証明と必ずしも一致
していません。※ 5 ｍメッシュ単位で地形を加味して
把握した浸水深を建物に付与したデータもあります（青
森県⼋戸市～福島県南相馬市、広野町、いわき市のみ）。

● 建物被災エリア：建物の被災状況等に基づき、浸水区
域を被災程度によりエリア区分して、被災エリアの GIS
データを作成しました。

● 避難方法（個人、事業所）：個人または事業所へのヒア
リング調査により、実際の避難行動の状況や経路等を把
握して調査票にとりまとめて集計し、避難経路、避難場
所、津波状況、道路状況の GIS データを作成しました。

● 避難方法（集落等）：町内会、消防団等へのヒアリング
調査により、実際の集落等の避難行動の状況や経路等を
把握して図面にとりまとめました。

● 救援・救護活動：一次避難先（高い建物、高台等）から
救出された人々の救出経過・経緯等について、ヒアリン
グ調査等により把握して、調査票にとりまとめました。

● 被災者状況：死亡者や行方不明者について文献資料等に
より把握して、GIS データを作成しました（平成 23 年
6 月末時点等）。

● 防災施設被害（河川，海岸，急傾斜法面，砂防，防風林・
防潮林）：被害状況について、現地調査や既往資料等に
より把握できた範囲で総括表（防風林・防潮林について
は調査票）にとりまとめ、被害箇所の GIS データを作
成しました。

● インフラ被害（道路，港湾，下水道，公園，緑地）：被
害状況について、現地調査や既往資料等により把握でき
た範囲で総括表（緑地については調査票）にとりまとめ、
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被害箇所の GIS データを作成しました。
● ライフライン被害（上水道，ガス）：被害状況について、

現地調査や既往資料等により把握できた範囲で総括表に
とりまとめ、被害箇所の GIS データを作成しました。

● 公益施設被害（バス，病院・福祉） ：被害状況について、
現地調査や既往資料等により把握できた範囲で総括表に
とりまとめ、被害箇所の GIS データを作成しました。

● 文化財被害：まちづくりと関係性の高い文化財（有形文

化財、無形文化財）の被害状況について、現地調査や既
往資料等により把握できた範囲で調査様式にとりまと
め、所在地の GIS データを作成しました。また、周知
の埋蔵文化財包蔵地の位置情報を現地調査や既往資料等
により把握できた範囲で調査し GIS データ化しました。

● 文教施設被害：被害状況について、現地調査や既往資料
等により把握できた範囲で総括表にとりまとめ、所在地
の GIS データを作成しました。
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　レーザ測量や SfM 多視点ステレオ写真測量、UAV（無
人航空機、通称ドローン）等による高精細地形・地物情報
の取得・解析・各種応用に関して、点群・DEM・画像デー
タや解析ツール、運用マニュアル等の提供を行っています。
　地形鮮明化とは、地球科学的データを高解像度化するこ
とで、以前は見えなかったものやぼんやりとしか見えなかっ
たものがはっきりと見えるようになることを指します。し
かし、高解像度化の利点と同時に、細かすぎて何を見てい
るのかわからなくなるという問題もあります。このプロジェ
クトでは、「高精細」または「高鮮明化」というテーマを掲げ、
必要な解像度の選択肢を増やすことで、最適な解像度を考
慮し選択できるようにすることを目指しています。
　計測ツールとしては、地上レーザ測量、SfM 多視点ス
テレオ写真測量、UAV による撮影を使用しています。地
上レーザ測量は、レーザを使って対象物までの距離を計測
する技術で、周囲の形状情報を高精度に取得できます。も
ともと工学分野で発展、利用されてきた技術ですが、近年、
地球科学の分野への適用も進んできました。SfM 多視点
ステレオ写真測量は、複数の視点から撮影された写真を
使って、対象物の 3 次元構造を復元する技術です。さまざ
まなスケールで利用できます。小型の UAV システムでは、

UAV を使って高解像度で多様な視点からの空中撮影が可
能です。地球科学の分野でも利用が広まっています。安全
な運用とデータ取得を目指し、プロジェクトでは「Open 
Drones Safety Manuals Project」も企画しています。
　また、高精細地形情報の効率的な利活用をめざし、解析
ツールの開発を行っています。
→ KET: extraction of steep segments (knickzones/
knickpoints) from DEM
http://topography.csis.u-tokyo.ac.jp/resources/tools_
ket/index.html
https://github.com/hdtopography/KET
　CSIS 共同研究の枠組みで、本プロジェクトのデータを
提供しています。
● 東河内流域崩壊地 TLS データセット
● 竜ヶ岩洞 TLS データセット
● 三陸海岸沿岸域 2
● 油壷坑道 TLS/SfM データセット
● Kowai riverbed TLS データセット
● Orval Abbey TLS/SfM データセット
● 阿蘇火山仙酔峡域 SfM データセット

地形鮮明化プロジェクト
https://www.hdtopography.org/

岩手県宮古市姉㖊地区の津波被災地を地上型レーザースキャナで精密測量した結果
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CSISについて

主催・共催シンポジウム

共同研究課題

応募件数 採択件数 採択率 (％ ) うち国際共同研究

165 102 62 5

採択状況

分野 学術論文 国際会議 国内会議他

物理学 1 3

計算機・数学 4

工学 22 10 74

環境・地球科学 1 3 14

人文社会系 10 6 16

総計 34 19 111

共同研究課題における学術論文、国際・国内会議他

＊共同研究課題名、論文等については資料参照

シンポジウム・講演会

件数 参加人数

5 525

研究者を対象としたシンポジウム等の実施状況

セミナー・研究会・ワークショップ

件数 参加人数

22 660

合計

件数 参加人数

27 1195

シンポジウム・講演会

件数 参加人数

5 690
＊シンポジウム詳細は資料参照

研究者以外を対象としたシンポジウム等の実施状況

セミナー・研究会・ワークショップ

件数 参加人数

7 206

合計

件数 参加人数

12 896

新規分

実施件数 うち国際共同研究

102 5

実施状況

継続分

実施件数 うち国際共同研究

137 15

合計

実施件数 うち国際共同研究

239 20
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国際連携
共同利用・共同研究／国際連携

＊詳細は資料参照

相手国 協定書数 機関名

アイルランド 1 国立空間計算センター
アメリカ合衆国 1 ニューヨーク大学工学部
イギリス 2 ロンドン大学高等空間解析研究所、生態学水文学研究所
イタリア 1 ダヌンチオ大学国際惑星科学研究所
インド 1 プネ大学・地理学専攻

韓国 5 ソウル国立大学韓国地域研究センター、延世大学土木環境工学専攻、ソウル市立大学
都市科学研究センター、釜慶国立大学海洋科学技術・環境学研究科、国土研究院

タイ 3 アジア工科大学大学院、タマサート大学シリントーン国際工学研究所、チェンマイ大学工学部
台湾 2 国立台湾大学地球科学教室、国立台湾大学地理学教室

中国 6
同済大学農業都市計画学部、中国科学院、武漢大学測量学科および測量・GIS 国家重
点研究室、中国農業科学院農業資源区域計画研究所、天津大学建築学院、南方科技大
学工学院

チリ 1 フェデリコサンタマリア工科大学
ネパール 1 ネパール国立自然保護基金
バングラデシュ 1 プレジデンシー大学・都市工学専攻
フィンランド 1 ヘルシンキ大学　理学部 コンピュータサイエンス学科
フランス 1 トゥーロン大学
ポルトガル 1 国連大学
合計 28

学術国際交流協定

＊詳細は資料参照

相手国 プロジェクト数 機関名

アメリカ合衆国 1 Georgia Institute of Technology
イギリス 1 University of Leeds
イタリア 1 Istituto di Ricerca per la Protezione Idrogeologica
インドネシア 1 住友林業・IHI
中国 3 China University of Geosciences; Shandong University; Shanghai Normal University
ルーマニア 1 Universitatea De Vest Din Timisoara, Institute of Geography (Romanian Academy)

複数国（フィン
ランド、アメリ
カ合衆国、イギ
リス、オースト
ラリア）

1

Carnegie Mellon University; University of Melbourne; University of Oulu; Keio 
University; Emory University; Dartmouth University; Georgia Institute of Technology; 
Aalto University; University of Texas; Cornell University; University of Pittsburgh 
Medical Center; University of California, Los Angeles (UCLA); The University of 
Michigan; University of Washington; The Pennsylvania State University; Norwegian 
University of Science and Technology; Stevens Institute of Technology

複数国（アメリ
カ合衆国、イギ
リス）

1 University of California, Davis; London School of Economics

合計 10

国際的な研究プロジェクトへの参加状況
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CSISについて

　近年、モバイルデータ、IoT センサデータ、衛星画像、
交通プローブデータ、災害データなどダイナミックなリア
ルタイム時空間ビッグデータが入手可能な環境が急速に整
いつつあり、既存の時空間データ解析の研究蓄積の上に立
脚したあらたな解析手法が求められています。デジタル空
間社会連携研究機構では、多様な時空間ビッグデータを一
元的に集約し、これらを統合した形で人々や企業の活動、
交通・物流・商流から都市の拡大・環境変化、社会経済シ
ステムの変質・変動までを包含するデジタル社会空間を

データ基盤の上に構築します。また、学内関連分野の研究
者を有機的に連携し、各分野の深い知識・経験をデータ駆
動型の技術・サイエンスにより深化し、リアルタイム時空
間データ解析・応用の新たな学理を構築します。さらに、
社会連携・寄付研究部門や、データの信託利用などさまざ
まな産学連携スキームを利用し、研究成果のデータ駆動型
産業への展開を行います。同時に研究成果を国際的な社会
課題の解決支援につなげていきます。

デジタル空間社会連携研究機構
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氏名 役職 所属

鎌倉 夏来 准教授 総合文化研究科

出口 敦 教授 新領域創成科学研究科

吉川 一朗 教授 新領域創成科学研究科

横矢 直人 准教授 新領域創成科学研究科

小島 茂明 教授 新領域創成科学研究科

中村 和彦 講師 新領域創成科学研究科

田浦 健次朗 教授 情報理工学系研究科

山崎 俊彦 教授 情報理工学系研究科

鈴村 豊太郎 教授 情報理工学系研究科

伊藤 昌毅 准教授 情報理工学系研究科

山口 利恵 准教授 情報理工学系研究科

越塚 登 教授 情報学環

貞広 幸雄 教授 情報学環

渡邉 英徳 教授 情報学環

澁谷 遊野 准教授 情報学環

市村 強 教授 地震研究所

加納 靖之 准教授 地震研究所

佐藤 洋一 教授 生産技術研究所

豊田 正史 教授 生産技術研究所

吉永 直樹 准教授 生産技術研究所

大口 敬 教授 生産技術研究所

腰原 幹雄 教授 生産技術研究所

芳村 圭 教授 生産技術研究所

本間 裕大 准教授 生産技術研究所

豊田 啓介 特任教授 生産技術研究所

三宅 陽一郎 特任教授 生産技術研究所

今須 良一 教授 大気海洋研究所

木村伸吾 教授 大気海洋研究所

中村 尚 教授 先端科学技術研究センター

伊藤 恵理 教授 先端科学技術研究センター

上田 宏生 特任講師 先端科学技術研究センター

城山 英明 教授 未来ビジョン研究センター

川崎 昭如 教授 未来ビジョン研究センター

佐々木 一 特任准教授 未来ビジョン研究センター

千葉 滋 教授 情報基盤センター

工藤 知宏 教授 情報基盤センター

小林 博樹 教授 情報基盤センター

末柄 豊 教授 史料編纂所

山田 太造 准教授 史料編纂所

井上 聡 准教授 史料編纂所

連携研究機構

氏名 役職 所属

《機構長》
関本 義秀 教授 空間情報科学研究センター

瀬崎 薫 教授 空間情報科学研究センター

小口 高 教授 空間情報科学研究センター

高橋 孝明 教授 空間情報科学研究センター

山田 育穂 教授 空間情報科学研究センター

栗栖 大輔 准教授 空間情報科学研究センター

大津 優貴 講師 空間情報科学研究センター

西山 勇毅 講師 空間情報科学研究センター

小川 芳樹 講師 空間情報科学研究センター

姜 仁河 講師 空間情報科学研究センター

吉田崇紘 講師 空間情報科学研究センター

PANG Yanbo 特任講師 空間情報科学研究センター

梅崎 昌裕 教授 医学系研究科

橋爪 真弘 教授 医学系研究科

東 尚弘 教授 医学系研究科

稲田 晴彦 准教授 医学系研究科

鎌田 真光 講師 医学系研究科

浅見 泰司 教授 工学系研究科

中須賀 真一 教授 工学系研究科

和泉 潔 教授 工学系研究科

中尾 彰宏 教授 工学系研究科

布施 孝志 教授 工学系研究科

西成 活裕 教授 工学系研究科

小泉 秀樹 教授 工学系研究科

高見 淳史 准教授 工学系研究科

樋野 公宏 准教授 工学系研究科

唐澤 かおり 教授 人文社会系研究科

大向 一輝 准教授 人文社会系研究科

瀧川裕貴 准教授 人文社会系研究科

茅根 創 教授 理学系研究科

後藤 和久 教授 理学系研究科

尾張 敏章 准教授 農学生命科学研究科

浅野 友子 講師 農学生命科学研究科

平藤 雅之 特任教授 農学生命科学研究科

郭 威 准教授 農学生命科学研究科

水内 佑輔 助教 農学生命科学研究科

田中 延亮 講師 農学生命科学研究科

広嶋 卓也 准教授 農学生命科学研究科

渡辺 努 教授 経済学研究科

佐藤 泰裕 教授 経済学研究科

参画教員
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CSISについて

　近年、国・自治体のスマートシティ、デジタルツイン、DX 等の活動は進みつつありますが、地域の課題解決と研究とし
てのデジタルツイン構築技術のギャップは依然として大きいままです。そこで、まち全体のデジタルツイン化を徹底的に行
うとともに、各種地域課題のソリューション技術が民間等から出てくるように支援する事により、各地域のデジタルツイン
の社会展開・運営を自律的に行えるようにし、グローバルな空間データコモンズの形成を図ります。また人材育成を含め、
まちづくり予算年間 10 兆円をイノベートしていくことをコアの活動とします。また、民間企業や地方自治体等のデータハ
ンドリング・研修等を行い、人材育成を進めます。

2022 年 5 月から 2027 年 3 月まで

課題 A：分野別ベースレジストリ・ジオコーディング技術の開発
　(A-1) 建物・土地
　(A-2) 道路・インフラ構造物
　(A-3) 人流・交通・観光
　(A-4) 地域経済・取引
　(A-5) 河川・上下水道
　(A-6) 地形・災害

課題 B：ステージごとのデジタルツインの構築手法の確立
　(B-1) エントリーレベルの自治体のためのナショナル、ローカルデータの自動的な重畳手法構築
　(B-2) 丸ごとデジタルツイン高度化のための精度チェックパッケージ
　(B-3)BID・行動変容計測プラットフォームの構築

課題 C：地域展開支援・人材育成
　自治体、関係者によるコンソーシアムの形成と定常的なハンズオン実施やキー人材のシステムティックな育成

　○ パシフィックコンサルタンツ株式会社
　○ 株式会社パスコ
　○ 株式会社構造計画研究所
　○ アジア航測株式会社
　○ 株式会社建設技術研究所
　○ エヌ・ティ・ティ・インフラネット株式会社

グローバル空間データコモンズ社会展開寄付研究部門
● 概要

● 期間

● 研究項目

● 寄付者
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　本部門の目標は、市民や地域企業、行政、関連団体など多様なステークホルダーが関わり、地域やコミュニティのための
データ・デジタル活用を推進することです。このため、市民一人一人が主体的に課題設定からデータ生成、データ活用、デ
ザイン技術開発までのソリューション開発過程に一貫して関わることができる学びや実践の場を各地に創成・展開すること
を目指します。特に、1 組織 1 個人では得られない多様性の豊かな対話と共創や多様な経験の機会を提供し地域のデジタル
力をボトムアップ的に底上げするような活動を育て・サポートしていく基盤を構築し、産官学で共有します。

2024 年 7 月から 2029 年 3 月まで

研究項目 A：シビックテック・デザイン学の学術的な体系化
　(A-1) シビックテック関連のプロジェクトの事例調査、定量的・定性的評価の実施
　(A-2) シビックテック関連のプロジェクトの評価の枠組みの検討
　(A-3) 国内外のシビックテック関連プロジェクトを蓄積し一般に公開する

研究項目 B：事例創出と人材育成
　(B-1) 課題設定から、データハンドリング、デザイン、実装までプロトタイピングが行えるカリキュラムの開発とリスキ

リングや学びの場の展開
　(B-2) 関連団体等と連携し、全国各地で実験的なアイデアに取り組む活動をサポート
　(B-3) コミュニティ発のデータ生成事例やデータに基づくアイデアの実装事例の創出や展開

研究項目 C：地域展開支援
　(C-1) 行政や企業、関連団体などとの共創の枠組みを確立し、シビックテックプロジェクトが継続活動できるためのサポー

ト体制や自律的な運営体制確立の支援
　(C-2) 国内外のシビックテックや関連研究者・実務家同士の対話の場を提供し、ネットワークの形成
　(C-3) 海外、特にアジア諸国で民主的な参加基盤としてのシビックテックを展開する

シビックテック・デザイン学創成寄付研究部門
● 概要

● 期間

● 研究項目

　○ TIS 株式会社
　○パシフィックコンサルタンツ株式会社
　○ PwC コンサルティング合同会社
　○一般社団法人社会基盤情報流通推進協議会
　○ソフトバンク株式会社

● 寄付者

　○ NTT 東日本株式会社
● 協力者

連携研究機構
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資料



外部資金

研究種目 研究代表者 研究題目

基盤研究 (B) 小口 高 先端研究・技術と教育の連携によるデジタル防災地形学の構築

基盤研究 (B) 小川 芳樹 観測データ連携による陸運・海運の統合的動態把握と応用

基盤研究 (B) 姜 仁河 AIGMob: Conditional Generative AI for Fine-grained Urban Mobility Simulation

挑戦的研究（萌芽） 関本 義秀 生成 AI 技術を用いた都市規模の三次元建物データの効率的な作成・更新技術の体系化

若手研究 吉田 崇紘 組成データ解析に基づく定数和制約下の空間回帰モデルの開発

若手研究 大津 優貴 法執行機関が犯罪認知件数に与える影響の分析

若手研究 西山 勇毅 Passive Mobile Sensing を用いた産後うつ症状検知基盤の開発

若手研究 栗栖 大輔 時空間データに対する新たな因果推論・機械学習手法の開発

若手研究 PANG Yanbo 大規模移動データに基づく生成系 AI モデル MobilityGPT の開発と適用

若手研究 Deeksha ARYA Global Road Damage Detection with privacy-preserved collaboration

研究成果公開促進費 小口 高 最新のデジタル地図技術を用いて地形と防災情報を分析しよう！

特別研究員奨励費 岩井 優祈 ポストコロナ社会における生活環境の量的・質的変化に関する地理学的研究

国際共同研究加速基金
（国際共同研究強化 (A)） 西山 勇毅 Passive Mobile Sensing を用いた産後うつ症状検出基盤の国際的な拡張と透明性の向上

国際共同研究加速基金
（国際共同研究強化 (B)） 小口 高 ルーマニアの土砂移動と土砂災害の自然的要因と社会との関係の研究

研究課題名 相手方機関名 担当教員

イノベーション拠点の空間形成と評価 三菱地所株式会社 山田 育穂

交通異常の波及効果を考慮した車両走行データの解析及びモデリング トヨタ自動車株式会社 姜 仁河

交通センサのデータストリームと過去の軌跡を使用した自動駐車 Shanghai Maicon Technology Co., Ltd. 姜 仁河

デジタルツインを用いた院内運営最適化及び必要となるデータセット
の特定 ソフトバンク株式会社 関本 義秀

商業施設の来館者数に影響を及ぼす要因の究明と来館者数・売上予測
モデルの導出 ソフトバンク株式会社 高橋 孝明

民間等との共同研究

科学研究費助成事業（補助金・基金）　研究代表課題

研究課題名 支出機関名

SPRING-GX（次世代研究者挑戦的研究プログラム助成金） 国立研究開発法人科学技術振興機構

BOOST-NAIS ( 国家戦略分野の若手研究者及び博士後期課程学生の
育成事業（次世代 AI 人材育成プログラム）) 国立研究開発法人科学技術振興機構

その他の補助金等

その他外部資金研究課題
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研究課題名 相手方機関名 担当教員

資源循環型社会構築に向けたアルミニウム資源のアップグレードリサ
イクル技術開発 株式会社エイゾス 関本 義秀

モビリティ・イノベーション連携研究機構　データインフォームド都
市・交通学　社会連携研究部門 阪急阪神ホールディングス株式会社 関本 義秀

スマートフォンから得られるセンサーデータ処理およびその活用に関
する研究 LINE ヤフー株式会社 瀬崎 薫

森林生産力および機能に関する評価技術の研究 株式会社大林組 飯塚 浩太郎

アプリログの位置情報を用いた人々の行動パターンの解析 LINE ヤフー株式会社 関本 義秀

研究課題名 相手方機関名 担当教員

都市デジタルツインの実現にむけた研究開発及び実証調査業務 国土交通省 小川 芳樹

産官学民連携による評価・検証用プラットフォーム構築の研究開発 国立研究開発法人防災科学技術研究所 関本 義秀

多彩な地理空間情報と全国擬似人流データを組み込んだモビリティ社
会実験デジタルツインの構築

国立研究開発法人新エネルギー・産業
技術総合開発機構 関本 義秀

AI 等の活用を推進する研究データエコシステム構築事業 大学共同利用機関法人情報・システム
研究機構 関本 義秀

準天頂衛星システムにおける信号認証機能の整備 日本電気株式会社 関本 義秀

震災デジタルツイン構築に向けた統合的可視化技術の開発 国立研究開発法人科学技術振興機構 関本 義秀

行動変容と交通インフラの動的制御によるスマートな都市交通基盤技
術の研究開発 国立研究開発法人情報通信研究機構 瀬崎 薫

実構造物群の災害評価システムの調査研究 損害保険料率算出機構 関本 義秀

インフラデータのメタデータ生成及び管理手法の構築 国立研究開発法人土木研究所 関本 義秀

建築物のエネルギー需給マネジメントとスマートエネマネ支援システ
ムの開発 国立研究開発法人科学技術振興機構 吉田 崇絋

無線ＵＷＢとカメラ画像分析を組合せたリアルタイム３Ｄ位置測位・
組込システムの開発・評価

国立研究開発法人日本原子力研究開発
機構 マナンダー ディネス

ミクロな都市観測情報の収集と解析 大学共同利用機関法人情報・システム
研究機構 吉田 崇絋

人口移動からの都市の気候安全保障リスク分析 独立行政法人環境再生保全機構 吉田 崇絋

新型コロナウイルス・パンデミック・総合災害管理向けのマルチモー
ダルデータの統合解析 国立研究開発法人科学技術振興機構 姜 仁河 / 関本 義秀

受託研究

寄附金支出元 担当研究部門 / 教員

パシフィックコンサルタンツ株式会社
デジタル空間社会連携研究機構
シビックテック・デザイン学創成寄付研究部門、
グローバル空間データコモンズ社会展開寄付研究部門

TIS 株式会社 デジタル空間社会連携研究機構
シビックテック・デザイン学創成寄付研究部門

奨学寄附金
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相手方機関名 担当研究部門 / 教員

PwC コンサルティング合同会社 デジタル空間社会連携研究機構
シビックテック・デザイン学創成寄付研究部門

一般社団法人社会基盤情報流通推進協議会 デジタル空間社会連携研究機構
シビックテック・デザイン学創成寄付研究部門

アジア航測株式会社 デジタル空間社会連携研究機構
グローバル空間データコモンズ社会展開寄付研究部門

NTT インフラネット株式会社 デジタル空間社会連携研究機構
グローバル空間データコモンズ社会展開寄付研究部門

株式会社建設技術研究所 デジタル空間社会連携研究機構
グローバル空間データコモンズ社会展開寄付研究部門

株式会社構造計画研究所 デジタル空間社会連携研究機構
グローバル空間データコモンズ社会展開寄付研究部門

株式会社パスコ デジタル空間社会連携研究機構
グローバル空間データコモンズ社会展開寄付研究部門

公益財団法人クリタ水・環境科学振興財団 飯塚 浩太郎

【計算機・数学】
・ Comber, A., Harris, P., Murakami, D., Nakaya, T., Tsutsumida, N., Yoshida, T., & Brunsdon, C. (2024). Encapsulating 

Spatially Varying Relationships with a Generalized Additive Model. ISPRS International Journal of Geo-Information, 
13(12), 459. https://doi.org/10.3390/ijgi13120459
・�Deng, J., Chen, X., Jiang, R., Du Yin, Yang, Y., Song, X., & Tsang, I. W. (2024). Disentangling Structured Components: 

Towards Adaptive, Interpretable and Scalable Time Series Forecasting. IEEE Transactions on Knowledge and Data 
Engineering, 36(8), 3783–3800. https://doi.org/10.1109/TKDE.2024.3371931
・�Kurisu, D., Fukami, R., & Koike, Y. (2025). Adaptive deep learning for nonlinear time series models. Bernoulli, 31(1). 

https://doi.org/10.3150/24-BEJ1726
・�Kurisu, D., Kato, K., & Shao, X. (2023). Gaussian Approximation and Spatially Dependent Wild Bootstrap for High-

Dimensional Spatial Data. Journal of the American Statistical Association, 1–13. https://doi.org/10.1080/01621459.202
3.2218578
・�Kurisu, D., & Matsuda, Y. (2024). Local polynomial trend regression for spatial data on Rd. Bernoulli, 30(4). https://

doi.org/10.3150/23-BEJ1694
・�Li, D., Wang, Z., Chen, Y., Jiang, R., Ding, W., & Okumura, M. (2025). A Survey on Deep Active Learning: Recent 

Advances and New Frontiers. IEEE Transactions on Neural Networks and Learning Systems, 36(4), 5879–5899. https://
doi.org/10.1109/TNNLS.2024.3396463
・�Rao, X., Jiang, R., Shang, S., Chen, L., Han, P., Yao, B., & Kalnis, P. (2025). Next Point-of-Interest Recommendation 

With Adaptive Graph Contrastive Learning. IEEE Transactions on Knowledge and Data Engineering, 37(3), 1366–1379. 
https://doi.org/10.1109/TKDE.2024.3509480
・�Wang, Z., Jiang, R., Xue, H., Salim, F. D., Song, X., Shibasaki, R., Hu, W., & Wang, S. (2024). Learning spatio-temporal 

dynamics on mobility networks for adaptation to open-world events. Artificial Intelligence, 335, 104120. https://doi.
org/10.1016/j.artint.2024.104120
・�Wang, Z., Li, D., Jiang, R., & Okumura, M. (2025). Continuous Sign Language Recognition With Multi-Scale Spatial-

Temporal Feature Enhancement. IEEE Access, 13, 5491–5506. https://doi.org/10.1109/ACCESS.2025.3526330

査読付き論文
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・�Zhang, J., Li, Y., Zou, R., Zhang, J., Jiang, R., Fan, Z., & Song, X. (2024). Hyper-relational knowledge graph neural 
network for next POI recommendation. World Wide Web, 27(4), 46. https://doi.org/10.1007/s11280-024-01279-y

【工学】
・ Ami, J., Pang, Y., Masui, H., Okumura, T., & Sekimoto, Y. (2025). Advancing the Sensitivity Frontier in digital contact 

tracing: Comparative analysis of proposed methods toward maximized utility. Informatics in Medicine Unlocked, 53, 
101622. https://doi.org/10.1016/j.imu.2025.101622

・ Arya, D., Maeda, H., Ghosh, S. K., Toshniwal, D., & Sekimoto, Y. (2024). RDD2022: A multi ‐ national image dataset 
for automatic road damage detection. Geoscience Data Journal, gdj3.260. https://doi.org/10.1002/gdj3.260

・ Chen, S., Ogawa, Y., Zhao, C., & Sekimoto, Y. (2024). Enhanced large-scale building extraction evaluation: Developing 
a two-level framework using proxy data and building matching. European Journal of Remote Sensing, 57(1), 2374844. 
https://doi.org/10.1080/22797254.2024.2374844

・ Cheng, X., Wang, X., & Jiang, R. (2024). Population Distribution Forecasting Based on the Fusion of Spatiotemporal 
Basic and External Features: A Case Study of Lujiazui Financial District. ISPRS International Journal of Geo-
Information, 13(11), 395. https://doi.org/10.3390/ijgi13110395

・ Gill, A., Lalith, M., Hori, M., & Ogawa, Y. (2025). Analysis of postdisaster economy using high ‐ resolution disaster 
and economy simulations. Risk Analysis, 45(6), 1254–1270. https://doi.org/10.1111/risa.17662

・ Hosonuma, E., Yamazaki, T., Miyoshi, T., Taya, A., Nishiyama, Y., & Sezaki, K. (2025). Image Generative Semantic 
Communication with Multi-Modal Similarity Estimation for Resource-Limited Networks. IEICE Transactions on 
Communications, E108-B(3), 260–273. https://doi.org/10.23919/transcom.2024EBP3056

・ Huang, L., Oki, T., Muto, S., & Ogawa, Y. (2024). Unveiling the Non-Linear Influence of Eye-Level Streetscape 
Factors on Walking Preference: Evidence from Tokyo. ISPRS International Journal of Geo-Information, 13(4), 131. 
https://doi.org/10.3390/ijgi13040131

・ Kashiyama, T., Pang, Y., Shibuya, Y., Yabe, T., & Sekimoto, Y. (2024). Nationwide synthetic human mobility dataset 
construction from limited travel surveys and open data. Computer-Aided Civil and Infrastructure Engineering, 39(21), 
3337–3353. https://doi.org/10.1111/mice.13285

・ Kong, X., Lin, H., Jiang, R., & Shen, G. (2024). Anomalous Sub-Trajectory Detection With Graph Contrastive Self-
Supervised Learning. IEEE Transactions on Vehicular Technology, 73(7), 9800–9811. https://doi.org/10.1109/
TVT.2024.3382685

・ Liu, M., Shibuya, Y., & Sekimoto, Y. (2024). Emotions, behaviors and places: Mapping sentiments with behaviors in 
Japanese tweets. Cities, 155, 105449. https://doi.org/10.1016/j.cities.2024.105449

・ Liu, Q., Shi, X., Jiang, R., Zhang, H., Lu, L., & Shibasaki, R. (2024). Modeling interpretable social interactions for 
pedestrian trajectory. Transportation Research Part C: Emerging Technologies, 162, 104617. https://doi.org/10.1016/
j.trc.2024.104617

・ Liu, Z., Gokon, H., & Sekimoto, Y. (2024). Long-Term Demand Prediction for Public Bicycle Sharing System: A 
Spatio-Temporal Attentional Graph Convolution Networks Approach. IEEE Transactions on Intelligent Transportation 
Systems, 25(12), 21515–21527. https://doi.org/10.1109/TITS.2024.3469169

・ Ma, J., Shibuya, Y., Pang, Y., Omata, H., & Sekimoto, Y. (2024). A cost-and-effect simulation model for compact city 
approaches: A case study in Japan. Cities, 152, 105212. https://doi.org/10.1016/j.cities.2024.105212

・ Ogawa, Y., Nakamura, R., Sato, G., Maeda, H., & Sekimoto, Y. (2024). End-to-End Framework for the Automatic 
Matching of Omnidirectional Street Images and Building Data and the Creation of 3D Building Models. Remote 
Sensing, 16(11), 1858. https://doi.org/10.3390/rs16111858

・ Onodera, A., Ishioka, R., Nishiyama, Y., & Sezaki, K. (2024). Multilabel Classification Model for Infant Activity 
Recognition Using Single Inertial Sensor. IEEE Pervasive Computing, 23(4), 20–29. https://doi.org/10.1109/
MPRV.2024.3462483
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・ Para, S., Wirotsasithon, T., Jundee, T., Demissie, M. G., Sekimoto, Y., Biljecki, F., & Phithakkitnukoon, S. (2024). 
G2Viz: An online tool for visualizing and analyzing a public transit system from GTFS data. Public Transport, 16(3), 
893–928. https://doi.org/10.1007/s12469-024-00362-x

・ Ramnarine, I. D., Sherif, T. A., Alorabi, A. H., Helmy, H., Yoshida, T., Murayama, A., & Yang, P. P.-J. (2025). Urban 
revitalization pathways toward zero carbon emissions through systems architecting of urban digital twins. Environment 
and Planning B: Urban Analytics and City Science, 52(8), 1920–1948. https://doi.org/10.1177/23998083251318142

・ Sadahiro, Y., & Yamada, I. (2025). Point cluster analysis using weighted random labeling. Journal of Geographical 
Systems, 27(1), 63–83. https://doi.org/10.1007/s10109-024-00447-y

・ Shibuya, Y., Jones, N., & Sekimoto, Y. (2024). Assessing internal displacement patterns in Ukraine during the 
beginning of the Russian invasion in 2022. Scientific Reports, 14(1), 11123. https://doi.org/10.1038/s41598-024-
59814-w

・ Xu, X., Ma, J., Sho, K., & Seta, F. (2024). Are East Asian “shrinking cities” falling into a loop? Insights from the 
interplay between population decline and metropolitan concentration in Japan. Cities, 155, 105445. https://doi.
org/10.1016/j.cities.2024.105445

・ Yabe, T., Tsubouchi, K., Shimizu, T., Sekimoto, Y., Sezaki, K., Moro, E., & Pentland, A. (2024). YJMob100K: City-
scale and longitudinal dataset of anonymized human mobility trajectories. Scientific Data, 11(1), 397. https://doi.
org/10.1038/s41597-024-03237-9

・ Yamashita, T., Sekimoto, Y., Koshihara, M., Nakagawa, T., O-Tani, H., & Horiuchi, T. (2025). A digital twin prototype 
to visualize heterogeneous seismic damage simulation results on web-GIS. Journal of Asian Architecture and Building 
Engineering, 24(3), 1277–1295. https://doi.org/10.1080/13467581.2024.2342883

・ Yang, S., Ogawa, Y., Ikeuchi, K., Shibasaki, R., & Okuma, Y. (2024). Post-hazard supply chain disruption: Predicting 
firm-level sales using graph neural network. International Journal of Disaster Risk Reduction, 110, 104664. https://doi.
org/10.1016/j.ijdrr.2024.104664

・ Yola, L., Nanditho, G. A., Adekunle, T. O., Ayegbusi, O. G., Aminanto, M. E., Chan, E. W. C., & Manandhar, D. (2025). 
The impact of the urban traffic on the CO2 intensity: A navigation study using GNSS application in Jakarta city. Journal 
of Asian Architecture and Building Engineering, 24(4), 2869–2887. https://doi.org/10.1080/13467581.2024.2386264

・ Yola, L., Nanditho, G. A., Kobayashi, K., & Manandhar, D. (2024). Integration of carbon dioxide sensor with GNSS 
receiver for dynamic air quality monitoring applications. Sensors International, 5, 100279. https://doi.org/10.1016/
j.sintl.2024.100279

【環境・地球科学】
・ Hirano, Y., Yoshida, Y., Yoshida, T., Yamagata, Y., Mizutani, S., & Xuan, J. (2025). Evaluation of CO2 Emissions 

Reduction in the Japanese Residential Sector Through Energy-Saving Scenarios Based on Large-Scale Survey Data. 
Energies, 18(8), 1964. https://doi.org/10.3390/en18081964

・ Iizuka, K., Akiyama, Y., Takase, M., Fukuba, T., & Yachida, O. (2024). Microscale Temperature-Humidity Index (THI) 
Distribution Estimated at the City Scale: A Case Study in Maebashi City, Gunma Prefecture, Japan. Remote Sensing, 
16(17), 3164. https://doi.org/10.3390/rs16173164

・ Sun, J., He, H., Oguchi, T., Wei, Z., Zhao, S., Xu, Y., Meng, Y., & Tan, X. (2025). Geomorphologic mapping and 
analysis of fault activities along the northern margin of the Yanfan Basin, China. Geomorphology, 471, 109568. https://
doi.org/10.1016/j.geomorph.2024.109568

・ Tan, L., Xie, Y., Chen, C., Bagan, H., & Yoshida, T. (2024). Urbanization and land subsidence: Multi-decadal 
investigation combined SBAS-InSAR and multi-factors in Shanghai, China. Geocarto International, 39(1), 2391056. 
https://doi.org/10.1080/10106049.2024.2391056

・ Te, T., Bao, C., Bagan, H., Xie, Y., Che, M., Yoshida, T., & Uudus, B. (2024). Mapping seamless monthly XCO2 
in East Asia: Utilizing OCO-2 data and machine learning. International Journal of Applied Earth Observation and 
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Geoinformation, 133, 104117. https://doi.org/10.1016/j.jag.2024.104117
・ Wu, H., Ye, C., Pei, X., Oguchi, T., He, Z., Yang, H., & Huang, R. (2024). Incorporating Effects of Slope Units and 

Sliding Areas into Seismically Induced Landslide Risk Modeling in Tectonically Active Mountainous Areas. Remote 
Sensing, 16(18), 3517. https://doi.org/10.3390/rs16183517

・ Wu, Y., Shen, T., Li, Y., Kita, M., Yoshida, Y., Sho, K., Yuan, L., Yu, L., Jiang, R., & Long, Y. (2025). Exploring urban 
railway station-based attractiveness considering demographic-specific demands: Case study of Odakyu line, Japan. 
Cities, 158, 105620. https://doi.org/10.1016/j.cities.2024.105620

・ Yamasaki, J., Wakazuki, Y., Iizuka, S., Yoshida, T., Nitanai, R., Manabe, R., & Murayama, A. (2024). Microclimate 
Simulation for Future Urban District under SSP/RCP: Reflecting changes in building stocks and temperature rises. 
Urban Climate, 57, 102068. https://doi.org/10.1016/j.uclim.2024.102068

・ Yamauchi, H., Oguchi, T., Iizuka, K., Hayakawa, Y. S., & Seto, T. (2024). Evaluation of GIScience Exercise Using 
Online Educational Materials for Japanese University Students. The Professional Geographer, 76(4), 490–503. https://
doi.org/10.1080/00330124.2024.2341062

・ Yamauchi, H., Song, J., Oguchi, T., Ogura, T., & Iizuka, K. (2025). Evaluating Digital Map Utilization and 
Interpretation Skills of Students. ISPRS International Journal of Geo-Information, 14(2), 76. https://doi.org/10.3390/
ijgi14020076

・ Yao, Y., Liang, L., Zhang, Y., Wang, Y., Hu, Z., Fan, Y., Guan, Q., Jiang, R., & Shibasaki, R. (2025). Resilience Patterns 
of Multiscale Human Mobility Under Extreme Rainfall Events Using Massive Individual Trajectory Data. Annals of the 
American Association of Geographers, 115(3), 578–602. https://doi.org/10.1080/24694452.2024.2435927

・ Zhang, L., Bagan, H., Chen, C., & Yoshida, T. (2025). Exploring the impact of urban morphology on river cooling 
effects: A case study of the Arakawa river in Tokyo. Ecological Indicators, 172, 113288. https://doi.org/10.1016/
j.ecolind.2025.113288

・ Zhang, R., Zhang, L., Fang, Z., Oguchi, T., Merghadi, A., Fu, Z., Dong, A., & Dou, J. (2024). Interferometric Synthetic 
Aperture Radar (InSAR)-Based Absence Sampling for Machine-Learning-Based Landslide Susceptibility Mapping: 
The Three Gorges Reservoir Area, China. Remote Sensing, 16(13), 2394. https://doi.org/10.3390/rs16132394

【人文社会系】
・ Huang, J., Kwan, M.-P., Kan, Z., Kieu, M., Lee, J., Schwanen, T., & Yamada, I. (2024). Inter-relationships among 

individual views of COVID-19 control measures across multi-cultural contexts. Social Science & Medicine, 358, 117247. 
https://doi.org/10.1016/j.socscimed.2024.117247

・ Takahashi, T. (2024). The conflict between residents and tourists: On the variety-shifting effect of tourism growth. The 
Japanese Economic Review, 75(1), 121–145. https://doi.org/10.1007/s42973-021-00108-5

・ 高橋孝明 (2024) 輸送網の整備が都市の空間構造に及ぼす影響の研究：理論・実証分析と QSM 分析の展望 . 季刊 住宅土
地経済 132, 2-7.

【計算機・数学】
・ Bai, G., Cai, Z., Jiang, R., Song, X., & Zhao, L. (2024). Continuous Temporal Domain Generalization. Advances in 

Neural Information Processing Systems 37, 127987–128014. https://doi.org/10.52202/079017-4064
・ Chen, F., Zhang, Y., Qin, Z., Fan, L., Jiang, R., Liang, Y., Wen, Q., & Deng, S. (2024). Learning Multi-Pattern 

Normalities in the Frequency Domain for Efficient Time Series Anomaly Detection. 2024 IEEE 40th International 
Conference on Data Engineering (ICDE), 747–760. https://doi.org/10.1109/ICDE60146.2024.00047

・ Deng, J., Jiang, R., Zhang, J., & Song, X. (2024). Multi-Modality Spatio-Temporal Forecasting via Self-Supervised 

国際会議論文集
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Learning. Proceedings of the Thirty-Third International Joint Conference on Artificial Intelligence, 2018–2026. https://
doi.org/10.24963/ijcai.2024/223

・ Dong, Z., Jiang, R., Gao, H., Liu, H., Deng, J., Wen, Q., & Song, X. (2024). Heterogeneity-Informed Meta-Parameter 
Learning for Spatiotemporal Time Series Forecasting. Proceedings of the 30th ACM SIGKDD Conference on Knowledge 
Discovery and Data Mining, 631–641. https://doi.org/10.1145/3637528.3671961

・ Fan, Z., Jiang, R., Sezaki, K., Xu, X., & Yang, C. (2024). Taming the Long Tail in Human Mobility Prediction. Advances 
in Neural Information Processing Systems 37, 54748–54771. https://doi.org/10.52202/079017-1736

・ Gao, H., Jiang, R., Dong, Z., Deng, J., Ma, Y., & Song, X. (2024). Spatial-Temporal-Decoupled Masked Pre-training 
for Spatiotemporal Forecasting. Proceedings of the Thirty-Third International Joint Conference on Artificial Intelligence, 
3998–4006. https://doi.org/10.24963/ijcai.2024/442

・ Jiang, R., Koshizuka, N., Onizuka, M., Shibasaki, R., Wang, J., Wu, Z., Xiao, C., & Yang, C. (2024). Large Language 
Models as Urban Residents: An LLM Agent Framework for Personal Mobility Generation. Advances in Neural 
Information Processing Systems 37, 124547–124574. https://doi.org/10.52202/079017-3957

・ Murakami, D., & Yoshida, T. (2024). Estimating building-level SSPs through statistical downscaling: A case study in 
Japan. American Geophysical Union 2024, USA.

・ Tan, S., Li, D., Jiang, R., Zhang, Y. &amp; Okumura, M.. (2024). Community-Invariant Graph Contrastive Learning. 
Proceedings of the 41st International Conference on Machine Learning, in Proceedings of Machine Learning Research 
235:47579-47606 Available from https://proceedings.mlr.press/v235/tan24b.html.

・ Wang, Z., Li, D., Li, G., Zhang, Z., & Jiang, R. (2024). Multimodal Low-light Image Enhancement with Depth 
Information. Proceedings of the 32nd ACM International Conference on Multimedia, 4976–4985. https://doi.
org/10.1145/3664647.3680741

・ Yin, D., Deng, J., Ao, S., Li, Z., Xue, H., Prabowo, A., Jiang, R., Song, X., & Salim, F. (2024). Enhancing Spatio-
temporal Quantile Forecasting with Curriculum Learning: Lessons Learned. Proceedings of the 32nd ACM International 
Conference on Advances in Geographic Information Systems, 42–53. https://doi.org/10.1145/3678717.3691216

・ Yoshida, T., & Murakami, D. (2024). Spatial filtered regression for compositional data. The 10th International 
Workshop on Compositional Data Analysis, Spain.

・ Yoshida, T. (2024). Geographically weighted regression for compositional data. The 7th Internation Conference on 
Econometrics and Statistics, China.

・ Zheng, L., Cao, Y., Jiang, R., Taura, K., Shen, Y., Li, S., & Yoshikawa, M. (2024). Enhancing Privacy of Spatiotemporal 
Federated Learning Against Gradient Inversion Attacks. In M. Onizuka, J.-G. Lee, Y. Tong, C. Xiao, Y. Ishikawa, S. 
Amer-Yahia, H. V. Jagadish, & K. Lu (Eds.), Database Systems for Advanced Applications (Vol. 14850, pp. 457–473). 
Springer Nature Singapore. https://doi.org/10.1007/978-981-97-5552-3_31

【工学】
・ Arya, D., Omata, H., Maeda, H., & Sekimoto, Y. (2024). ORDDC’2024: State of the art Solutions for Optimized Road 

Damage Detection. 2024 IEEE International Conference on Big Data (BigData), 8430–8438. https://doi.org/10.1109/
BigData62323.2024.10825254

・ Atsumi, S., Ishioka, R., Tsubouchi, K., Nishiyama, Y., & Sezaki, K. (2024). Poster: Towards Estimating UV Index with 
a Smartphone Utilizing GNSS Signals as a Point Cloud. Proceedings of the 22nd Annual International Conference on 
Mobile Systems, Applications and Services, 626–627. https://doi.org/10.1145/3643832.3661391

・ Cai, M., Pang, Y., & Sekimoto, Y. (2024). Explainable Hierarchical Urban Representation Learning for Commuting 
Flow Prediction. Proceedings of the 32nd ACM International Conference on Advances in Geographic Information 
Systems, 573–576. https://doi.org/10.1145/3678717.3691273

・ Chintakindi, B. P., Ogawa, Y., Chen, S., & Sekimoto, Y. (2024). Revamping Building Extraction with Yolov8: A Multi-
Domain Assessment in Bangkok’s Diverse Land-Use-Types. IGARSS 2024 - 2024 IEEE International Geoscience and 
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Remote Sensing Symposium, 10053–10057. https://doi.org/10.1109/IGARSS53475.2024.10641251
・ Dong, X., Chen, Y., Nishiyama, Y., Sezaki, K., Wang, Y., Christofferson, K., & Mariakakis, A. (2024). ReHEarSSE: 

Recognizing Hidden-in-the-Ear Silently Spelled Expressions. Proceedings of the CHI Conference on Human Factors in 
Computing Systems, 1–16. https://doi.org/10.1145/3613904.3642095

・ Dwivedi, S. K., Arya, D., & Sekimoto, Y. (2024a). Enhanced Road Damage Detection with Federated Learning Across 
Diverse and Heterogeneous Global Datasets. Proceedings of the 32nd ACM International Conference on Advances in 
Geographic Information Systems, 711–712. https://doi.org/10.1145/3678717.3695758

・ Dwivedi, S. K., Arya, D., & Sekimoto, Y. (2024b). Road Damage Detection Across Borders: Federated Learning 
Insights from Japan, China, Norway and the USA. 2024 IEEE Smart World Congress (SWC), 1446–1452. https://doi.
org/10.1109/SWC62898.2024.00223

・ Fujino, A., Shirasawa, M., Hamm, A., Shibuya, Y., Takagi, H., & Sekimoto, Y. (2024). Exploring Community-led 
Participation with Civic Tech to Create New Community Ties: Potential and Challenges of an Eco- Activity Promotion 
Platform in Nagareyama, Japan. 2025 IIAS (International Institute of Administrative Sciences)-DARPG, India.

・ Garcia Gabilondo, S., Shibuya, Y., & Sekimoto, Yoshihide. (2024). Proximity-Based Urbanism from the Existing 
Businesses’ Perspective. AESOP Annual Congress 2024, France.

・ Gu, X., Taya, A., Nishiyama, Y., & Sezaki, K. (2024). Toward Detecting Maternity Neurosis by Using Passive Mobile 
Sensing: Preliminary Investigation. 2024 IEEE International Conference on E-Health Networking, Application & Services 
(HealthCom), 1–1. https://doi.org/10.1109/HealthCom60970.2024.10880785

・ Han, Z., Dong, X., Xu, L., Zhu, Z., Wang, E., Nishiyama, Y., & Sezaki, K. (2024). RideGuard: Micro-Mobility Steering 
Maneuver Prediction with Smartphones. 2024 IEEE 44th International Conference on Distributed Computing Systems 
(ICDCS), 1039–1049. https://doi.org/10.1109/ICDCS60910.2024.00100

・ Ito, M., Tsubouchi, K., Nishio, N., Shimosaka, M., Taya, A., Sezaki, K., & Nishiyama, Y. (2024). Investigating 
Acceptable Voice-based Notification Timings through Earable Devices: A Preliminary Field Study. Companion 
of the 2024 on ACM International Joint Conference on Pervasive and Ubiquitous Computing, 30–34. https://doi.
org/10.1145/3675094.3677579

・ Manandhar, D. (2024). Accuracy Analysis of UWB RTLS in Multipath Environment. International Technical Meeting 
of The Institute of Navigation, USA.

・ Manandhar, D., Shibasaki, R., & Ohira, W. (2024). UWB RTLS Development for Multipath Environment and Field 
Test Results. ION GNSS+ 2024, USA.

・ Liu, L., Garcia, S., Ma, J., Zeng, E., Li, W., Shibuya, Y., & Sekimoto, Y. (2024) Revealing The Spatiotemporal 
Evolutionary Characteristics, Influencing Factors And Mitigation Measures Of Carbon Emission In Tokyo. 2024 
Association of European Schools of  Planning(AESOP) Annual Congress, 1020.

・ Liu, Z., Pang, Y., & Sekimoto, Y. (2024). A Preliminary Study on Dynamic Urban Knowledge Graph Construction 
using Heterogeneous Spatio-temporal Data. 2024 IEEE International Conference on Big Data (BigData), 6834–6841. 
https://doi.org/10.1109/BigData62323.2024.10825457

・ Ma, J., Garcia, S., Torbjörnsson, C., Sun, C., Wu, Z., Shibuya, Y., & Sekimoto, Y. (2024). Socioeconomic Disparities in 
Heat Exposure and Mitigation Based on Human Mobility in India. Netmob Data Challenge 2024, 142-143.

・ Maruyama, J., Honma, Y., Nishiyama, Y., & Kawahara, Y. (2024). An Optimization Method for Indoor Trajectory 
Estimation from Spatially Sparse and Noisy Beacon Data. in Proceedings of the OHOW 2023 – The 2nd International 
Symposium on One Health, One World.

・ Peng, H., Taya, A., Nishiyama, Y., & Sezaki, K. (2024). Poster: Location Awareness in AED Retrieval: An Simulation-
Based Investigation. Proceedings of the 22nd Annual International Conference on Mobile Systems, Applications and 
Services, 646–647. https://doi.org/10.1145/3643832.3661401

・ Sun,C., Shibuya, Y. & Sekimoto, Y. (2024). New insights of gender and income segregation throughout activity 
space in Tokyo metropolitan area from Family life cycle stage perspective. 2024 Association of European Schools of  

37 CSIS Annual Report 2024



Planning(AESOP) Annual Congress, 510-511.
・ Sun,C., Shibuya, Y. & Sekimoto, Y. (2024). Exploration on how income segregation varies under different activity 

contexts in Tokyo 23 wards. 2024 International School and Conference on Network Science(NetSci 2024).
・ Sun,C., Shibuya, Y. & Sekimoto, Y. (2024). Generation gaps in activity space segregations: A case study of Tokyo 

metropolitan areas using human mobility GPS data. Netmob Data Challenge 2024, 44-45.
・ Wang, Z., Taya, A., Kato, T., Sezaki, K., & Nishiyama, Y. (2024). Toward Detecting Student-Athletes’ Condition Using 

Passive Mobile and Wearable Sensing. Companion of the 2024 on ACM International Joint Conference on Pervasive and 
Ubiquitous Computing, 51–55. https://doi.org/10.1145/3675094.3677583

・ Wu, Z., Nishiyama, Y., & Shibuya, Y. (2024). The Bidirectional Relationship between Emotional Change and Physical 
Movement Activities: An Analysis Using Propensity Score Matching Methods. 2024 IEEE International Conference on 
Big Data (BigData), 3095–3104. https://doi.org/10.1109/BigData62323.2024.10825918

・ Xu, L., Nishiyama, Y., Tsubouchi, K., & Sezaki, K. (2024). Deep Learning-Based Compressed Sensing for Mobile 
Device-Derived Sensor Data. Proceedings of the 33rd ACM International Conference on Information and Knowledge 
Management, 5023–5030. https://doi.org/10.1145/3627673.3680050

・ Yamada, I. (2024). Spatial variations in colocation of medical facilities: A case study in Tokyo, Japan. 35th International 
Geographical Congress, Ireland.

・ Yasuda, R., Shibasaki, R., Ogawa, Y., & Zhao, C. (2024). Tour analysis of semi-trailers transporting international 
maritime containers in Japan using ETC2.0 data. 10th International Conference on Transportation and Logistics (TLOG 
2024).

・ Zhang, K., Pang, Y., Zhang, Y., & Sekimoto, Y. (2024). MobGLM: A Large Language Model for Synthetic Human 
Mobility Generation. Proceedings of the 32nd ACM International Conference on Advances in Geographic Information 
Systems, 629–632. https://doi.org/10.1145/3678717.3691311

・ Zhang, Y., Zhang, K., Pang, Y., & Sekimoto, Y. (2024). Agentic Large Language Models for Generating Large-Scale 
Urban Daily Activity Patterns. 2024 IEEE International Conference on Big Data (BigData), 6815–6822. https://doi.
org/10.1109/BigData62323.2024.10825138

・ Zheng, H., Zhao, C., Ogawa, Y., Shibasaki, R., & Fujiwara, N. (2024). Mobility Patterns of Trailers Around 
International Container Terminals: A Case Study in Sendai Port, Japan. 2024 IEEE International Conference on Big 
Data (BigData), 6823–6833. https://doi.org/10.1109/BigData62323.2024.10825814

【環境・地球科学】
・ Garrett, A., Ginensky, K., Wang, X., Ahmed, H., Shen, J., Yoshida, T., Murayama, A., & Yang, P. (2024). Leveraging a 

Digital Twin Interface for Multimodal Transportation Resilience, Connectivity, and Equity—A Case Study of Toyosu, 
Tokyo. Energy Proceedings, 51, 11460. https://doi.org/10.46855/energy-proceedings-11460

・ Hirano, Y., Yoshida, T., Yamagata, Y., & Yoshida, Y. (2024). Energy Management Simulation for a Local Energy Supply 
System. Energy Proceedings, 53, 11512. https://doi.org/10.46855/energy-proceedings-11512

・ Iizuka, K., Nakata, Y., & Ishiyama, N. (2024). Assessing the Transferability of Forest Volume Estimation Models 
between Hokkaido and Kyoto Using Remote Sensing Data. 45th Asian Conference on Remote Sensing, ACRS 2024.

・ Murayama, A., Yamasaki, J., Yoshida, T., Nitanai, R., & Manabe, R. (2024). Participatory Urban Design Methodology 
for Climate Actions at the District Scale: Thermal Simulation and Carbon Mapping. The 33rd European Conference on 
Operational Research, Denmark.

・ Shen, J., Wang, X., Alorabi, A., Yoshida, T., Murayama, A., & Yang, P. (2024). Systems-level Methodology for 
Optimizing Urban Infrastructure Energy Resilience. Energy Proceedings, 50, 11419. https://doi.org/10.46855/energy-
proceedings-11419

・ Tsurumi, R., & Yoshida, T. (2024). The Impact of People Flow on Summer Energy Consumption in a Tokyo 
Office Building Using a State Space Model. Energy Proceedings, 51, 11464. https://doi.org/10.46855/energy-

38CSIS Annual Report 2024



研究教育活動

proceedings-11464
・ Tsutsumida, N., Yoshida, T., Murakami, D., Nakaya, T., & Comber, A. (2024). Spatial analysis of errors in fractional 

land cover classification. American Geophysical Union 2024, USA.
・ Yamasaki, J., Liu, Y., Iizuka, S., Yoshida, T., Nitanai, R., Manabe, R., & Murayama, A. (2024). Effects of District-

scale Adaptation Measures on Future Microclimates under Different Climate Change Scenarios. Asia Conference of 
International Building Performance Simulation Association 2024, Japan.

【計算機・数学】
・ 村上大輔 , 吉田崇紘 , 堤田成政 , 中谷友樹 . (2024). 高速で柔軟な非ガウス時空間可変パラメータモデルと R への実装 . 第

33 回 地理情報システム学会 学術研究発表大会 .
・ 堤田成政 , 吉田崇紘 , 村上大輔 , 中谷友樹 . (2024). 土地被覆ソフト分類における空間誤差評価手法の提案 . 第 33 回 地理

情報システム学会 学術研究発表大会 .
・ 吉田崇紘 , 村上大輔 , 堤田成政 . (2024). 空間予測のためのモラン固有ベクトルに基づく空間組成回帰モデル . 第 33 回 地

理情報システム学会 学術研究発表大会 .

【工学】
・ 足立 陽紀, Pang, Y., 関本義秀. (2024). 実データと擬似データの比較による 高精度な人流シミュレーションモデルの改善. 

第 33 回 地理情報システム学会 学術研究発表大会 .
・ 陳 聖隆 , 小川芳樹 , 関本義秀 . (2024a). 変化検知に基づく単眼空中写真を用いた建物フットプリント更新手法の試み . 第

33 回 地理情報システム学会 学術研究発表大会 .
・ 陳 聖隆 , 小川芳樹 , 関本義秀 . (2024b). 変化検知に基づく単眼空中写真を用いた建物フットプリント更新手法の試み . 

CSIS DAYS 2024.
・ Dwivedi, S. K., Arya, D., & Sekimoto, Y. (2024a). Federal Learning for Improved Road Damage Detection Across 

Diverse Geograpphies. CSIS DAYS 2024.
・ Dwivedi, S. K., Arya, D., & Sekimoto, Y. (2024b). Heterogeneous Datasets-based Federated Learning for Global Road 

Damage Detection. 第 33 回 地理情報システム学会 学術研究発表大会 .
・ 藤原 直哉 , 鄭慧萱 , 趙琛渤 , 小川芳樹 , 柴崎隆一 . (2024). 仙台港湾部における国際海上コンテナ用セミトレーラのモビリ

ティ分析 . 第 70 回土木計画学会・秋大会 .
・ 顧 修聞 , 田谷昭仁 , 西山勇毅 , 瀬崎薫 . (2024). パッシブモバイルセンシングを用いた育児ノイローゼの検知に向けた基礎

的調査 . 研究報告 情報処理学会 ユビキタスコンピューティングシステム（UBI）研究会 .
・ 細沼 恵里 , 山崎託 , 三好匠 , 田谷昭仁 , 西山勇毅 , 瀬崎薫 . (2024). 生成型画像伝送手法におけるエッジ抽出を用いた構図

情報の再現性向上 . 電子情報通信学会ソサイエティ大会 .
・ 伊藤 愛香 , 坪内孝太 , 西尾信彦 , 下坂正倫 , 田谷昭仁 , 瀬崎薫 , 西山勇毅 . (2024). 常時装着型イヤラブルデバイス利用環

境における音声通知タイミング最適化に向けた基礎検討 . 研究報告 情報処理学会 ユビキタスコンピューティングシステ
ム（UBI）研究会 .

・ 鹿野 英明 , 小川芳樹 , ジュスヒョン , 関本義秀 . (2024). グラフニューラルネットワークを用いたサプライチェーンにおけ
る中核企業の識別—日本全国の企業間取引データへの適用—. 第 33 回 地理情報システム学会 学術研究発表大会 .

・ Liu, L., Ma, J., Pang, Y., Shibuya, Y., & Sekimoto, Y. (2024). Exploring Consumer Behavior in Tokyo based on Mobility 
Data: Development of a New Shopping Center. 第 33 回 地理情報システム学会 学術研究発表大会 .

・ Liu, Z., Pang, Y., & Sekimoto, Y. (2024). Construct spatio-temporal urban knowledge graph for variety urban mobility 
tasks. CSIS DAYS 2024.

・ 中村 仁哉 , 田谷昭仁 , 瀬崎薫 , 西山勇毅 . (2025). 日常行動センサデータを用いた運動改善のための目標設定支援にむけて . 

国内会議他
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研究報告 情報処理学会 ヒューマンコンピュータインタラクション（HCI）研究会（2025-HCI-211 (41)）.
・ 佐々木 智英 , 松島隆一 , 南野晶彦 , 岩崎秀司 , 関本義秀 . (2024). 地域デジタル協議会 〜地域デジタルツインを活用したデ

ジタル版 BID の構築に向けた取り組み〜 . 第 33 回 地理情報システム学会 学術研究発表大会 .
・ Tang, G., Ogawa, Y., Zhao, C., & Sekimoto, Y. (2024). Evaluating Industry-Specific Changes in freight vehicle travel 

with COVID-19: A Comprehensive Study Utilizing ETC2.0 data and POI Data. 第 33 回 地理情報システム学会 学術研
究発表大会 .

・ 田谷 昭仁 , 西山勇毅 , 瀬崎薫 . (2024). 関数空間における交互方向乗数法を用いた知識蒸留による分散型連合学習 . 電子情
報通信学会 RISING2024 研究会 .

・ 山田 育穂, 貞広幸雄, 長谷川大輔, 岩井優祈, 浅見泰司. (2025). 東京23区におけるスタートアップの事業分野別空間分布. 
2025 年日本地理学会春季学術大会 .

・ Yang, D., Zhao, C., Ogawa, Y., Oki, T., & Sekimoto, Y. (2024). Evaluating the Gender and Age Differences in the 
Subjective Perceptions of Streetscapes. 第 33 回 地理情報システム学会 学術研究発表大会 .

【環境・地球科学】
・ 平野勇二郎 , 吉田崇紘 , 山形与志樹 , 吉岡剛 , 磯崎恭一郎 , 安達健一 , 吉田友紀子 . (2024). エリアエネルギーマネジメン

トシステム開発に向けた地域エネルギー計画・評価のケーススタディ . 第 43 回エネルギー・資源学会研究発表会 .
・ 平野勇二郎 , 大橋唯太 , 吉岡剛 , 吉田友紀子 , 井原智彦 , 吉田崇紘 , 鳴海大典 . (2024). 地域内での電力需給バランスを踏

まえた風力発電の利活用ポテンシャル評価 . 土木学会第 52 回環境システム研究論文発表会 .
・ 鶴見隆太 , 吉田崇紘 . (2024). 国内の主要な CO2 排出源の空間分布：温室効果ガス排出量算定・報告・公表制度の公開情

報を用いた空間分析 . 第 33 回 地理情報システム学会 学術研究発表大会 .
・ 矢澤優理子 , 鈴木誠 . (2024). NPO 法人あらかわ学会による東京都足立区の「里帰り桜」に関する調査結果報告 . ランド

スケープ技術報告集 , 3.

【臨床医学】
・ 荒井一光 , 鎌田真光 , 吉田崇紘 , 山田育穂 , 樋野公宏 . (2024). 120 万人のスマートフォンアプリ利用者を対象とした歩数

の大規模記述疫学〜自治体間格差に着目した分析〜 . 第 26 回日本運動疫学会学術総会 .

【工学】
・ Ogawa, Y., & Sekimoto, Y. (2024). Study on Improved and Advanced Urban Information Data for Implementation into 

Social Science Simulations of Earthquakes. In M. Hori, Application of High-Performance Computing to Earthquake-
Related Problems (pp. 577–625). WORLD SCIENTIFIC (EUROPE). https://doi.org/10.1142/9781800614635_0010

【環境・地球科学】
・ Yamagata, Y., Murakami, D., Seya, H., & Yoshida, T. (2024). High-Resolution Remote Sensing and Visibility Analysis 

Method for Smart Environment Design. In P. S. Thenkabail, Remote Sensing Handbook, Volume VI (2nd ed., pp. 362–
378). CRC Press. https://doi.org/10.1201/9781003541417-17

書籍
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受賞者 賞の名称 授与団体 年月 受賞対象となった研究課題名等

荒井 一光 , 鎌田 真光 , 吉田 崇紘 , 
山田 育穂 , 樋野 公宏 最優秀演題賞 第 26 回日本運動疫学会

学術総会 2024.6
120 万人のスマートフォンアプリ利
用者を対象とした歩数の大規模記述
疫学～自治体間格差に着目した分析
～

厚⾒ 昴 山下記念研究賞 情報処理学会 2024.7
GNSS 衛星ごとの信号情報に対する
点群ニューラルネットワークを用い
た UV インデックス推定

栗栖 大輔 第 38 回日本統計学会
小川研究奨励賞 日本統計学会 2024.9 空間データのノンパラメトリック分

析
Manaka Ito, Kota Tsubouchi, 
Nobuhiko Nishio, Masamichi 
Shimosaka, Akihito Taya, Kaoru 
Sezaki, Yuuki Nishiyama

Best Poster Award ACM UbiComp 2024 2024.10
Investigating Acceptable Voice-
based Notipcation Timings through 
Earable Devices: A Preliminary 
Field Study

Zhenbo Wang, Akihito Taya, 
Takaaki Kato, Kaoru Sezaki, 
Yuuki Nishiyama

Best Poster Award ACM UbiComp 2024 2024.10
Toward Detecting Student-
Athletes' Condition Using Passive 
Mobile and Wearable Sensing

秋山 祐樹 , 飯塚 浩太郎 , 
山内 啓之 , 杉田 暁 ポスターセッション賞 地理情報システム学会 2024.10

ドローンで撮影した画像から生成し
たバーチャルリアリティ（VR）空
間を用いた空き家現地調査の効率化
の検討

Deeksha Arya The Rising Star award Asian Deans' Forum 2024.11 Global Road Damage Detection

Zhang Yurong

Best Presentation award 
in the special session 
“Synergizing Mobility 
Data for Creating and 
Discovering Valuable 
Places”

IEEE BigData 2024 2024.12
Agentic Large Language Models 
for Generating Large-Scale Urban 
Daily Activity Patterns

受賞

氏名 論文題目 指導教員

顧 修聞 産後うつ病スクリーニングのためのパッシブモバイルセンシング 瀬崎 薫

厚⾒ 昴 照度センサを用いた較正と深層学習による GNSS 信号に基づく紫外線量推定 瀬崎 薫

Pierre Michel 
Daniel FERRY

From Paris to beyond: Simulating residential refueling behaviours from a French gas shortage and its 
implications for Japan 関本 義秀

廖 凌楓 A Generative Framework using a Multi-dimensional Procedure for E⒏cient Modeling of Vast 3D building 関本 義秀

唐 国铖 Evaluating Industry-Specipc Changes in Freight Vehicle data : A Comprehensive Study Utilizing ETC 2.0 Data 
and POI Data 関本 義秀

張 育榕 Agentic Large Language Models for Generating Large-Scale Urban Daily Activities 関本 義秀

中山 祥汰 首都圏における住宅細分化の研究 高橋 孝明

中尾 友 地方都市における都市アメニティの経年的変化の研究 高橋 孝明

兪 博云 Development and validation of the Japan High-Resolution Landslide Dataset: Integrating remote sensing and 
deep learning 小口 高

中川 安乃 近年の被災経験が少ない地域における高校生の防災意識とその要因 小口 高

中西 奏太 弧状列島地域の海岸線変動とその要因に関する分析 小口 高

伊藤 愛香 モバイルセンシングを活用したイヤラブルデバイス向け音声通知のタイミング最適化 西山 勇毅

王 振博 パッシブモバイルセンシングを用いた学生アスリートの心身状態検知 西山 勇毅

修士論文

研究教育活動
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氏名 論文題目 指導教員

大塚 理恵子 通勤交通の混雑マネジメントに向けた交通ビッグデータの実務活用に関する研究 瀬崎 薫

徐 立強 Deep Learning-Based Compressed Sensing for Multimodal Mobile Sensor Data 瀬崎 薫

細沼 恵里 狭帯域通信技術を活用したシステムの研究 瀬崎 薫

徐 小航 Robust Graph Learning for Human Mobility Prediction 瀬崎 薫

蔡 铭飞 Large-scale Human Mobility Prediction through Graph Representation Learning 関本 義秀

趙 琛渤 Deep Fusion Models for Urban Landscape Evaluation Using Street View Imagery 関本 義秀

馬 其琦 Distribution and analysis of glaciers and rock glaciers in the Pamirs based on remote sensing 小口 高

張 瑞琪 Susceptibility analysis of slow-moving landslides using InSAR technology and machine learning methods 小口 高

博士論文

タイトル

地方都市の人口減少を背景とした将来の集約型都市構造のあり方に関する研究
土地のロットサイズがもたらす都市の長期成長効果
太陽光発電施設の立地の変化に関する研究
ジオタグ付きツイートに基づく地域名称の空間的イメージに関する研究
気候変動適応を目的とした空間計画ガイドラインの作成
生態系を活用した防災・減災のための土地利用のシナリオ開発
都市住人の消費アクセスの定量化：数量空間経済学アプローチ
医療データと地理空間データを統合した患者動態の可視化に基づく医療サービスの評価
A Study on Private Proximity Query
モバイルビッグデータを活用した新型コロナウイルスの影響分析
ミクロな空間情報を活用した建物単位のミクロな人口統計の開発
人工知能を活用した建物外観と空間データに基づく各種建物属性の推定技術の研究
人流データを用いたコミュニティ検出手法の研究
新型コロナウィルス感染症の時空間的予測モデルの研究
都市形態指標に基づく近隣レベルにおける環境変化分析

「観測ビッグデータ同化」による大地震時のリアルタイム避難者分布推定技術の開発に関する研究
ミクロ土地利用の更新および相互作用メカニズムについての研究
限界的家賃を用いた帰属家賃変化率の推計
地球科学分野の高等教育における効果的なオンライン学修環境構築に関する研究
経年建物 GIS データを用いた構造物と物質動態の時空間分析
建築廃棄物の推計に関する研究
Twitter データを用いた建築・都市における混雑度推定に関する研究
保育所選択行動モデルの構築とその応用に関する研究
木造住宅密集地域の魅力分析に関する研究
ミクロな空間情報を活用した自然災害における損害費用に基づく被害推定
居住者の歩行量と近隣の目的施設間距離との関係分析
Destruction of a City and Path Dependency: Quantifying the Urban Dynamics and Sorting
デジタル電話帳を活用した COVID-19 が与えた業種・地域ごとの影響分析
空港騒音に対する諸補助制度の影響分析
地方圏の人口分布変動に関する地理学的研究
不動産登記簿情報と各種空間情報を活用した都市の持続再生力の評価方法の開発
名刺交換ネットワークで把握するコミュニケーションを通じた集積の経済の検証
水害リスク情報および浸水被害が不動産価格に与える影響分析
台風による住家屋根被害予測システムの構築

課題

研究教育活動／共同利用・共同研究
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共同利用・共同研究

タイトル

空間ビッグデータを活用した将来の汚水処理システムの持続可能性に関する研究
不動産市場の流動性に関する実証分析
中山間地域を後背地に抱えた在郷町における近現代の集落空間変容過程
トラックＧ PS データを利用した政府統計の改善
Understanding Welfare Di⒎erences across Cities in the World
浸水想定地区における開発動向とその対応策に関する研究
大規模人流データを用いた時空間内挿技術の開発
立地適正化計画の居住誘導区域外における生活利便性とその変化に関する研究ー生活に使用する交通手段や住民の生活意識からー
社宅という視点からみたバブル経済崩壊後の都市空間の変化
福島原発事故被災地における土地利用変化の可視化
居住誘導の計画立案に資する「住環境得点」の開発
日本の都市構造と公共交通：21 世紀になってからの変化
観光行動を誘発できる適切な情報配信タイミングの把握に向けた基礎研究
人口減少期の大都市地域における空き家予防対策に資する地理学的研究
Living in a Ghost Town: The Geography of Aging and Depopulation
開発途上国における衛星画像を用いた深層学習によるマイクロ人口統計の実現
デジタル電話帳を活用した都市空間の時系列変遷の詳細な把握手法の研究
中心市街地の多様性と賑わいの関係に関する研究
都市集積と地域経済圏の同定
人流データ分析による都市環境の変遷に伴う人間行動変容の解明
東京都市圏における歩行傾向指標と小売業店舗集積の関係
移動履歴データに基づく地域分類手法の開発
メッシュデータを利用した将来建物更新およびエネルギー需要モデルの開発
Infectious Disease Modelling Informed by Spatial and Social Settings Data
都市部の住商工混合地域における空間生成メカニズムの解明
居住地の環境特性と緑地への訪問パターンの統合的解析：社会格差の問題に対応する空間計画に向けて
縮退都市の空き不動産に関する研究
子育て世帯の居住動向と生活行動の解明
駅周辺地域における災害時の安全確保に着目した空間特性分析
最寄り鉄道駅の利便性と居住者の歩数との関係
集約的シンボリックデータの不動産データへの適用
世帯類型を考慮した世帯単位の人口分布予測シミュレーションに関する研究
資源循環型社会構築に向けたアルミニウム資源のアップグレードリサイクル技術開発
大阪府における建物用途情報を考慮した災害リスク削減に関する研究
大都市ニューターンの空間緊縮変遷メカニズム：日中都市比較研究
京都市西陣地区における町家と路地の存在が景観評価に及ぼす影響
近年の災害被災地における産業用仮設施設の公的整備に関する実態調査
都市のスポンジ化を考慮した既成市街地の動的な画定方法の構築と市街地縮退の評価
病児保育施設および子ども食堂へのアクセスに関する研究
学校教育の質が地価に与える影響
医療施設へのアクセシビリティーと健康指標：日本の高齢者を対象にした研究
人の流れデータを用いたトリップ特性に関する国際比較の研究
中心市街地の商業集積状況に関する地理学的研究
治安の評価と予測の適正化に関する研究
疑似人流データを用いた人々の移動パターンと地域の役割の分析
地方部における少子高齢化と介護施設の設置に関する研究
人の流れから都市の姿を描く
災害後の復興
地方都市の商業集積に対する多様性評価モデルの適応可能性：地域商店街活性化法の効果検証
ミクロスケールの空間・統計データを利用した都市・地域問題に関する研究
広域災害発生時の救援活動拠点・避難所の配置及びその運営に関する研究
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タイトル

エスニックアイデンティティに基づいた地域再生に関する研究
スマートフォン時代の中心市街地における店舗立地の時空間的変遷に関する分析
位置情報ビッグデータを活用した人の移動パターンと都市施設・土地利用・交通網の関係性の分析
グルメレビューサイトの都市分析への応用の試み
企業情報を用いた集積の経済の分析
東京都市圏における交通要因の大卒ジェントリフィケーションに関する因果効果の検証
我が国における x-minute city 概念の適用可能性に関する研究
金沢都市圏における施設・店舗の立地および名称の空間分布の分析
外部性をもたらす住宅の経済分析
地方部の温泉街における持続可能な二地域居住モデルの開発とそれによる地域再生に向けた都市デザインのあり方
共有型自動運転システムの最適な運用とインフラ計画のための理論モデル構築と事例分析
空き家予備軍の地理的分布に関する研究
世界を対象とした年齢階層別グリッド人口の推計
中山間地域における適切な公共交通再編に向けたあり方に関する研究
東京 23 区における商業集積地区の形成と変遷に関する研究
介護事業所の立地動態と潜在ニーズの分布の時系列的変化
密集市街地の境界線付近における地震リスクの軽減と地価の関係
人流異常検知に基づく土地分析
貨物車の運行実態把握に関する研究
用途別の建物面積に基づく地区別エネルギー需要の推計
商店街から周辺の住宅地に滲出した商業機能の雑多性について
土砂災害［特別］警戒区域指定による居住継続意思への影響評価
都市の非日常イベントにおける物理的空間構造とイベント空間分布の相互作用
データ融合による観光関連政策の評価
過疎地域における都市アメニティの経年的変化の研究
戦術的な都市政策に対応したデータ分析―中心市街地飲食店の開廃業分析を例に―
浸水リスク地域内の曝露人口および建築物の増減の実態
制約付き最適化と機械学習技術に基づく縮尺を考慮に入れた地図の総描技法
大規模水害時の域内避難における避難所としての民間施設の利用可能性
東京の鉄道システムにおける経済効果
宅地の細分化とその要因の分析
郊外住宅団地における非住居系施設の時系列変化
モビリティとアクセシビリティ の評価とギャップ解明：地域別要因の分析
地方都市における空き家の発生動態と所有者・利用者の意向にみる利活用の可能性：宇治市におけるケーススタディ
疑似データ生成モデルの研究
複雑系科学の手法を用いた店舗・施設の空間分布の解析
都市のアメニティとイノベーション
岩手県大船渡市の差し込み型防災集団移転促進事業における地域特性の影響
近隣環境と高齢者の健康の関連解析
ETC2.0 を用いた大型貨物車両のツアー分析
社会的隔離の緩和における公共交通機関の役割
筑波研究学園都市における公務員宿舎廃止地区の社会変化  －地域コミュニティ，地域ニーズの変化に着目して－
新たな防犯活動としての 「ながら⾒守り」の実態と評価
日本における農村犯罪学の創成に向けた萌芽研究：窃盗犯を事例とする実態分析
GPS 推定データを用いた社会的接触の実態把握と交流可能性の評価
若年層におけるサイバー・フィジカル空間のソーシャルサポートを規定する近隣環境要因の探索
福島復興を再考する─浜通り地域の飲食店事業者の語りから─
第二次世界大戦世界大戦の人的資本への長期的影響に関する研究
低密度居住地域における外部空間の利用と風景に関する研究
暴力団の存在が周辺地域に与える影響についての研究
空き家の維持管理状況が地震被害に及ぼす影響に関する研究
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共同利用・共同研究

タイトル

深層学習と GIS による屋根上太陽光パネルの識別
アクティビティスペース論に基づくアーバンレジリエンスの研究
三次元地理上ほうとメタバースプラットフォームを用いたアクティビティラーニング型地誌学習モデルの提案
2024 年能登半島地震による建物の被害状況の可視化と今後の地域復興に関する研究
デジタルツインにおけるデジタルインクルージョン：多様な人間の行動パターンの評価とシミュレーション
建築物ストック動態を考慮した建築物エネルギー需要分析
近隣の自然環境の利用状況及び水害リスクと居住者の健康状態との関連
女性の賃貸住宅選びにおける選好の違いとその賃貸価格への影響に関する研究
COVID-19 感染症が住宅賃貸市場に与えた影響について実証的分析
マルチスケール住環境と建物改善行動変容の相互影響 GeoAI モデル
高精細地表データを用いた斜面崩壊地と植生の分析
都市臨海部における臨港地区・港湾計画・土地利用の実態に関する調査
長崎県の斜面住宅密集地における空間的問題と持続可能性に関する研究
女性の夜間動線の時空間分布と防犯性評価
公園来訪者と環境とのインタラクション把握におけるクラウドソース街路写真の有効性
モビリティデジタルツインの共通シミュレーションパッケージの設計と開発
宇和島市、愛南町の事前復興にむけた調査
GPS データを用いた様々な道路・交通状況の下での自転車の走行速度・移動特性に関する分析
民泊の外部効果：札幌市における検証
大型商業施設と個別商業店舗の立地からみる商業機能の集積と分散
人流データに基づく都市拠点における徒歩圏の広がりの計測と経済的・社会的価値への影響評価
時空間データに対するアンサンブル予測手法の開発
集団のアクセシビリティ指標確立の手法的研究
人流データを用いた少子化対策研究
近隣地域への観光プロセス分析
都市再生安全確保計画への参画主体の期待と運用に関する研究
パンデミック後のライフスタイルの変化：人口密度データによる実証研究
土木・都市環境の判読を題材とした人流データ利用の高校生・大学生向け授業設計と評価
建物レベルの炭素排出量推定手法に関する研究
パネルデータを用いた都市経済モデルの適合性の検証
日本全国の緑地面積の変遷
世代ごとの居住地選択における家族の地理的広がり
地方自治体における産官学の空間データを活用した空き家分布推定手法の研究
商業店舗のアクセシビリティを考慮した事業所の立地傾向
群馬都市圏における人の流れデータを用いた大型商業施設の商圏分析
連続立体交差事業が駅周辺の人口変動に与える因果効果の統計的推論
市町村合併と地域内格差
パーソントリップ調査データがないエリアにおける行動推定
移動軌跡生成 AI の開発
地域住民の寛容性を構成する要素とその醸成要因に関する研究
人の流れに着目したイベント発生時の行動変容
東海道新幹線沿線駅の魅力分析：データを活用した属性別需要の考察
属性と生活行動様式の関連に関する研究
持続可能なまちづくりのための地域共創型リビングラボでの行動変容研究
Active travel 実践に資する記述的研究
孤立・孤独予防に資する近隣社会環境の多様性の可視化による戦略的プレイスメイキング
居住地と勤務地周辺及び最寄駅周辺の建造環境と歩数の関係性についての研究
浸水頻度を踏まえた事前防災対策の有効性や社会的費用に関する研究
介護予防活動の認知・参加に関わる要因の検討
人口動態予測のための基盤情報整備・時空間クラスタリング
日常空間の構造変化
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タイトル

統計的ダウンスケーリングによる建物・街区レベルの社会経済・環境シナリオの推計
人流データを用いた公園再編の評価手法に関する研究
新宿駅における移動利便性の現状とその向上に資する施策に関する研究　～健常者・身障者の視点に注目して～
京都市における宿泊施設がもたらす地域の変容に関する研究
日本食レストランの空間分布から⾒る東京 23 区内のフードダイバーシティ対応の実態
点・線・面で表現される地理空間情報の空間 ID への関連付けに関する基礎的研究
行動履歴と地域特性に基づく熱中症リスクの評価
コンパクトシティの外縁部における縮退市街地の多面的評価に関する研究
街路空間再配分が周辺の土地利用に与える波及効果に関する分析：時系列データによる実証研究
大多喜町の景観形成地区を対象とした建造物等の修景状況に基づく歴史的町並み景観の評価
地域の歩行者の選好の理解 : 実際の人流データを用いた経路選択モデル - 東京における事例研究
都市アメニティの便益評価
高齢化と固定資産税のありかた
路地空間を有する街における建て替えと敷地分割・統合の変遷に関する研究
令和 6 年能登半島地震の被災地における被災集落・市街地部における営みの持続性の検証
都市緑地空間へのアクセシビリティ評価に関する社会経済学的分析
都市の階層性の統計的分析手法の開発ー商業施設の分析を通してー
暫定利用の土地利用に着目した都市の将来像予測
岩手県の漁村における震災の被害と復興
東日本大震災からの復興による復興期別の建築動向に関する研究 ー陸前高田市と大槌町を事例としてー
スマート街灯データの都市防災計画への応用可能性に関する考察
東日本大震災後の復興事業に伴う空間変容・居住地変容実態の検証
居住候補駅における相場評価システムの実装
運動強度と運動快適性を考慮したランニングルート推薦システムの提案と評価
グリーン・ジェントリフィケーションによる緑地資源の公平性および住民の行動への影響：東南アジア大都市に着目して
豪雨水害からの避難タイミングの最適化に関する研究
がけが住宅市場に与える影響について
ワンルーム条例が周辺地域に与える影響について～川口市を事例として～
保育施設の立地の変遷についての研究

「居心地が良く歩きたくなる」まちなかづくりが与える影響について
ドローン配送サービス社会実装による物流効率化の効果検証
市街地拡大の要因とその変遷
バスネットワーク拠点としてのバスターミナルの中心市街地における役割に関する研究
小地区を単位とした将来人口推計のための住宅パネルデータベースの構築
シェア型マイクロモビリティサービスの効率的・効果的な導入・運用に関する研究
東京都心区における滞在人口属性の性年代の多様度に関する考察
日常行動データを用いた運動改善のための目標設定支援
羽田空港新飛行経路の運用開始が東京都心の不動産価値に与えた負の因果関係の統計的推論
地域別平均歩数とウォーカビリティ施策の関係
都市の気候変動と空間構造
持続可能性トランスフォーメーションに関する実事例の評価に適した概念モデルの構築と災害復興事例の評価への適合性に関する検討
ポイント型人流データを活用した都市災害リスクの時空間分析
自治体主導で行う水害対策に関する研究
物的環境が子供の移動自由性に及ぼす影響評価
移動販売の訪問拠点の立地特性と顧客の購買行動に関する分析
移動軌跡データを用いた高度な行動解析に向けた頑健な処理技術に関する研究
宿泊施設を中心とした観光客の空間行動様態のモデル化
日本の主要大都市域における災害リスク増加型開発トレンドに関する研究
公園整備が周辺の社会経済指標に与える因果効果の統計的推論
地域振興政策の経済効果推定
分布値結果変数を利用可能とする拡張された回帰不連続デザイン手法の開発
生活利便施設へのアクセシビリティと well-being ( 主観的幸福感 ) の関係
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共同利用・共同研究

査読付き論文
【物理学】
・ Du, Y., Aoki, T., & Fujiwara, N. (2024). Unveiling realistic mobility patterns with home–origin–destination data 

aggregation. The European Physical Journal Plus, 139(5), 403. https://doi.org/10.1140/epjp/s13360-024-05142-x

【工学】
・ Maneepong, K., Yamanotera, R., Akiyama, Y., Miyazaki, H., Miyazawa, S., & Akiyama, C. M. (2024). Open Data-

Driven 3D Building Models for Micro-Population Mapping in a Data-Limited Setting. Remote Sensing, 16(21), 3922. 
https://doi.org/10.3390/rs16213922

・ Maneepong, K., Yamanotera, R., Akiyama, Y., Miyazaki, H., Miyazawa, S., & Akiyama, C. M. (2025). Towards High-
Resolution Population Mapping: Leveraging Open Data, Remote Sensing, and AI for Geospatial Analysis in Developing 
Country Cities—A Case Study of Bangkok. Remote Sensing, 17(7), 1204. https://doi.org/10.3390/rs17071204

・ Takahashi, S., Kokubun, R., Nishimura, S., Misue, K., & Arikawa, M. (2024). Interactive Optimization for Cartographic 
Aggregation of Building Features. Computer Graphics Forum, 43(3), e15090. https://doi.org/10.1111/cgf.15090

・ Usui, H. (2024). Densely inhabited districts in consideration of 3D morphological urban areas. Sustainable Cities and 
Society, 115, 105668. https://doi.org/10.1016/j.scs.2024.105668

・ Usui, H. (2025). Morphological dynamics of cost-efficient urban areas: Expansion and shrinkage in greater Tokyo from 
2003 to 2020. Cities, 157, 105468. https://doi.org/10.1016/j.cities.2024.105468

・ 秋山祐樹 , 冨田健人 , 水谷昂太郎 , 馬塲弘樹 . (2024). 自治体保有データと機械学習を活用した非空き家住宅の特定による
空き家現地調査の負担軽減方法の提案 . GIS- 理論と応用 , 32(1), 13–24. https://doi.org/10.5638/thagis.32.13

・ 薄井宏行 . (2024). 直線距離と道路距離に基づく東京 23 区の消防活動困難区域とその変化 . 都市計画論文集 , 59(3), 523–
530. https://doi.org/10.11361/journalcpij.59.523

・ 忽那直哉 , 小沢啓太郎 , 田村将太 , 田中貴宏 , 松尾薫 . (2024). 広島都心部を対象とした夏季における歩行者の日陰選択傾
向に関する研究 . 日本建築学会技術報告集 , 30(76), 1524–1529. https://doi.org/10.3130/aijt.30.1524

・ 香嶋愛美 , 雨宮護 , 樋野公宏 . (2024). 時空間データにみる新たな地域防犯活動としての「ながら見守り」の特性 . 都市計
画論文集 , 59(3), 547–554. https://doi.org/10.11361/journalcpij.59.547

・ 坂橋康太 , 松行美帆子 . (2024). 関東地方における建物データを用いた洪水浸水想定区域における建物の建築動向に関す
る研究 . 都市計画論文集 , 59(3), 1493–1500. https://doi.org/10.11361/journalcpij.59.1493

・ 佐藤真希 , 松行美帆子 . (2024). 我が国の地方都市における居住と都市サービス施設の近接性の成立状況と立地適正化計
画の効果についての研究 . 都市計画論文集 , 59(3), 1256–1263. https://doi.org/10.11361/journalcpij.59.1256

・ 重松大輝 , 山本友樹 , 小沢啓太郎 , 田村将太 , 田中貴宏 . (2024). 地方中都市における商業施設の利用圏に関する研究 . 日
本建築学会技術報告集 , 30(75), 956–961. https://doi.org/10.3130/aijt.30.956

・ 杉本晴太 , 忽那直哉 , 田村将太 , 横山真 , 松尾薫 , 田中貴宏 . (2024). 将来の気候変動を考慮した都市緑地の熱環境改善効
果に関する研究 . 都市計画論文集 , 59(3), 1123–1130. https://doi.org/10.11361/journalcpij.59.1123

・ 高橋成雄 , 國分稜生 , 西村憲 , 三末和男 , 有川正俊 . (2024). 対話的最適化を用いた地図情報の抽象化：集約操作の事例研究 . 
可視化情報学会誌 , 44(171), 13–18. https://doi.org/10.3154/jvs.44.171_13

・ 竹内真雄 , 嚴先鏞 , 鈴木勉 . (2024). 東京区部における業種構成・滞在パターンに基づく商業集積地の類型化と滞在移動特
性の分析 . 都市計画論文集 , 59(3), 555–562. https://doi.org/10.11361/journalcpij.59.555

・ 竹内真雄 , 早坂遼 , 嚴先鏞 , 鈴木勉 . (2024). 東京区部における gps データに基づく街区レベル発生集中・滞在移動特性と
建物用途構成 . 都市計画論文集 , 59(2), 177–188. https://doi.org/10.11361/journalcpij.59.177

・ 土屋泰樹 , 堀田裕弘 . (2024). 民間グルメ情報サイトの飲食店情報と経済センサスとの空間的比較 . 日本建築学会計画系論
文集 , 89(823), 1672–1679. https://doi.org/10.3130/aija.89.1672

研究業績
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・ 飛松涼太 , 嚴先鏞 , 鈴木勉 . (2024). 小地域人口の年齢構成類型とその遷移から見た安定性分析 . 都市計画論文集 , 59(3), 
1232–1239. https://doi.org/10.11361/journalcpij.59.1232

・ 長谷川大輔 , 嚴先鏞 . (2024). 大規模人流データを活用した駅徒歩圏の広がりと分布の計測 . 都市計画論文集 , 59(3), 
1217–1223. https://doi.org/10.11361/journalcpij.59.1217

・ 細川莉来 , 永田聡太 , 白川博章 , 谷川寛樹 . (2024). 洪水ハザードエリアにおける建設資材ストック・フローの時空間分析 . 
土木学会論文集 , 80(26). https://doi.org/10.2208/jscejj.24-26023

・ 山内瑞樹, 四井早紀, 田村将太, 大津山堅介, 廣井悠. (2024). 様々な曝露量評価を考慮した総合的土砂災害対策手法の提案. 
都市計画論文集 , 59(3), 948–955. https://doi.org/10.11361/journalcpij.59.948

・ 山口行介 , 饗庭伸 . (2024). 通所系・訪問系介護事業所の立地地域の時系列的変遷 . 都市計画論文集 59(2), 320–330. 
https://doi.org/10.11361/journalcpij.59.319

【環境・地球科学】
・ Zulhilmi, A., & Hayakawa, Y. S. (2025). Immersive virtual reality fieldwork investigation of a landslide in Hokkaido, 

Japan. Environmental Earth Sciences, 84(1), 21. https://doi.org/10.1007/s12665-024-12013-2

【人文社会系】
・ Kumagai, J., Yoo, S., & Managi, S. (2025). Railway expansions and human capital growth: A 20-year causal analysis in 

Tokyo. Journal of Transport Geography, 123, 104076. https://doi.org/10.1016/j.jtrangeo.2024.104076
・ Leyso, N. L., & Umezaki, M. (2024). Spatial inequality in the accessibility of healthcare services in the Philippines. 

GeoJournal, 89(3), 120. https://doi.org/10.1007/s10708-024-11098-3
・ Nagata, S., Takahashi, Y., Adachi, H. M., Johnson, G. D., & Nakaya, T. (2024). Local effects of non-pharmaceutical 

interventions on mitigation of COVID-19 spread through decreased human mobilities in Japan: A prefecture-level 
mediation analysis. Scientific Reports, 14(1), 26996. https://doi.org/10.1038/s41598-024-78583-0

・ Yamada, T. (2024). The mode-based poverty decomposition into the growth and distribution effects. Journal of Income 
Distribution. https://doi.org/10.25071/1874-6322.40554

・ Yuan, L., Sho, K., Eom, S., Nishi, H., Hasegawa, D., Zhao, H., Aoki, T., Zhu, J., Matsuo, K., & Masumura, A. (2024). 
Changes in visitor behaviour across COVID-19 pandemic: Unveiling urban visitation dynamics and non-linear 
relationships with the built environment using mobile big data. Habitat International, 154, 103216. https://doi.
org/10.1016/j.habitatint.2024.103216

・ 荒木一視 . (2025). 大規模広域災害に際しての救援活動支援地図作成の提案 . 経済地理学年報 , 71(1), 26–35. https://doi.
org/10.20592/jaeg.71.1_26

・ 上杉昌也 . (2025). 居住者の近隣空き家に関する認識と自宅の将来意向に関する団地内格差 : 福岡都市圏における宗像市
の郊外団地を事例に . 都市地理学 20, 印刷中 .

・ 梅田華蓮 , 埴淵知哉 , 谷本涼 , 中谷友樹 . (2024). 都市居住者の主観的幸福感に関連する近隣の客観的・認知的環境要因の
分析 . 季刊地理学 , 76(3), 106–119. https://doi.org/10.5190/tga.76.3_106

・ 大西立顕 . (2024). データサイエンスの保健医療への応用 . 社会保障研究 , 9(1), 33–44.
・ 山内昌和 . (2024). 近年の東北地方における市町村内人口分布の変化 . 地学雑誌 , 133(4), 263–286. https://doi.

org/10.5026/jgeography.133.263

国際会議
【工学】
・ Kokubo, K., Mizutani, K., & Akiyama, Y. (2024). Development of Store Closure Prediction Model Using Digital 

Telephone Directory Data. Proceedings of ICAPPS 2024, #380.
・ Maneepong, K., & Akiyama Y. (2024). Morphological Methods for Estimating Building Height Using Open-Access 
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共同利用・共同研究

DEM and Their Applications in Urban Analysis. International Conference of Earth Observation & Social Impacts 
(ICEO&SI 2024) and International Association of Geo-informatics (IAG'I 2024), C-3.5.

・ Mizutani, K., Akiyama, Y., & Baba, H. (2024) Estimation of Future Vacancy Rates Throughout Japan Using 
Government Statistics. Proceedings of ICAPPS 2024, #184.

・ Saito, K., & Akiyama, Y. (2024). Development of Method for Housing Damage Assessment and Disaster Prevention 
Relocation Optimization in Flood Hazard Areas. Proceedings of ICAPPS 2024, #328.

・ Wu,Y., Shen, T., Li, Y., Kita, M., Yoshida, Y., Sho, K., Yuan, L., Yu, L., Jiang, R., & Long, Y. (2024). Exploring urban 
railway station-based attractiveness considering demographic-specific demands: Case study of Odakyu line, Japan. 
EcoBalance 2024.

・ Yamanotera, R., Akiyama, Y., Miyazaki, H., & Miyazawa, S. (2024). Development of a Machine Learning-Based 
Method for Classifying Building Use Using Building Polygon Data and POI Data. Proceedings of ICAPPS 2024, #375.

・ Yamanotera, R., Akiyama, Y., Miyazaki, H., & Miyazawa, S. (2024). Development of a Machine Learning-Based 
Method for Classifying Building Use Utilizing Satellite Image and POI Data. International Conference of Earth 
Observation & Social Impacts (ICEO&SI 2024) and International Association of Geo-informatics (IAG'I 2024), C1-1.5.

・ Yoshimi, T., & Akiyama, Y. (2024). Development of Household-based Future Demographics. Proceedings of ICAPPS 
2024, #178.

・ Zheng, X., & Amemiya, M. (2024). Possibility of Capturing Behavioral Patterns of Park Users Using Volunteered Street 
View Imagery (VSVI). 17th Asian Planning School Association Congress (APSA)

・ Tsuchiya, Y., & Horita, Y. (2025). Collecting Restaurant Information and Urban Analysis for Foreign Tourists to 
Realise Smart City. 2025 IEEE International Conference on Consumer Electronics (ICCE), 1–4. https://doi.org/10.1109/
ICCE63647.2025.10929985

【環境・地球科学】
・ Murakami, D., & Yoshida, T. Estimating building-level SSPs through statistical downscaling: A case study in Japan. 

(2024). Climate Finance & Risk 2024.
・ Nagata, H., & Yoshikawa, T. (2024) Analysis of Spatio-Temporal Changes in Facility Location in the Smartphone Era. 

17th Asian Planning School Association Congress,Session: Spatial Analysis, Methods, and Modelling IV.
・ 河端瑞貴 , 直井道生 , 安田昌平 . (2024). Effects of mitigating earthquake damage risk on land values at the borders of 

high-risk urban districts in Tokyo. 2024 AsRES-GCREC & AREUEA Joint International Real Estate Annual Conference.

【人文社会系】
・ Kawaguchi, D., Kawata, K., & Okamoto, C. (2024). Under Redevelopment Program and Demand Externaltiy. 18th 

North American Meeting of the Urban Economics Association.
・ Kumagai, J., Yoo, S., & Managi, S. (2024). Railway Expansions and Human Capital Growth: A 20-Year Causal Analysis 

in Tokyo. Western Economic Association International 99th Annual Conference.
・ Tanaka, K. (2024). Effectiveness of high-speed rail networks in the event of natural disasters. 35th International 

Geographical Congress 2024.
・ Uesugi, M. (2024). Spatial patterns of vacancy of diverse property types in aging Japanese metropolitan area. 35th 

International Geographical Congress.
・ Kawaguchi, D., Kawata, K., & Okamoto, C. (2025). Under Redevelopment Program and Demand Externaltiy. 14th 

European Meeting of the Urban Economics Association.
・ 菅澤武尊 , 定行泰甫 , 矢島猶雅 , 中川万理子 . (2025). The stigma of in-home death. 14th European Meeting of the Urban 

Economics Association.
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国内会議他
【物理学】

・ 石川温 , 藤本祥二 , 水野貴之 . (2025). 動物の移動軌跡に観られる統計性 . 日本理学会 2025 年春季大会 .
・ 水野貴之 . (2025). AI によるオープンデータ生成 . 数理モデリング研究会 .
・ 水野貴之, 藤本祥二, 石川温. (2025). Transformerによる地図からの個人の移動軌跡の生成. 日本理学会2025年春季大会.

【計算機・数学】
・ 水野貴之 . (2024). モビリティ×生成 AI. “ くるまからモビリティへ ” の技術展 2024 オンライン .
・ 水野貴之 . (2024). 文章や画像だけではない生成 AI の新たな可能性 . データサイエンス研究所シンポジウム「生成 AI が

変える社会とビジネス 〜 いま我々が考えておくべきこと」.
・ 石川温 , 藤本祥二 , 水野貴之 . (2025). 動物の移動軌跡に観られる統計則 . 第 4 回計算社会科学会大会 .
・ 藤本祥二 , 石川温 , 水野貴之 . (2025). 地図情報を利用した人流移動軌跡の生成 . 第 4 回計算社会科学会大会 .

【工学】
・ Liu, L., Ma, J., Pang, Y., Shibuya, Y., & Sekimoto, Y. (2024). モビリティデータに基づく東京における消費者行動の探求：

新しいショッピングセンターの開発 . 第 33 回 地理情報システム学会 学術研究発表大会 .
・ Maneepong, K., Akiyama, Y. (2024). Multi-Resolution Analysis for Building Height Estimation Using the ALOS World 

3D (AW3D30) Dataset: Case Study in Hachioji City. 土木学会第 79 回年次学術講演会講演梗概集 , CS2-67.
・ Zheng, X., & Amemiya, M. (2024). Possibility of capturing behavioral patterns of park users using Volunteered Street 

View Imagery (VSVI). 第 33 回 地理情報システム学会 学術研究発表大会 .
・ 相 尚寿 . (2024). 観光行動を誘発できる情報配信タイミングの把握に向けた正確性の高い教師データ抽出の試み . 第 33 回 

地理情報システム学会 学術研究発表大会 .
・ 相 尚寿 . (2024). 観光情報配信の好機を判別するための教師データ：網羅性と信頼性の両立 . CSIS DAYS 2024.
・ 秋山祐樹 , 飯塚浩太郎 , 山内啓之 , 杉田暁 . (2024). ドローンで撮影した画像から生成したバーチャルリアリティ（VR）

空間を用いた空き家現地調査の効率化の検討 . 第 33 回 地理情報システム学会 学術研究発表大会 , P2-20.
・ 雨宮護 , 鈴木あい , 島田貴仁 , 栗田英治 . (2024). GPS ロガーを用いた官民による果樹盗パトロールの計測 . CSIS DAYS 

2024, D13.
・ 荒木裕子 , 田淵敦士 , 関口達也 , 石原凌河 . (2024). 令和 6 年能登半島地震による被災建物の増築状況 －石川県七尾市田鶴

浜地区の事例調査から－ . 日本建築学会大会学術講演梗概集（農村計画）, pp.163-164.
・ 石田悠人 , 中西航 . (2024). 金沢近郊における地名の表出・染出現象の分析 . 第 33 回 地理情報システム学会 学術研究発表

大会 , C4-02.
・ 大塚千聡 , 沖拓弥 . (2024). 街路画像ビッグデータを用いた平常時と避難時における街路印象評価の差異の検証 . 第 69 回

土木計画学研究発表会・春大会 .
・ 大塚千聡 , 沖拓弥 . (2024). 平常時と避難時における街路印象の規定要因の定量化 . 日本建築学会大会学術講演梗概集（都

市計画）, pp.923-924.
・ 大塚千聡 , 沖拓弥 . (2024). 平常時と避難時における街路印象を考慮した経路選択モデルの構築 . 第 33 回 地理情報システ

ム学会 学術研究発表大会 .
・ 大塚千聡 , 沖拓弥 . (2024). 平常時と避難時における街路印象の差異と規定要因の定量化 . CSIS DAYS 2024.
・ 岡澤由季 , 樋野公宏 , 浅見泰司 . (2024). 埼玉県における地上設置型太陽光発電と賃貸集合住宅価格の関係の分析 . 日本地

域学会第 61 回（2024 年）年次大会学術発表 .
・ 菊地穂澄 , 小泉秀樹 . (2024). 千葉市に飲食店は何店舗ある？―飲食店に関するデータ比較―. CSIS DAYS 2024.
・ 小久保賢人 , 水谷昂太郎 , 秋山祐樹 . (2024). デジタル電話帳を用い た店舗廃業確率予測モデルの構築 . 土木学会第 79 回

年次学術講演会講演梗概集 , IV-86.
・ 小久保賢人 , 水谷昂太郎 , 秋山祐樹 . (2024). デジタル電話帳とオープンデータを用いた店舗廃業確率予測モデルの構築 . 

50CSIS Annual Report 2024



共同利用・共同研究

第 33 回 地理情報システム学会 学術研究発表大会 , C3-04.
・ 小久保賢人 , 水谷昂太郎 , 秋山祐樹 . (2024). デジタル電話帳とオープンデータを用いた店舗廃業確率予測モデルの構築 . 

CSIS DAYS 2024, D07.
・ 小松なのか , 沖拓弥 , 斎尾直子 , 深川正浩 . (2024). 外観画像と多様な属性情報を用いた建物単位の空家確率推定手法 . 日

本建築学会大会学術講演梗概集（都市計画）, pp.29-30.
・ 小松なのか , 沖拓弥 , 斎尾直子 , 深川正浩 . (2024). 建物外観画像と多様な属性情報を用いた建物単位の空家確率推定モデ

ルの高精度化 . 第 33 回 地理情報システム学会 学術研究発表大会 , B-3-3.
・ 齋藤開 , 武田直弥 , 秋山祐樹 . (2024). 水害危険地域における住宅への被害評価と防災移転の最適化手法の開発 . 土木学会

第 79 回年次学術講演会講演梗概集 , IV-145.
・ 齋藤開 , 武田直弥 , 秋山祐樹 . (2024). 水害危険地域における住宅への被害評価と防災移転の最適化手法の開発 . CSIS 

DAYS 2024, A11.
・ 坂橋康太 , 松行美帆子 . (2024). 関東地方における建物データを用いた洪水浸水想定区域における建物の建築動向に関す

る研究 . CSIS DAYS 2024.
・ 柴田純花 , 中島直人 . (2024). 富山市八尾における明治期以降の公共施設の立地特性と跡地利用の実態：旧土地台帳の地

目及び所有者に着目して . 日本建築学会大会学術講演梗概集（都市計画）, 2024, pp.313-314.
・ 嶋守 柊汰 , 吉川 徹 . (2024). 商店街から周辺の住宅地に滲出した商業機能の雑多性について . 都市計画報告集 23(1), 

pp.99-101.
・ 白勢 拓 , 井上 亮 . (2024). Transformer で人流データから抽出したベクトル表現の地域分析への応用可能性－オフィス賃

料分析を通した検証－ . 第 33 回 地理情報システム学会 学術研究発表大会 .
・ 瀬古光太朗 , 秋山祐樹 , 水谷昂太郎 . (2024). 水道使用量の時系列情報を用いた空き家分布推定手法の検討 . 第 70 回土木

計画学研究発表会・秋大会 , 04-04.
・ 高野詩菜 , 土屋泰樹 . (2024). 性別および子どもの有無による賃貸物件選択の差異に関する研究 . 都市計画報告集 23(2), 

pp.266-269.
・ 高野詩菜 , 土屋泰樹 . (2024). 性別および子どもの有無による賃貸物件選択の傾向について . 子ども教育支援建築会議 全

体会議・シンポジウム .
・ 竹内真雄 , 嚴先鏞 , 鈴木勉 . (2024). 位置情報データによる東京区部商業集積地の滞在移動特性 . 都市の OR スプリングセ

ミナー 2024.
・ 竹内真雄 , 嚴先鏞 , 鈴木勉 . (2024). 位置情報データによる交通量・移動速度に基づく GPS データによる都市交通軸の抽出 . 

都市の OR サマーセミナー 2024.
・ 竹内真雄 , 嚴先鏞 , 鈴木勉 . (2024). 東京区部における交通量密度・移動速度に基づく交通軸と移動効率性評価 . 第 33 回 

地理情報システム学会 学術研究発表大会 .
・ 竹内真雄 , 嚴先鏞 , 鈴木勉 . (2024). 茨城県における年代別行動パターンの類型化 . CSIS DAYS 2024.
・ 竹内真雄 , 嚴先鏞 , 鈴木勉 . (2024). 東京区部における業種構成・滞在パターンに基づく商業集積地の類型化と滞在移動特

性の分析 . 日本都市計画学会第 59 回論文発表会 .
・ 千野詩歩 , 山田隼大 , 稲垣景子 , 吉田聡 , 種市慎也 . (2024). 大規模地震発生時における帰宅困難者の地理的分布の推計－

神奈川県横浜市を対象として－ . CSIS DAYS 2024.
・ 土屋泰樹 . (2024). 東京都に立地する飲食店の多様性の評価  民間グルメ情報サイトを用いて . 第 33 回 地理情報システム

学会 学術研究発表大会 , pp.1-4.
・ 土屋泰樹 . (2024). データ出典別にみる飲食店の空間的分布と差異についての研究 . CSIS DAYS 2024, p.23.
・ 飛松涼太 , 嚴先鏞 , 鈴木勉 . (2024). 東京区部における高齢化率と建物用途類型の推移 . 日本オペレーションズ・リサーチ

学会 2024 年秋季研究発表会 .
・ 飛松涼太 , 嚴先鏞 , 鈴木勉 . (2024). 東京区部における人口年齢構成と土地利用遷移の関連性分析 . 第 33 回 地理情報シス

テム学会 学術研究発表大会 .
・ 飛松涼太 , 嚴先鏞 , 鈴木勉 . (2024). 小地域人口の年齢構成類型とその遷移から見た安定性分析 . 日本都市計画学会第 59

回論文発表会 .
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・ 飛松涼太, 嚴先鏞, 鈴木勉. (2024). 年齢構成に着目した生活利便施設へのアクセシビリティ分析. 都市のORワークショッ
プ 2024.

・ 泊将史 , 瀬谷創 , 村上大輔 . (2024). ランクサイズルールを考慮したメッシュ人口シナリオの開発 . 第 70 回土木計画学研
究発表会・秋大会 .

・ 友田華穂 , 中西航 . (2024). ガソリンスタンドの入店待ち車列による損失時間計上の試行的研究 . 第 44 回交通工学研究発
表会論文集 , pp.427-434.

・ 永田拓渡 , 吉川徹 . (2024). スマートフォン時代における施設立地の時空間的変遷に関する分析 . 日本建築学会大会学術講
演梗概集（都市計画）, pp.813-814.

・ 中根大斗 , 松行美帆子 . (2024). コンパクトシティの外縁部における縮退市街地の多⾯的評価に関する研究 . 第 70 回土木
計画学研究発表会・秋大会 .

・ 長谷川大輔 . (2024). 人流データの解像度と活用の将来－モビリティと活動量を高精度に捉えるために－ . CSIS DAYS 
2024.

・ 広兼靖也 , 雨宮護 , 澤田学 . (2024). 筑波研究学園都市における国家公務員宿舎の廃止・再開発と社会変化の関連：宿舎住
民の人口移動に着目して . 第 33 回 地理情報システム学会 学術研究発表大会 , C4-03.

・ 尾藤皓太朗 , 雨宮護 , 島田貴仁 . (2024). サイバー・フィジカル空間上の社会的交流と居住地の近隣環境 . 人間・環境学会
第 31 回大会 .

・ 伏原穂高 , 大平悠季 , 清水哲夫 . (2024). 自転車プローブデータを用いた自転車の通行空間特性に関する実証分析 . 第 69
回土木計画学研究発表会・春大会 .

・ 藤原直哉 , 鄭慧萱 , 趙琛渤 , 小川芳樹 , 柴崎隆一 . (2024). 仙台港湾部における国際海上コンテナ用セミトレーラのモビリ
ティ分析 .

・ 水谷昂太郎 , 清水貴仁 , 秋山祐樹 . (2024). デジタル道路地図を用いた日本全国の道路メッシュデータセットの整備 . 土木
学会第 79 回年次学術講演会講演梗概集 , IV-171.

・ 宮田涼 , 山野寺瞭太 , 秋山祐樹 . (2024). 建物外観画像と機械学習を用いた建物単位の空き家判定手法の開発 . 第 33 回 地
理情報システム学会 学術研究発表大会 , B-3-4.

・ 森崇太 , 関口達也 . (2024). 京都府宇治市における空き家の発生要因に関する研究 空き家になりやすい町丁目・建物・所
有者の特徴分析 . 日本都市計画学会関西支部研究発表会講演概要集 22, pp.161-164.

・ 山口瑞貴 , 瀬木俊輔 . (2024). パネルデータを用いた都市経済モデルの適合性の検証 . 第 70 回土木計画学研究発表会・秋
大会 .

・ 山田隼大 , 千野詩歩 , 稲垣景子 , 吉田聡 , 種市慎也 . (2024). 地震発生時の滞留者行動シミュレーションに基づく備蓄品配
備に関する研究－横浜市域の滞留分布人口推計に基づくケーススタディー . CSIS DAYS 2024.

・ 山中理沙 , 沖拓弥 . (2024). 東京都区部における街路整備がもたらす景観の印象変化の定量的分析 . 第 33 回 地理情報シス
テム学会 学術研究発表大会 .

・ 山中理沙 , 沖拓弥 . (2024). 街路整備が景観に対する印象に及ぼす影響の定量的評価 東京都内の密集市街地におけるケー
ススタディー . 日本建築学会大会学術講演梗概集（都市計画）, pp.507-508.

・ 山中理沙 , 沖拓弥 . (2024). 密集市街地における街路整備が景観評価に及ぼす影響 . CSIS DAYS 2024.
・ 山野寺瞭太 , 秋山祐樹 , 宮崎浩之 , 宮澤聡 . (2024). 衛星画像と AI を用いた建物スケールのミクロな人口統計の実現 . 第

33 回 地理情報システム学会 学術研究発表大会 , C1-12.
・ 山野寺瞭太 , 秋山祐樹 , 宮崎浩之 , 宮澤聡 . (2024). 衛星画像と AI を用いた建物スケールのミクロな人口統計の実現 . 

CSIS DAYS 2024, B06.
・ 吉見宇弘 , 秋山祐樹 . (2024). 効果的な感染症対策に向けた未成年者 の行動パターン及び行動範囲の推定 . 第 33 回 地理情

報システム学会 学術研究発表大会 , P2-33.
・ 吉見宇弘 , 秋山祐樹 . (2024). 効果的な感染症対策に向けた未成年者 の行動パターン及び行動範囲の推定 . 第 70 回土木計

画学研究発表会・秋大会 , 32-07.
・ 吉見宇弘 , 武田直弥 , 秋山祐樹 . (2024). 世帯単位の詳細な将来人口統計の開発 . 土木学会第 79 回年次学術講演会講演梗

概集 , IV-93.
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・ 米澤 剛 , 坪倉大侍 , 阿形玲那 . (2024). 大阪府における建物用途情報を考慮した災害リスク削減に関する研究 . CSIS DAYS 
2024.

・ 米田有希 , 雨宮護 . (2024). GPS ログに基づく行動推定データを用いた人々の社会的接触可能性の時空間的把握 . 第 33 回 
地理情報システム学会 学術研究発表大会 , E5-03.

・ 桐森元規 , 山田真史 , 堀智晴 . (2025). 水害避難スイッチの決め方―滋賀県芹川氾濫原での事例研究―. 令和 6 年度京都大
学防災研究所研究発表講演会 .

・ 忽那直哉 , 田村将太 , 田中貴宏 . (2025). 夏季の日陰が歩行者の経路選択へ与える影響に関する研究－広島都心部の街路空
間を対象として－ . 日本建築学会中国支部研究報告集 48, pp.671-674.

・ 谷 聡介 , 四井 早紀 , 大津山堅介 , 廣井 悠 . (2025). 土地利用細分メッシュデータを用いた東日本大震災被災地の復興後に
おける再被災リスク分析 . 日本災害情報学会 第 30 回学会大会 .

・ 千野詩歩 , 稲垣景子 , 吉田聡 , 種市慎也 . (2025). 大規模地震発生時における帰宅困難者の空間分布特性と課題－神奈川県
横浜市を対象として－ . 日本建築学会関東支部研究報告集Ⅱ , pp.259-262.

・ 飛松涼太 , 嚴先鏞 , 鈴木勉 . (2025). タワーマンション建設地域における年齢構成と生活利便施設数の遷移分析 . 日本オペ
レーションズ・リサーチ学会 2025 年春季研究発表会 .

・ 長谷川大輔 . (2025). 都市の人流データ計測と 都市計画のためのモデル化について . 計測自動制御学会 第 12 回 制御部門
マルチシンポジウム ワークショップ .

・ 長谷川大輔 . (2025). 人の流れと交流の計測から捉える 長岡市中心市街地におけるイノベーション創発の可能性 . 新潟県
長岡市・日本初「イノベーション地区」のさらなる展開に向けたシンポジウム .

・ 藤村駿太郎 , 前垣灯里 , 森山大成 , 田村将太 , 田中貴宏 . (2025). 2020 年と 2050 年における都市インフラコスト算出とそ
の空間分布の把握－広島県東広島市を対象として－ . 日本建築学会中国支部研究報告集 48, pp.835-838.

・ 丸山真輝 , 磯野綾 , 鎌田元弘 . (2025). 犬山城下町における土地利用変化と城への可視領域の特徴把握 . 日本建築学会関東
支部研究報告集 .

【環境・地球科学】
・ Wang, M. (2024). Spatial changes of suburban new towns in Chinese and Japanese cities. 
・ Yamada, T. (2024). Spatial interactions of the tsunami during the 2011 Great East Japan Earthquake: An application of 

the generalized spatial two-stage least squares. CSIS DAYS 2024.
・ 愛甲達也 , 梅﨑昌裕 . (2024). 車道アクセスが悪い斜⾯地に居住する人口・高齢者人口の推定 . 第 83 回日本公衆衛生学会

総会 .
・ 河端瑞貴 , 直井道生 , 安田昌平 . (2024). 都市防災整備の経済効果：東京都の危険密集市街地整備の事例 . 第 33 回 地理情

報システム学会 学術研究発表大会 .
・ 河端瑞貴 , 直井道生 , 安田昌平 . (2024). Effects of mitigating earthquake damage risk on land values. 日本経済学会 2024 

秋季大会 .
・ 河端瑞貴 , 直井道生 , 安田昌平 . (2024). 地震被害リスク軽減の経済効果 . CSIS DAYS 2024.
・ 河端瑞貴 , 直井道生 , 安田昌平 . (2024). The Impact of Earthquake Damage Risk Mitigation on Land Values. 第 38 回応

用地域学会研究発表大会 .
・ 黒田雄太 , 高野佳佑 . (2024). 学校の立地優位性と教育水準の関係 . CSIS DAYS 2024.
・ 杉本賢二 . (2024). 建物地階の空間分布と時系列変化の分析－東京 23 区を対象として－ . 環境科学会 2025 年会 .
・ 津留広直 , 永松義敬 , 塚原健一 , 秋山祐樹 , 佐藤辰郎 . (2024). 洪水浸水想定区域における想定被害額に着目した事前移転

の優位性評価に関する研究 . 第 70 回土木計画学研究発表会・秋大会 , 18-01.
・ 水野貴之 . (2024). リアルな人々の移動を生成する革新的 AI 技術 . 第 32 回共創考究会 .
・ 村上 拓 , 堤田 成政 , 吉田 崇紘 . (2024). 埼玉県さいたま市における建物ごとの CO2 排出量の推定 . CSIS DAYS 2024.
・ 瓜生真也 . (2025). 『人流ビッグデータによる地域の熱中症リスクの解明』 統計数理研究所共同利用研究集会「ビッグデー

タ解析と再現可能研究」. 
・ 津留広直 , 永松義敬 , 塚原健一 , 秋山祐樹 , 佐藤辰郎 . (2025). 洪水浸水想定区域における想定被害額に着目した事前移転
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の優位性評価に関する研究 . 令和 6 年度土木学会西部支部研究発表会発表会講演概要集 , IV-71.

【人文社会系】
・ Kawaguchi, D., Kawata, K., & Okamoto, C. (2024). Urban Redevelopment Program and Demand Externality. CREPE 

Discussion Paper, 152.
・ Kawaguchi, D., Kawata, K., & Okamoto, C. (2024). Urban Redevelopment Program and Demand Externality. IZA 

Discussion Paper, 16925.
・ Kumagai, J., Yoo, S., ＆ Managi, S. (2024). Railway expansions and human capital growth: A 20-year causal analysis in 

Tokyo. 環境経済・政策学会 2024 年大会 .
・ 伊坂優太 , 薄井宏行 . (2024). 校歌で歌われる地物とその地理的範囲の可視化：埼玉県下公立高校を対象として . CSIS 

DAYS 2024, C08.
・ 岩本開渡 , 野藤悠 , 楢﨑兼司 , 上杉昌也 . (2024). 通いの場の周辺環境と通いの場への参加の関連性－兵庫県養父市を対象

として－ . 福岡工業大学総合研究機構環境科学研究所第 19 回研究発表会 .
・ 江原 朗 . (2024). 都市部と地方では子ども食堂へのアクセスに差異はないのか . CSIS DAYS 2024.
・ 大山智也 , 金一坤 . (2024). 性的事案の犯罪発生時期予測：日韓比較による検証 . 第 33 回 地理情報システム学会 学術研究

発表大会 .
・ 黒田雄太 , 高野佳佑 . (2024). 学校の立地優位性と教育水準の関係 . CSIS DAYS 2024.
・ 田中耕市 . (2024). ポイント型人流データに基づく令和 6 年能登半島地震における被災者の行動分析 . 日本地理学会秋季

学術大会 , P040.
・ 田中耕市 . (2024). ポイント型人流データからみた令和 6 年能登半島地震発生直後の被災者行動 . CSIS DAYS 2024.
・ 土屋泰樹 , 高野詩菜 . (2024). 賃貸物件選びにおける性別による選好の違いに関する研究 web アンケート調査を用いて . 

日本ジェンダー学会第 28 回大会 .
・ 野藤悠 , 上野貴之 , 岩本開渡 , 上杉昌也 , 楢崎兼司 , 横山友里 , 清野諭 , 阿部巧 , 吉田由佳 , 森知美 , 小畑美由紀 , 村山洋史 . 

(2024). 住民主体の介護予防活動への参加に影響する要因の検討：養父コホート研究 .
・ 林秀星 , 矢部貴大 , 藤原直哉 . (2024). 育児中の親の行動パターンと接触経験 : 人流データを用いた実証研究 .
・ 松田温郎、山﨑万緋、新島裕基 . (2024). 地域商業の多様性評価モデルの追試研究 . 日本商業学会第 74 回全国研究大会 .
・ 田中耕市・関口豪之・秦 朋弘・高野宗弘 . (2025). 令和元年東日本台風の水害被災地域における産官学民による防災・減

災に関する取り組み . 2025 年日本地理学会春季学術大会 , S305.
・ 山田 拓実 , 吉田 豊 , 根本 豪己 , 開沼 博 . (2025). 浜通り中４町のサプライチェーンに関する実態と課題—浪江町の飲食店

を対象としたケーススタディ . 日本災害情報学会 第 30 回学会大会 .

● 卒業論文
・ 河内駿太  機械学習によるシェアサイクルステーションでの利用パターンと利用可能性の分析 . 学士（工学）, 東京大学
・ 北美月  Exploring Station Attractiveness along the Tokaido Shinkansen: Analyzing Demographic-Specific Demand（東

海道新幹線沿線駅の魅力分析：データを活用した属性別需要の考察）. 学士 , 東京大学
・ 木内晴  古い街並みが残る都心密集住宅地における建て替えの分析： 東京都における 1960 年から 2022 年までの住宅地図

を用いて . 学士 , 慶應義塾大学
・ 近藤諒  連続立体交差事業が駅周辺地域に与える効果の統計的因果推論 . 学士（工学）, 東京理科大学
・ 近藤昌斗  PLATEAU データを用いた市街地強風ハザードマップの提案 . 学士（工学）, 徳島大学
・ 佐藤恵  学士 , 東京工芸大学
・ 杉下大騎  避難・生活再建時に必要とされる空間的な資源に関する研究 －令和 6 年能登半島地震で被災した七尾市田鶴浜

地区を事例として－ . 学士 , 京都府立大学
・ 巽悠人  令和 6 年能登半島地震における被害調査と地盤特性および建築年代を考慮した被害原因の考察 －石川県七尾市田

鶴浜町を対象として－ . 学士 , 京都府立大学
・ 東莉子  災害時要配慮者の避難生活と一般避難所等での支援に関する研究 －令和 6 年能登半島地震の七尾市田鶴浜地区を
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事例として－ . 学士 , 京都府立大学
・ 福島夢菜  東京都市圏における徒歩トリップ創出要因の分析 . 学士（工学）, 東京理科大学
・ 藤原彩花  フードダイバーシティへの対応－東京 23 区の日本食レストランの空間分布から－ . 学士 , 昭和女子大学
・ 森慶太  札幌市における民泊の外部不経済について . 学士（データサイエンス）, 横浜市立大学
・ 山口慶人  近隣公園整備による街の賑わいの因果効果分析 . 学士（工学）, 東京理科大学
・ 吉川幸秀  小売店舗の規模に着目した商圏に関する比較研究 . 学士 , 群馬大学
・ 髙城颯  ライフイベントの経験による移動＝活動パターンの移行 －東京都市圏擬似人流データの分析－ . 
・ 岩本開渡  通いの場の周辺環境と参加率との関連性 －兵庫県養父市を対象として－ . 

●修士 / 博士論文
・ 愛甲達也  The association between neighborhood living environment and physical activity/function of the older people 

in Nagasaki, Japan. 修士（保健学）, 東京大学
・ 伊吹千雪  立地適正化計画における居住誘導区域外住民の誘導に向けた課題と方策に関する研究 ―居住意識・環境評価に

着目した彦根市の事例から―. 修士（工学）, 京都府立大学
・ 菊池航太  小規模高低差が住宅市場に与える影響とバンチング推定による被災リスク評価〜千葉県松戸市を事例として〜 . 

修士 , 政策研究大学院大学
・ 桐森元規  個々の住民にカスタマイズされた水害時避難開始基準 . 修士（工学）, 京都大学
・ 五島佑亮  ワンルーム条例が周辺地域に与える影響について〜川口市を事例として〜 . 修士 , 政策研究大学院大学
・ 坂本大  ドローン配送サービス社会実装に関する研究〜国家戦略特区を活用した新技術の実装に向けて〜 . 修士 , 政策研究

大学院大学
・ 徐哲浩  Association of Regional Demographic Variables with Accessibility to Commuting Care Services for Elderly who 

Require Support: A Cross-Sectional Case Study in Aging Japan. 修士（保健学）, 東京大学
・ 鈴木貴之  臨港地区内に立地する港湾施設の用途転換に向けた土地利用計画の変更方策に関する研究 . 修士 , 日本大学
・ 坪倉大侍  東大阪市の製造業における化学物質漏洩リスクが避難所に与える影響分析 . 修士（工学）, 大阪公立大学
・ 飛松涼太  人口の年齢構成遷移と市街地構造・生活利便施設アクセシビリティとの関連性分析 . 修士 , 筑波大学
・ 中根大斗  コンパクトシティの外縁部における縮退市街地の多⾯的評価 . 修士 , 横浜国立大学
・ 持田浩延  「居心地が良く歩きたくなる」まちなかづくりが与える影響について〜姫路市を事例として〜 . 修士（政策研究）, 

政策研究大学院大学
・ 森崇太  京都府宇治市における空き家問題の発生・深刻化の要因に関する研究－地域環境・建物・所有者に注目して－ . 

修士（工学）, 京都府立大学
・ 山口瑞貴  パネルデータを用いた都市経済モデルの適合性の検証 . 修士（工学）, 神戸大学
・ 吉田萌花  東日本大震災後に造成された小規模防災集団移転団地の持続可能性に関する研究－石巻市半島沿岸部を対象と

して－ . 修士（工学）, 東北大学
・ 吉村駆流  東京都の鉄道拡張が高度人材、アメニティに与える影響評価 . 修士 , 九州大学
・ Luca Perego  Accessibility to Urban Green Space in Tokyo: A Socioeconomic Analysis. 修士 , University of Milan
・ 伊東優  斜⾯住宅密集地の課題解決に向けた空間的メソッドに関する研究－長崎市・佐世保市を対象として－ . 博士（工学）, 

東京大学
・ 増喜浩太郎  保育所利用世帯の施設選択行動のモデル化と地域保育施設計画への応用 . 博士（工学）, 東京科学大学
・ 山口行介  大都市圏郊外部での通所系・訪問系介護サービス拠点の立地に関する研究 . 博士（都市政策科学）, 東京都立大

学

共同利用・共同研究
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主なシンポジウム等の開催状況
開催期間 形態 対象 研究会等名称 概要 参加人数

2024.4.19,
2024.5.17,
2024.6.14,
2024.7.19,
2024.10.11,
2024.11.8,
2024.12.6,
2025.1.17,
2025.2.7

セミナー・研究会・
ワークショップ

国内・国際 / 
主に研究者 都市経済ワークショップ

都市経済学に関連する研究動向や成果に関する
報告およびその内容に対して議論を行った。1
年に 10 回程度開催しており、本項目は 2024 年
度開催のものである。

225

2024.4.24 シンポジウム・
講演会

国際 / 
主に研究者

CMU-UT Symposium on Urban 
Engineering and Informatics 2024

MoU に基づき、チェンマイ大学と東京大学工
学部都市工学科との共催によるシンポジウムを
行った。

60

2024.6.16 シンポジウム・
講演会

国内 / 
主に研究者

日本造園学会全国大会ミニフォーラム
「風景計画は農村の持続的発展にどう
寄与できるか？」

造園計画を専門とする研究者による講演および
パネルディスカッションを行い、会場でテーマ
について議論した。

70

2024.6.16-30 セミナー・研究会・
ワークショップ

国際 / 
主に研究者

2024 Summer International Smart 
City Workshop

米 国 Georgia Institute of Technology の 教 員、
大学院生と 15 日間、都市システムデザイン及び
都市データ解析の国際ワークショップを行った。

12

2024.6.18,
2024.11.7,
2024.11.22,
2025.1.8,
2025.3.13

セミナー・研究会・
ワークショップ

国際 / 
主に研究者 CSIS International Seminar Series 空間情報科学の国外研究者を招き、研究発表し

ていただいた。 70

2024.9.19 セミナー・研究会・
ワークショップ

国際 / 
主に研究者

Workshop on AI/ML Techniques for 
Pavement Evaluation 

Workshop conducted at Central Road Research 
Institute (CRRI) India, in Hybrid Mode 20

2024.10.29 シンポジウム・
講演会

国際 / 
主に研究者

15th ISAJ Symposium Transormative 
Technologies for a Sustainable 
Future

Symposium organized as a convener, in 
association with Indian Scientists Association 
in Japan (ISAJ)

80

2024.10.29 セミナー・研究会・
ワークショップ

国際 / 
主に研究者

2nd International Workshop on 
Human Mobility Prediction

SIGSPATIAL 2024 にて開催したワークショッ
プ。 200

2024.10.29 セミナー・研究会・
ワークショップ

国内 / 
主に研究者

スマートプランニングのための地理空
間情報と全国擬似人流データの利活用

第 33 回地理情報システム学会学術研究発表大
会にて開催したワークショップ。最新の研究成
果や実践例の紹介や、データ利活用のハンズオ
ンセッション、都市計画シミュレーションの実
施を行い、擬似人流データの具体的な活用法を
探った。

40

2024.10.31 セミナー・研究会・
ワークショップ

国際 / 
主に研究者

The 2nd Workshop of Discontinued 
Civic Tech

Workshop conducted for the Civic Tech related 
researchers and practitioners 20

2024.11.1 シンポジウム・
講演会

国内 / 
主に研究者

シビックテック・デザイン学創成寄付
研究部門 キックオフイベント「デジ
タル社会における市民参加とアカデミ
アの役割」

デジタル社会における市民参加と学術界の役割
について議論が交わされた。国内外の専門家が
集い、シビックテックの持続可能性や今後の協
働的な取り組みに向けた戦略について意⾒を共
有した。

100

2024.11.15-16 シンポジウム・
講演会

国内 / 
主に研究者 CSIS DAYS 2024

年次研究発表大会。空間情報科学に関する研究
の周知と意⾒交換のために、各自「口頭発表」「ポ
スター発表」を両方行う発表の場を提供してい
る。一般公募による研究発表と、CSIS と共同研
究 (JoRAS) を進めている研究者の方々による発
表がある。

215

2024.12.16 セミナー・研究会・
ワークショップ

国際 / 
主に研究者

Building extraction generalization 
challenge 2024 Workshop

Big Data Cup workshop organized in IEEE 
BigData Conference'2024 10

2024.12.17 セミナー・研究会・
ワークショップ

国際 /
主に研究者

Optimized Road Damage Detection 
Challenge (ORDDC'2024) Workshop

Big Data Cup workshop organized in IEEE 
BigData Conference'2024 20

2025.3.26-28 セミナー・研究会・
ワークショップ

国内 / 主に研究
者 GIS 講習会 GIS ソフトウェアの初級中級講習を学内の教職

員・学生に向けて行った。 43

2024.5.6-10 セミナー・研究会・
ワークショップ

国際 / 
主に研究者以外

GNSS Training for UNCRASTE-FL, 
Morocco

モロッコの CRASTE-LF にて GNSS 研修を行い、
GNSS の基礎と応用、RTKLIB を用いた高精度
のデータ処理など様々な講義や実習を行った。

18

2024.7.3 シンポジウム・
講演会

国内 / 
主に研究者以外

アーバンデータチャレンジ（UDC）
2024 キックオフシンポジウム ～第三
期を迎え、アカデミックとの連携強化
による体系的な人材育成～

UDC は、オープンデータ活用による地域課題解
決を目的とした全国規模の取り組み。そのキッ
クオフシンポジウムを東京大学駒場キャンパス
で開催し、オンラインでの配信も行った。
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開催期間 形態 対象 研究会等名称 概要 参加人数

2024.8.4 セミナー・研究会・
ワークショップ

国内 /
主に研究者以外

ひらめき☆ときめきサイエンス　最新
のデジタル地図技術を用いて地形と防
災情報を分析しよう！

地域のデータを利用して、その場所の自然環境
や人間活動を分析し、GIS のデータの作り方や
活用法について、ドローン、３Ｄプリンタ、VR
機材、スマートフォン等を使って解説した。

15

2024.8.5-7 セミナー・研究会・
ワークショップ

国内 / 
主に研究者以外

東京大学デジタル空間社会連携研究機
構サマースクール 2024

データの解析・分析スキルを習得する場、および、
同年代の学生同士や東京大学デジタル空間社会
連携研究機構の教員との交流の場の提供を行っ
た。

48

2024.9.2-3 セミナー・研究会・
ワークショップ

国際 / 
主に研究者以外

M A D O C A - P P P  Tr a i n i n g  f o r 
MLMUPC, Cambodia

カンボジアの国土管理・都市計画・建設省向け
に、高精度測位補強サービス（MADOCA-PPP）
のトレーニングを行った。

25

2024.10.25-26 シンポジウム・
講演会

国内 / 
主に研究者以外 柏キャンパス一般公開 2024

CSIS の研究活動を広く一般の人たちにアウト
リーチするために、空間情報科学や研究に関す
る紹介や、参加可能な企画を実施した。

249

2024.11.8 シンポジウム・
講演会

国内 / 
主に研究者以外

アーバンデータチャレンジ 2024 中間
シンポジウム「地域におけるコミュニ
ティ形成とデータ利活用を加速させる
震災からの復興アーバンデータチャレ
ンジ 2024 ＠宮城」

UDC の中間シンポジウムを宮城県石巻市で開催
し、オンラインでの配信も行った。 90

2025.1.26-28 セミナー・研究会・
ワークショップ

国際 / 
主に研究者以外

UTOKYO/ICG　GNSS Workshop for 
Policy and Decision Makers

政策担当者・意思決定者を対象にした GNSS ワー
クショップを行った。 40

2025.1.27-2.1 セミナー・研究会・
ワークショップ

国際 / 
主に研究者以外

UTOKYO/ICG Training on Global 
Navigation Satellite Systems (GNSS)

RTK、MADOCA-PPP を 用 い た 高 精 度 GNSS/
QZSS データ処理の指導を行った。 50

2025.3.6 シンポジウム・
講演会

国内 / 
主に研究者以外

竹 原 市 / 東 京 大 学　 公 開 イ ベ ン ト
（パートナーシップ協定に基づく取組）

デジタル化に関する包括的なパートナーシップ
協定に基づき、広島県竹原市にて、公開イベン
トを行った。竹原市からはデータを用いた事業
紹介など市内の取り組みの紹介、センターから
は空間情報を用いた研究活動の紹介を行った。

48

2025.3.8 シンポジウム・
講演会

国内 / 
主に研究者以外

アーバンデータチャレンジ 2024 ファ
イナル！地域の課題解決に貢献する作
品を一挙大公開 ～最終オンライン公
開審査会～

オープンデータ活用による地域課題解決を目的
とした取り組みの最終審査会。東京大学駒場キャ
ンパスで開催し、オンラインでの配信も行った。

250

2025.3.11 セミナー・研究会・
ワークショップ

国内 / 
主に研究者以外 GIS と VR で地域の特色を考えよう！

ドローンなどを用いて撮影・解析した高解像度
の 3 次元モデルを活用し、対象地域を学習でき
るバーチャルワールドを作成。参加した生徒た
ちは実環境のデータを基にした仮想空間で、体
験的な地誌学習に取り組んだ。

10

共同利用・共同研究
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国際連携

締結年月 相手国 機関名 協定名 分野

2005.1 アイルランド 国立空間計算センター 地理学分野における学術国際交流協定 地理学分野

2005.3 イギリス ロンドン大学高等空間解析研究所 地理学分野における学術国際交流協定 地理学分野

2005.3 イギリス 生態学水文学研究所 地理学分野における学術国際交流協定 地理学分野

2005.3 イタリア ダヌンチオ大学国際惑星科学研究
所 地理学分野における学術国際交流協定 地理学分野

2005.3 インド プネ大学・地理学専攻 地理学分野における学術国際交流協定 地理学分野

2005.3 中国 同済大学農業都市計画学部 地理学分野における学術国際交流協定 地理学分野

2005.4 韓国 ソウル国立大学韓国地域研究セン
ター 都市計画における学術国際交流協定 都市計画分野

2005.5 韓国 延世大学土木環境工学専攻 土木計画学分野における学術国際交流協定 土木計画学分野

2006.1 韓国 ソウル市立大学都市科学研究セン
ター 都市計画における学術国際交流協定 都市計画分野

2006.9 台湾 国立台湾大学地球科学教室 地理学分野における学術国際交流協定 地理学分野

2007.1 台湾 国立台湾大学地理学教室 地理学分野における学術国際交流協定 地理学分野

2007.7 中国 中国科学院 地理学分野における学術国際交流協定 地理学分野

2008.2 中国 武漢大学測量学科および測量・
GIS 国家重点研究室 土木計画学分野における学術国際交流協定 土木計画学分野

2009.8 中国 中国農業科学院農業資源区域計画
研究所

農業環境・情報工学分野における学術国際交
流協定 農業環境・情報工学分野

2009.12 バングラデシュ プレジデンシー大学・都市工学専
攻 土木計画学分野における学術国際交流協定 土木計画学分野

2009.12 韓国 釜慶国立大学海洋科学技術・環境
学研究科 環境動態解析分野における学術国際交流協定 環境動態解析分野

2014.2 タイ アジア工科大学大学院 空間情報工学研究分野における学術国際交流
協定 空間情報工学研究分野

2014.10 中国 天津大学建築学院 建築史・意匠分野における学術国際交流協定 建築史・意匠分野

2014.10 タイ タマサート大学シリントーン国際
工学研究所 地理学分野における学術国際交流協定 地理学分野

2016.2 韓国 国土研究院 都市計画分野における学術国際交流協定 都市計画分野

2017.1 チリ フェデリコサンタマリア工科大学 情報・ネットワーク工学分野における学術国
際交流協定 通信・ネットワーク工学分野

2018.3 フランス トゥーロン大学 知能情報学分野における学術国際交流協定 知能情報学分野

2019.11 中国 南方科技大学工学院 知能情報学分野における学術国際交流協定 知能情報学分野

2020.2 ネパール ネパール国立自然保護基金 知能情報学分野における学術国際交流協定 知能情報学分野

2022.11 ポルトガル 国連大学 土木計画学分野における学術国際交流協定 土木計画学分野

2023.7 タイ チェンマイ大学工学部 土木計画学分野における学術国際交流協定 土木計画学分野

2024.7 アメリカ合衆国 ニューヨーク大学工学部 土木計画学分野における学術国際交流協定 土木計画学分野

2024.11 フィンランド ヘ ル シ ン キ 大 学　 理 学 部 コ ン
ピュータサイエンス学科

情報ネットワーク関連分野における学術国際
交流協定 情報ネットワーク関連分野

学術国際交流協定
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国際連携

参加期間 相手国名 研究機関名 研究プロジェクトの概要 関係研究者名

2017.4- ルーマニア
Universitatea De Vest 
Din Timisoara, Institute 
of Geography (Romanian 
Academy)

地形と斜面災害に関する野外調査とデータ解析 小口 高・
飯塚 浩太郎

2022.4-
フィランド共和国、アメ
リカ合衆国、英国、オー
ストラリア

研究機関名は欄外（※）に表示 AWARE: オープンソースのパッシブモバイルセンシング
基盤の開発と運用 西山 勇毅

2022.4- 中国 China University of 
Geosciences 斜面災害と環境条件との関係の分析 小口 高

2022.4- 中国 Shandong University 防災教育への GIS の活用方法の検討 小口 高

2022.4- イタリア Istituto di Ricerca per la 
Protezione Idrogeologica リモートセンシングと GIS を用いた斜面崩壊の研究 小口 高・

飯塚 浩太郎

2022.9- アメリカ Georgia Institute of Technology 都市システムデザインに関する研究及び都市デザインス
タジオの共同実施 吉田 崇紘

2022.9- 中国 Shanghai Normal University Local Climate Zones 分類技術の高度化に関する研究 吉田 崇紘

2022.9- イギリス University of Leeds 地理的加重モデルに関する研究 吉田 崇紘

2022.10- インドネシア 住友林業・IHI 熱帯泥炭湿地林の泥炭分布や地下構造解析に関する研究 飯塚 浩太郎

2024.4- アメリカ合衆国、英国 University of California, Davis; 
London School of Economics 距離空間データの因果推論 栗栖 大輔

国際的な研究プロジェクトへの参加

※ Carnegie Mellon University, University of Melbourne, University of Oulu, Keio University, Emory University, Dartmouth University, Georgia Institute 
of Technology, Aalto University, University of Texas, Cornell University, University of Pittsburgh Medical Center, University of California at Los 
Angeles (UCLA), The University of Michigan, University of Washington, The Pennsylvania State University, Norwegian University of Science and 
Technology, Stevens Institute of Technology
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客員研究員・協力研究員

金本 良嗣、相良 毅、八田 達夫、城所 幸弘、伊藤 香織、森島 済、田中 耕市、江崎 雄治、香川 雄一、谷口 智雅、両角 政彦、
財城 真寿美、米澤 千夏、塩出 志乃、松多 信尚、古関 喜之、佐藤 俊明、田渕 隆俊、太田 充、佐々木 緑、高野 誠二、宮崎 
千尋、河野 浩之、鈴木 厚志、菅 雄三、高 暁路、岩井 将行、中山 大地、田中 靖、Werner Creixell、土志田 正二、塩出 徳成、
趙 蘊龍、貞廣 斎子、近藤 康久、今井 龍一、瀧澤 重志、岡部 篤行、片岡 裕介、目代 邦康、今井 修、河端 瑞貴、鶴岡 謙一、
伊藤 昌毅、Muhammad Asif Hossain Khan、湯田 ミノリ、飯田 智之、小野 文孝、伊藤 亮、宅間 文夫、松尾 美和、宋 苑瑞、
韓 世炅、関口 達也、上杉 昌也、小荒井 衛、刀根 令子、山本 佳世子、陳 麒文、藤嶋 翔太、桐村 喬、蛭田 有希、山田 崇史、
青木 高明、梶田 真実、寺田 真介、田林 雄、戸辺 義人、山田 昂弘、Roland Wagner、早川 裕弌、中村 和彦、孫 堯、中山 悠、
中田 康隆、Dunstan Matekenya、Sebastian M. Poledna、天野 一男、木實 新一、有川 正俊、石川 徹、藤原 直哉、丸山 祐造、
西澤 明、陳 紅陽、鈴木 雅智、馬塲 弘樹、中川 万理子、小倉 拓郎、石川 初、Sunyong Eom、樫山 武浩、矢部 貴大、Soo-
Hyun Joo、日下部 貴彦、相 尚寿、西 颯人、田谷 昭仁、Mehrnoosh Ghadimi、宋 佳麗、柴崎 亮介、秋山 祐樹、宮崎 浩
之、Zipei Fan、呂 蘇幸、史 小丹、楊 少鋒、Lalith Lakshman Wijerathne Maddegedara、堀江 健志、岡澤 由季、山内 啓之、
Ashutosh Kumar、新井 亜弓、王 家偉、Ghislain Zangmo Tefogoum、王 媛、中條 覚、森岡 渉、薄井 宏行、ユアン ウェイ、
宋 軒、村上 大輔、龍 吟、馬 其琦、菅澤 翔之助、宮内 悠平、雨宮 護、Andrea Hamm

織田 竜、鹿取 みゆき、白石 アレマン アンヘル、廣瀬 俊介、大澤 幸太、古橋 大地、勝部 圭一、柴崎 真理子、蝦名 益仁、
田村 裕彦、安芸 早穂子、荻田 玲子、鎌倉 真音、石橋 生、河合 豊明、金杉 洋、市川 博之、三好 由起、Jiajun Sun、杉本 直也、
李 在庸、Carl Douglas Torbjörnsson、石丸 伸裕、内山 裕弥、Xianzhou Cheng、鶴見 隆太、Jun Jiang、多田 功、坂本 諒太、
千野 孝一、Xuan Rao、Artur Hovhannisyan

客員研究員 （順不同・敬称略）

協力研究員 （順不同・敬称略）
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Annual Report

2024

Center for Spatial Information Science 

The University of Tokyo



From the Director

SEKIMOTO Yoshihide

Director of Center for Spatial Information Science

The University of Tokyo

My name is Yoshihide Sekimoto, and in fiscal year 2024 I became 

the sixth director of the Center for Spatial Information Science at the 

University of Tokyo.

The Center for Spatial Information Science was originally conceived 

as a national museum of cartography. It was established in 1998 as 

the so-called “new cartography” was evolving into new disciplines 

with higher and broader perspectives: ¿rst “geographic information 
science” and later “spatial information science,” which is the focus 

of the Center. After that, the goal was to become a research base 

for spatial information science, not only within the University of 

Tokyo, but also nationwide. In 2005, the Center was accredited by 

the Ministry of Education, Culture, Sports, Science and Technology 

(MEXT) as a national Joint Usage Facility, and today we continue to 

support researchers nationwide as a designated Joint Usage/Research 

Center. 

Nearly 25 years have now passed since the Center’s establishment, 

and in that time the scope of spatial information science has greatly 

expanded and become deeply rooted in daily life. Viewing digital 

maps on a smartphone has become commonplace, and in the wake 

of COVID-19, it has even become commonplace to talk about crowd 

congestion in a city using data on the movement patterns of people. 

In addition, arti¿cial intelligence (AI) technology makes it possible 
not only to automatically detect damage to roads while driving, but 

also to create high-definition images that look like real landscapes 

using generative AI. Furthermore, autonomous driving technology 

that measures the surrounding spatial information will soon be 

deployed on actual roads. At the same time, however, we are faced 

with an increasing number of complex social issues such as the aging 

of society, a declining population, the frequent occurrence of large-

scale disasters, and, at the global level, security issues such as social 

division and regional conÀicts. We therefore need to actively consider 
how spatial information science can contribute to solving these 

problems from the perspective of autonomy and sustainability.

In this sense, now that the use of spatial information is commonplace 

for researchers in many ¿elds, it can be said that the ¿rst stage of our 
mission has been accomplished. I believe we are now entering a new 

stage in which we must further expand our conceptual horizon and 

seriously discuss how to build and lead a sustainable digital spatial 

society. In fact, at the University of Tokyo, the Center played a central 

role in establishing the Digital Spatial Society Collaborative Research 

Organization in 2020, and as of April 2024, nearly 80 faculty 

members from 18 departments are engaged in collaborative activities 

and discussions.

While we have a strong desire to continue in this direction, the Center 
is still small in size, and cooperation from all our stakeholders in 

Japan and abroad will be essential to maintain and operate the Center, 

accelerate collaboration, and keep it constantly up-to-date. Thank you 

for your continued support.
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Toward a Disaster-Resilient Society 

Where No One Is Left Behind

Abel Táiti Konno PINHEIRO Assistant Professor (Since December 2024)

Highlights of FY2024

My ¿eld of research is urban disaster mitigation. I focus on 
large-scale disasters, with a particular emphasis on improving 

the safety of collective evacuation, including for people who 

have difficulty evacuating on their own during catastrophic 

events. In particular, I study what is known as high-urgency 

evacuation—situations in which extremely strict time 

constraints require people to reach safe locations as quickly 

as possible to avoid severe damage. Representative examples 

include large-scale disasters affecting wide urban areas, such 

as tsunami inundation and major urban ¿res.
People who face dif¿culties during evacuation include infants, 
older adults, and people with disabilities, collectively referred 

to in Japan as people requiring special assistance during 

a disaster (hereafter, “vulnerable people”). My research 

focuses primarily on disaster-prevention measures for these 

individuals as well as for the supporters who assist them 

during evacuation. Facilities used by vulnerable people—such 

as nursing homes, welfare facilities, and childcare centers—

are often located within hazard-prone areas. In a super-

aging society, ensuring effective evacuation support for such 

populations is becoming increasingly critical.

To better understand real-world evacuation practices in these 

contexts, I conduct experiments and observational studies 

during evacuation drills to capture human behavior in detail. 

Specifically, I use UAV-based aerial footage to track group 

movements while simultaneously measuring participants’ 

vital signs, allowing me to identify changes in behavior 

during evacuation. By using spatial information as a common 
interface, I aim to bridge engineering-based measurement 

and analysis with practical ¿eld knowledge from welfare and 
disaster risk reduction.

Through this research, I have clari¿ed the relationship between 
physical burden and behavioral characteristics experienced by 

evacuees during high-urgency evacuations in wide-scale areas. 

For example, supporters evacuating vulnerable people—

such as by pushing large strollers or wheelchairs uphill—

may experience severe shortness of breath, leading to slower 

transport speeds or near-collisions with surrounding evacuees. 

These delays can propagate to evacuees following behind, 

creating long queues and congestion. From the perspective 

of ensuring community-wide safety, evacuation measures for  

vulnerable people are therefore of critical importance.

In parallel with analyzing human behavior during evacuation, 

I also conduct spatial analyses of evacuation routes using 

UAV-based aerial surveying. By identifying steps, slopes, 
and other barriers that obstruct movement of people using 

mobility aids such as wheelchairs and walkers, and integrating 

this information with evacuation behavior data, it becomes 

possible to develop predictive simulation models that identify 

areas where evacuation is particularly difficult. Existing 

evacuation safety assessment tools may not adequately 

account for real-world constraints that affect the evacuation 

of vulnerable people, such as slope gradients or physical 

strain. By integrating these models with regional secondary 
datasets, I aim to support macro-scale applications—for 

example, mapping the spatial distribution and priority of 

countermeasures, including revising evacuation routes and 

considering the siting or relocation of facilities used by 

vulnerable people.

I have been interested in the visualization of spatial 

information since childhood. Growing up in Kanagawa 

Prefecture, I enjoyed observing the shapes and changes of 

towns by looking at aerial photographs. During high school, 

I participated in a citizen-driven urban planning process in 

Brazil, where I was struck by how maps showing population 
density and social disparities were effectively used to foster 

mutual understanding among participants with diverse 

interests. Through these experiences, I came to appreciate the 

power of spatial information to support decision-making and 

consensus-building.

At university, I studied architecture and urban planning at 

the Federal University of Ceará in Brazil, where I worked 
on research related to spatial information analysis, including 

residential mapping and disaster risk assessment. I then 

pursued my master’s and doctoral studies at Kobe University, 

focusing on disaster-prevention and safety measures for 

schools and childcare facilities. A key turning point that led 

me to my current research was a case study I conducted during 

my doctoral program on tsunami evacuation at childcare 

facilities following the 2011 Great East Japan Earthquake.

Although human casualties were limited in those cases, 

tsunami fires and aftershocks forced repeated changes in 

evacuation destinations. Many childcare workers expressed 

lingering doubts, asking questions such as, “Was our decision 
at that time really the right one?” and “Was this truly the best 
course of action?” Hearing these voices made me strongly 

aware of the need for more realistic evaluation methods and 

clearer visualization of information that can support safe 

decision-making, even under conditions that differ from 

scenarios assumed in advance.

Going forward, I hope to continue advancing research on 

urban disaster mitigation and evacuation safety through 

interdisciplinary collaboration across engineering, welfare, 

and disaster risk reduction, using spatial information as a 

common framework. With the goal of building a disaster-
resilient society from the local to the global scale, I aim to 

organize research findings into forms that can be applied in 

any region and to contribute to the development of disaster-

prevention plans for local governments and facilities.

● Please tell us about your current research

● Please tell us what led you to engage in your 

current research
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Organized Symposium

CSIS DAYS 2024
Held on November 15 - 16, 2024

At Kashiwa Campus, the University of Tokyo <partially broadcast online> 

At CSIS DAYS, research presentations are given not only by 

researchers collaborating with our center on joint research 

projects but also by those participating through an open 

call for presentations unrelated to joint research. Since its 

establishment, our center has conducted an annual symposium, 

and this event marked the 20th symposium since its renaming 

to CSIS DAYS in 2005.

The symposia in 2020-2021 were held online due to the 

COVID-19 pandemic, and the 2022 event was a hybrid, but it 

has been conducted fully in person since 2023. In 2024, a total 

of 215 participants joined us over the course of the event. On 

the ¿rst day, after the opening address by Director Yoshihide 
Sekimoto, there were two sub-sessions, “Nature and Disaster 

Prevention” and “Sensing and Mobility.” Each participant 

gave a ¿ve-minute oral presentation, followed by a 45-minute 
poster presentation. On the second day, there were two sub-

sessions, “Urban and Regional Analysis” and “Livable Cities 
and Tourism.” A total of 59 presentations were made over the 

two days. At the end of the second day, a “Special Session” 

was held, featuring presentations by Dr. Daisuke Hasegawa of 

the University of Tokyo, who received the Best Presentation 
Award in the previous year, and Dr. Fumiharu Mieno of the 

Center for Southeast Asian Studies, Kyoto University, one 

of our partner institutions. The oral presentations and special 

session were also streamed online.

One particularly outstanding presentation is selected from 

each session from the joint research projects with our center, 

and each is given the Joint Research Presentation Excellence 

Award. The following four presentations received the awards:

A-09 Koichi Tanaka (Aoyama Gakuin University)

“Human Mobility Patterns Immediately After the 2024 

Noto Peninsula Earthquake, Based on Point-Based 

People Flow Data”

B-04 Taku Murakami (Saitama University), Narumasa 

Tsutsumida (Saitama University), Takahiro Yoshida 

(CSIS)

“Estimation Building-Level CO2 Emissions in Saitama 

City, Japan”

C-08 Yuta Isaka, Hiroyuki Usui (Chiba Institute of 

Technology)

“Visualization of Geographic Features Mentioned in 

School Songs and Their Spatial Extent: A Case Study of 

Public High Schools in Saitama Prefecture”

D-13 Mamoru Amemiya (University of Tsukuba), Ai 

Suzuki (Fukushima University), Takahito Shimada 

(National Research Institute of Police Science), Hideharu 

Kurita (National Agriculture and Food Research 

Organization)

“Measuring Public–Private Fruit-Theft Patrols Using GPS 

Loggers”

We have also granted the Best Presentation Award to research 
that is outstanding in terms of its importance to the field of 

spatial information science and the innovativeness of the 

research, irrespective of whether it was a joint project with 

our center. The following research was awarded.

A-07 Mizuki Kawabata (Keio University), Michio Naoi 

(Keio University), Shohei Yasuda (Nihon University)

“Economic Effects of Ear thquake Damage Risk 

Reduction”

CSIS DAYS has been highly significant as it provides a 

platform to share the latest academic research trends in 

spatial information science with numerous participants. It 

has also functioned as a venue for building networks that 

connect researchers and practitioners. We hope that it will 
continue to grow and contribute to the prosperity of the spatial 

information science community.

(Note: Some of the English translations of presentation 

titles are provided for reference purposes and are not of¿cial 
translations.)
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Learning spatio-temporal dynamics on mobility networks for 
adaptation to open-world events
Wang, Z., Jiang, R., Xue, H., Salim, F. D., Song, X., Shibasaki, R., Hu, W., Wang, S.

Artificial Intelligence, 335, 104120, 2024.

As a decisive part in the success of Mobility-as-a-Service 

(MaaS), spatio-temporal dynamics modeling on mobility 

networks is a challenging task particularly considering 

scenarios where open-world events drive mobility behavior 

deviated from the routines. While tremendous progress has 

been made to model high-level spatio-temporal regularities 

with deep learning, most, if not all of the existing methods 

are neither aware of the dynamic interactions among multiple 

transport modes on mobility networks, nor adaptive to 

unprecedented volatility brought by potential open-world 

events. In this paper, we are therefore motivated to improve 

the canonical spatio-temporal network (ST-Net) from two 

perspectives: (1) design a heterogeneous mobility information 

network (HMIN) to explicitly represent intermodality in 

multimodal mobility; (2) propose a memory-augmented 

dynamic filter generator (MDFG) to generate sequence-

specific parameters in an on-the-fly fashion for various 

scenarios. The enhanced event-aware spatio-temporal network, 

namely EAST-Net, is evaluated on several real-world datasets 

with a wide variety and coverage of open-world events. Both 

quantitative and qualitative experimental results verify the 

superiority of our approach compared with the state-of-the-

art baselines. What is more, experiments show generalization 

ability of EAST-Net to perform zero-shot inference over 

different open-world events that have not been seen.

Outstanding Research Result 1

Highlights of FY2024

Time Series Histograms of Ground Truth and (2-hour ahead) Predictions of Citywide Taxi Demand 

in NYC from 22 Jan. 2016 to 27 Jan. 2016 (6 days).

5 CSIS Annual Report 2024



Joint Usage / Research

Gaussian Approximation and Spatially Dependent Wild 
Bootstrap for High-Dimensional Spatial Data
Kurisu, D., Kato, K., Shao, X.

Journal of the American Statistical Association, 119, 1820-1832, 2024.

In this article, we establish a high-dimensional CLT for 

the sample mean of p-dimensional spatial data observed 

over irregularly spaced sampling sites in R
d
, allowing the 

dimension p to be much larger than the sample size n. 

We adopt a stochastic sampling scheme that can generate 

irregularly spaced sampling sites in a flexible manner and 

include both pure increasing domain and mixed increasing 

domain frameworks. To facilitate statistical inference, we 

develop the spatially dependent wild bootstrap (SDWB) and 

justify its asymptotic validity in high dimensions by deriving 

error bounds that hold almost surely conditionally on the 

stochastic sampling sites. Our dependence conditions on the 

underlying random ¿eld cover a wide class of random ¿elds 

such as Gaussian random ¿elds and continuous autoregressive 

moving average random ¿elds. Through numerical simulations 

and a real data analysis, we demonstrate the usefulness of our 

bootstrap-based inference in several applications, including 

joint confidence interval construction for high-dimensional 

spatial data and change-point detection for spatio-temporal 

data.

Outstanding Research Result 2

[Top] Comparison between the proposed methods ( ○ , △ ) and existing methods (+, ×) 

based on numerical experiments. Curves closer to the horizontal line at 0.95 indicate better 

performance.

[Bottom] Locations of weather stations in the Midwestern States (left) and the results of the 

analysis of changes in precipitation trends. Gray bands deviating further above or below the 

horizontal line at 0 suggest more pronounced trend changes.
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Overview

Many phenomena and social problems occurring in our world are closely linked with spatial factors. Spatial information science 

provides fundamental methods to understand and address these phenomena and problems. In other words, spatial information 

science is the research ¿eld that focuses on systematically constructing, managing, analyzing, synthesizing, and communicating 

spatial data with explicit spatial locations and areas in nature, society, economics, culture, and others. It also involves studying 

general methods for application to various disciplines.

What is spatial information science?

The Center for Spatial Information Science serves as a Joint Usage/Research Center, focusing on research in spatial information 

science. It also develops and offers a spatial data infrastructure for nationwide researchers’ access. Research in spatial information 

science covers fundamental, applied, and policy science, requiring collaboration with industry, government, and academia. 

Our center primarily engages in the following three activities:

(1) Creation, deepening, and dissemination of spatial information science

(2) Development and provision of spatial data infrastructure for academic research

(3) Promotion of joint research between industry, government, and academia

Purpose of CSIS

1998.4 Establishment of Center for Spatial Information Science (Komaba Research Campus Building #16)

9
Hosting of First CSIS Symposium (Opening Memorial Symposium) (Hongo), subsequently held 

yearly

12 Start of joint research using spatial data

1999.9 Publication of CSIS Annual Report Vol. 1

2000.4 Start of operation of CSIS data sharing system service

2001.7 Start of operation of CSV address matching service

2003.8 Relocation to Komaba Research Campus Building #45 3rd floor

2004.4 Establishment of the University of Tokyo as National University Corporation

2005.3 Relocation to Kashiwa Campus, Kashiwa Research Complex 4th floor

9
Hosting of First CSIS DAYS (Session of Inter-University Research Activities in Japan), subsequently 

held yearly

2006.4 Start of activities as a national joint-use facility

10 Hosting of National Joint-Use Facility Anniversary Memorial Symposium (Kashiwa)

History

About CSIS
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1998.4.9-2005.3.31 OKABE Atsuyuki

2005.4.1-2010.3.31 SHIBASAKI Ryosuke

2010.4.1-2014.3.31 ASAMI Yasushi

2014.4.1-2018.3.31 OGUCHI Takashi

2018.4.1-2024.3.31 SEZAKI Kaoru

2024.4.1- SEKIMOTO Yoshihide

Past Directors

2008.4
Establishment of Corporate Sponsored Research Program “Research Initiative for Geospatially 

Enabled Society”

2010.4
Certification as Joint Usage / Research Center (Joint Usage / Research Center for Spatial 

Information Science Research)

5 Start of operation of Joint Research Assist System “JoRAS”

2011.6
Establishment of Corporate Sponsored Research Program “Next-Generation Management of 

Infrastructure Data”

2014.2 Hosting of 15th Anniversary Memorial Symposium

2016.4
Re-certification as Joint Usage / Research Center (Joint Usage / Research Center for Spatial 

Information Science Research)

7

Establishment of two new divisions: “Space System / G-Spatial Information Coordination and Utilization 

Engineering Research Division” and “Global G-Spatial Information Corporate Sponsored Research 

Program”

2019.4
Establishment of Corporate Sponsored Research Program “Division of Real Estate Information 

Science”

2020.4 Establishment of Digital Space Society  (DSS) with CSIS and eight departments within the university

2022.4
Re-certification as Joint Usage / Research Center (Joint Usage / Research Center for Spatial 

Information Science Research)

5
Establishment of Global Spatial Data Commons Initiative (Corporate Sponsored Research Program) in 

DSS

2024.7 Establishment of Civic Tech Design Initiative (Corporate Sponsored Research Program) in DSS

10
Establishment of Spatial Formation for Innovation Hubs and its Evaluation (Social Cooperation 

Research Departments)

History

Overview
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Name Affiliation Position

SEKIMOTO 
Yoshihide

CSIS
Director/
Professor

KUMADA Akiko
Graduate School of 
Engineering

Professor

SATO Yasuhiro
Graduate School of 
Economics

Professor

KAYANNE 
Hajime

Graduate School of 
Science

Professor

SATO Yoichi
Institute of Industrial 
Science

Professor

TAKAHASHI 
Takaaki

CSIS Professor

OGUCHI 
Takashi

CSIS Professor

SEZAKI Kaoru CSIS Professor

YAMADA Ikuho CSIS Professor

KURISU 
Daisuke

CSIS
Associate 
Professor

Dinesh 
MANANDHAR

CSIS
Associate 
Professor

Name Affiliation Position

NISHIYAMA 
Yuuki

CSIS
Assistant Professor 
(Lecturer)

OGAWA 
Yoshiki

CSIS
Assistant Professor 
(Lecturer)

OTSU Yuki CSIS
Assistant Professor 
(Lecturer)

JIANG 
Renhe

CSIS
Assistant Professor 
(Lecturer)

YOSHIDA 
Takahiro

CSIS
Assistant Professor 
(Lecturer)

MURAKAMI 
Ikuya

Graduate School 
of Humanities and 
Sociology

Professor

KOHYAMA 
Hiroyuki

Graduate Schools 
for Law and Politics

Professor

HOSOI 
Fumiki

Graduate School of 
Agricultural and Life 
Sciences

Professor

NAKAGAMI 
Gojiro

Graduate School of 
Medicine

Professor

Steering Committee

Steering Committee and Research Advisory Board

Professors
Associate 

professors

Assistant 

professors 

(Lecturers)

Assistant 

professors
Researchers Technical staff

Administrative 

staff
Total

Full-time 5 2 6 6 4 3 0 26

Part-time 1 1 0 1 5 3 6 17

Total 6 3 6 7 9 6 6 43

Number of faculty and staff

Members

Name Affiliation Position

SEKIMOTO 
Yoshihide

CSIS, The University of 
Tokyo

Director/
Professor

SEZAKI Kaoru
CSIS, The University of 
Tokyo

Professor

TAKAHASHI 
Takaaki

CSIS, The University of 
Tokyo

Professor

OGUCHI 
Takashi

CSIS, The University of 
Tokyo

Professor

YAMADA Ikuho
CSIS, The University of 
Tokyo

Professor

SADAHIRO 
Yukio

Interfaculty Initiative in 
Information Studies, The 
University of Tokyo

Professor

Name Affiliation Position

OHMORI Nobuaki Utsunomiya University Professor

OSARAGI 
Toshihiro

Institute of Science 
Tokyo

Professor

MATSUYAMA 
Hiroshi

Tokyo Metropolitan 
University

Professor

KIDOKORO 
Yukihiro

National Graduate 
Institute for Policy 
Studies

Professor

KONOMI Shin'ichi Kyushu University Professor

KAWABATA 
Mizuki

Keio University Professor

Research Advisory Board

Organization

About CSIS
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Name Position

KIMURA Yusuke
Technical Support 
(Project Researcher)

SUZUKI Ai
Research Administrator 
(Project Academic Specialist)

MIHASHI Naoki
System Engineer 
(Project Academic Specialist)  

Name Position

SAKATA Kazue Administrative Staff

IIIZUMI Shinobu Administrative Staff

MIYATA Yuko Administrative Staff

JENNINGS Yukiko Administrative Staff

Administrative Staff

Name Position Division

SEKIMOTO Yoshihide Director/Professor SIE

YAMADA Ikuho Vice Director/Professor SIA

SEZAKI Kaoru Professor SIE

OGUCHI Takashi Professor SIA

TAKAHASHI Takaaki Professor SSER

KURISU Daisuke Associate Professor SSER

Dinesh MANANDHAR Associate Professor SIE

NISHIYAMA Yuuki
Assistant Professor 
(Lecturer)

JUR

OGAWA Yoshiki
Assistant Professor 
(Lecturer)

JUR

OTSU Yuki
Assistant Professor 
(Lecturer)

SSER

Name Position Division

JIANG Renhe
Assistant Professor 
(Lecturer)

JUR

YOSHIDA Takahiro
Assistant Professor 
(Lecturer)

SIA

PANG Yanbo
Project Assistant Professor 
(Lecturer)

JUR

IIZUKA Kotaro Assistant Professor SIE

Abel Táiti Konno 
PINHEIRO

Assistant Professor JUR

YAZAWA Yuriko Project Assistant Professor JUR

Core members

SIA: Division of Spatial Information Analysis

SIE: Division of Spatial Information Engineering

SSER: Division of Spatial Socio-economic Research

JUR: Division of Joint Usage and Research

Name Affiliation Position

ASAMI 
Yasushi

Graduate School of 
Engineering

Professor

NAKASUKA 
Shin-ichi

Graduate School of 
Engineering

Professor

SADAHIRO 
Yukio

Interfaculty Initiative in 
Information Studies

Professor

KOBAYASHI 
Hiroki

Information Technology 
Center

Professor

Name Affiliation Position

YAMAZAKI 
Dai

Institute of Industrial 
Science

Associate 
Professor

HONMA 
Kentaro

Institute of Industrial 
Science

Associate 
Professor

SHIBUYA 
Yuya

Interfaculty Initiative in 
Information Studies

Associate 
Professor

Joint-Appointment members

Name Position

SHIRAMATSU Shun Project Professor (Fixed-term)

SETO Toshikazu
Project Associate Professor 
(Fixed-term)

Deeksha ARYA Project Assistant Professor

IWAI Yuki Project Assistant Professor

LI Dongyuan Project Assistant Professor

MIZOBUCHI Mayumi
Project Assistant Professor 
(Fixed-term)

UMEDA Yuriko Project Researcher

Name Position

MA Jue Project Researcher

CHEN Shenglong Project Researcher

ZHAO Chenbo Project Researcher

OMATA Hiroshi Project Researcher (Fixed-term)

MATSUSHIMA 
Ryuichi

Project Researcher (Fixed-term)

FUJINO Asaki Project Researcher (Fixed-term)

SHIRASAWA Miyuki Project Researcher (Fixed-term)

Project members

Overview
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Division of Spatial Formation for Innovation Hubs and its Evaluation

This division investigates the formation of innovation hubs from a spatial perspective. It analyzes the location dynamics of startups 

and the effectiveness of innovation promotion measures implemented in incubation facilities both quantitatively and qualitatively so 

as to obtain insights into regional and spatial developments that attract new startups and support their growth.

CSIS comprises the following research divisions to promote spatial information science.

Division of Spatial Information Analysis

This division develops methods for extracting spatial characteristics such as the shape and distribution of various spatial phenomena 

including landforms, hydrology, vegetation, society, culture, language, and economy. The division also develops and applies spatial 

analysis theory to uncover the underlying mechanisms. In addition, the division developed a system to support spatial decision-

making that contributes to the planning processes of real society, for example, to predict future phenomena or analyze policies.

Division of Spatial Information Engineering

This division conducts research on various techniques and integrates and mines methods to ef¿ciently obtain an enormous volume 
of data connected to location and time generated by various sensors dispersed throughout a real space. Furthermore, data reÀecting 
the conditions of real spaces dispersed on the internet are collected. This division also studies extensive applications based on 

spatio-temporal data such as data visualization, location information services, and future prediction.

Division of Spatial Socio-Economic Research

The aim of this division is to promote theoretical and empirical studies on diverse social and economic phenomena, focusing on 

their spatio-temporal characteristics. Furthermore, the division develops methods to statistically analyze the spatio-temporal data 

needed in empirical analyses. It also constructs spatio-temporal databases that are made available to researchers across Japan to 

enhance empirical research in the social sciences, in particular, in urban and regional economics.

Division of Joint Usage and Research

This division reconstructs scattered spatial data and spatial knowledge to compile a spatial information base. It conducts research 

and development activities focused on environments that support research and educational activities related to these data and that 

use them in sophisticated applications. In addition to designing, implementing, and validating initiatives directed at the development 

of research communities, this division studies the environments, methods, and systems needed to promote social applications of the 

spatial information base.

Research Division

About CSIS

Visiting members

Name Affiliation Position

KUBO Nobuaki
Tokyo University of Marine 
Science and Technology

Visiting Professor

SEETHARAM 
Kallidaikurichi 
Easwaran

Asian Development Bank Visiting Professor

MAKANAE Koji Miyagi University Visiting Professor

INATSUGU Hiroaki Waseda University Visiting Professor

SHOJI Masahiko Musashi University Visiting Professor

YANO Keiji Ritsumeikan University
Visiting Professor 
(Domestic Bases)

NAKAMURA Ryohei Okayama University
Visiting Professor 
(Domestic Bases)

MITANI Yasuhiro Kyushu University
Visiting Professor 
(Domestic Bases)

YAN Wanglin Keio University
Visiting Professor 
(Domestic Bases)

ONOZATO 
Masahiko

Hokkaido University
Visiting Professor 
(Domestic Bases)

MORI Tomoya Kyoto University
Visiting Professor 
(Domestic Bases)

KIMURA Keiji Nara University
Visiting Professor 
(Domestic Bases)

MIYAUCHI 
Hisamitsu

University of the Ryukyus
Visiting Professor 
(Domestic Bases)

SEKINE Tomoko Nihon University
Visiting Professor 
(Domestic Bases)

Name Affiliation Position

YARAI 
Hiroshi

Ministry of Land, 
Infrastructure, 
Transport and Tourism

Visiting Professor 
(Domestic Bases)

TSUTSUMI 
Morito

University of Tsukuba
Visiting Professor 
(Domestic Bases)

YAMAMOTO
Kazuhiro

Doshisha University
Visiting Professor 
(Domestic Bases)

OKUNUKI 
Kei-ichi

Gunma University
Visiting Professor 
(Domestic Bases)

ITO Fumiko
Tokyo Metropolitan 
University

Visiting Professor 
(Domestic Bases)

MIENO 
Fumiharu

Kyoto University
Visiting Professor 
(Domestic Bases)

NAKAJIMA 
Kentaro

Hitotsubashi 
University

Visiting Professor
 (Domestic Bases)

KASAI Mio Hokkaido University
Visiting Professor
(Domestic Bases)

SAITO Hitoshi Nagoya University
Visiting Associate Professor 
(Domestic Bases)

SUGA Yuzo
Hiroshima Institute of 
Technology

Visiting Researcher 
(Domestic Bases)

SUZUKI 
Atsushi

Rissho University
Visiting Researcher 
(Domestic Bases)

KAWANO 
Hiroyuki

Nanzan University
Visiting Researcher 
(Domestic Bases)
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Budget

Category Unit: thousand Yen

Management Expense Grants for 
National University Corporations

267,000

External Funds 291,000

Total 558,000

Settlement

Category Unit: thousand Yen
Number of 

projects

Grants-in-Aid for Scientific 
Research (Principal Investigator)

49,210 14

Other Subsidies 4,960 2

Collaborative Research with 
Private Sector

80,831 10

Funds for Contract Research 186,377 15

Endowments 38,950 12

External Funds, etc.

Overview

Research and Education Activities

Field Article
International 

conference

Domestic 

conference etc.
Books

Computation & 
Mathematics

10 11 6 0

Engineering 25 25 24 0

Environment & 
Earth science

13 5 8 1

Clinical 
Medicine

0 0 1 0

Humanity and 
Social science

3 0 0 1

Total 51 41 39 2

Publications

Awards   A total of 8 awards were received. Five representative cases are listed below.

Name Name of award Year. Month Title of the research for award

Arai, K., Kamada, M., Yoshida, 

T., Yamada, I., & Hino, K.

Best Presentation Award,

The 26th Annual Scientific Meeting of 

the Japanese Association of Exercise 

Epidemiology

2024.6

Large-scale Descriptive Epidemiology of Step 

Counts Among 1.2 Million Smartphone App Users: 

An Analysis of Inter-municipality Disparities

Atsumi, S. IPSJ Yamashita SIG Research Award 2024.7
UV Index Estimation from GNSS Satellite Signals 

Using Point-Cloud Neural Networks

Kurisu, D.
The 38th Japan Statistical Society Ogawa 

Award
2024.9 Nonparametric Statistical Analysis of Spatial Data

Ito, M., Tsubouchi, K., Nishio, 

N., Shimosaka, M., Taya, A., 

Sezaki, K., & Nishiyama, Y.

ACM UbiComp 2024 Best Poster Award 2024.10

Investigating Acceptable Voice-based Notification 

Timings through Earable Devices: A Preliminary 

Field Study

Deeksha Arya Asian Deans' Forum The Rising Star award 2024.11 Global Road Damage Detection

Note: Some of the English translations of award names and presentation titles are provided for informational purposes and are not official 

designations by the respective academic societies.
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Program Faculty / Graduate School Number

Undergraduate 
program

Faculty of Engineering 6

Subtotal 6

Master's 
program

Graduate School of Engineering 18

Graduate School of Frontier 
Sciences

28

Graduate School of Information 
Science and Technology

3

Graduate School of 
Interdisciplinary Information 
Studies

6

Graduate School of Science 1

Subtotal 56

Doctoral 
program

Graduate School of Engineering 20

Graduate School of Frontier 
Sciences

17

Graduate School of Information 
Science and Technology

4

Subtotal 41

Total 103

Students (including students of joint-appointment faculty)

About CSIS Overview
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Joint Usage/Research

Services Provided

Joint Usage / Research

Since its establishment in 1998, CSIS has maintained various 

spatial data and services as the Spatial Data Infrastructure 

for Academic Research, which supports and promotes spatial 

information science-related research by allowing for its use in 

joint research with researchers nationwide.

The Spatial Data Infrastructure for Academic Research 

includes a variety of data, with 1,112 datasets and services 

currently available for use. Examples include the people Àow 
data series and detailed address-matching services. Those 

who wish to use the infrastructure apply for “Joint research 

using spatial data” through the Joint Research Assist System 

(JoRAS) for approval.

Joint Research Using Spatial Data (JoRAS)
https://joras.csis.u-tokyo.ac.jp/

The ArcGIS license for university members is a service 

for higher education institutions that allow people to use 

products for spatial information processing, analysis, and 

management that are developed and sold by Environmental 

Systems Research Institute, Inc. (ESRI) in the United States. 

The license can be used not only for research but also for 

educational purposes, such as classes and exercises. CSIS 

has obtained this ArcGIS site license and provides it to 

faculty, staff, and students within the university. The main 

available products include ArcGIS Pro, ArcGIS Online, and 

City Engine. Support is also provided for analyses using GIS 

through a support system that includes GIS seminars.

ArcGIS License for University Members
https://arcgis.csis.u-tokyo.ac.jp/

About CSIS
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About CSIS

CSV Address Matching Service
https://geocode.csis.u-tokyo.ac.jp/

In this service, address matching
*2

 is conducted on CSV-

format
*1

 data, which include address and place name fields. 

Latitude / longitude or public survey coordinate system 

coordinate values are added, and these are then made into data 

that could be used in GIS. Spatial data could be easily created 

from address books, customer databases, and questionnaires, 

among others.

*1:CSV format

A text file data format with one record per line and each field 

within a record separated by a comma. It can be output using 

almost any database management software or spreadsheet 

software, and it could also be created and modified using a text 

editor.

*2:Address matching

Processing where numerical coordinate values such as latitude 

and longitude are provided to handle data that contain addresses 

in GIS. More precisely, this is sometimes called “address 

geocoding.” Address matching can be achieved by repeating the 

process of looking at the address part of each record, finding 

its corresponding address on a map, and adding its coordinates 

to the record. This service conducts address matching via the 

internet.

Example of mapping the location of a list of universities (from the above website)
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Joint Usage / Research

Spatial analysis along networks (SANET)  is a tool for 

analyzing spatial events that occur on or along networks. 

Examples of analysis subjects include traffic accidents that 

occur on roads, stores that face roads, and beaver lodges built 

in waterways. Networks include not only roads but also rivers, 

pipelines, and cable networks. CSIS provides the SANET 

software to users for research and educational purposes only.

Conventionally, spatial analysis has often utilized ordinary 

analysis methods that assume Euclidean distances on a plane, 

even for analyzing events that occur on networks. However, 

the Euclidean distance between two points on a plane and 

the corresponding shortest path distance along a network are 

different. Therefore, it is inappropriate to assume Euclidean 

distances when analyzing network events, particularly in 

urbanized areas. In practice, it is known that the difference 

between the two distance types is over 20% when the 

Euclidean distance is less than 400 m.

Spatial analysis on networks was built to appropriately 

analyze events that occur on networks. Spatial analysis on 

networks explicitly incorporates into its analysis methods the 

fact that events on a network can occur only on a network (e.g., 

traf¿c accidents involving cars only occur on roads), and that 
the shortest path distance along networks is appropriate for 

measurements of the distance between events on a network. 

Compared to ordinary spatial analysis, which assumes 

Euclidean space, spatial analysis on networks enables more 

appropriate and realistic analysis of network events, but it 

has a high geometrical and topological computational load. 

Because it is a new methodology, general GIS software tends 

not to support them, which is another obstacle to the use of 

spatial analysis on networks.

A GIS toolbox called SANET was developed to overcome 

these problems. SANET allows for the use of various methods 

of spatial analysis on networks with an easy-to-understand 

user interface, so that even application-oriented GIS 

researchers who are not necessarily pro¿cient in programming 
can easily conduct spatial analysis on networks using detailed 

data. Since its release in 2002, SANET has been used by 

many researchers both domestically and internationally.

SANET
http://sanet.csis.u-tokyo.ac.jp/index.html
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About CSIS

A metropolitan area is formed by the connection between a 

central city and its surrounding areas (mainly suburbs), and 

it is different from an administrative city area. Researching 

urbanization and urban problems requires de¿ning substantive 
metropolitan areas and building statistical databases. In 

the United States, official metropolitan areas have been 

established since 1947, and statistical data have been 

developed, but in Japan, researchers have only proposed 

metropolitan areas independently, and statistical databases 

were not well developed.

The CSIS proposed the Urban Employment Area
*1

 (UEA) as 

a new metropolitan area de¿nition that can be widely used by 
researchers and policymakers, and is currently developing a 

statistical database for each metropolitan area.

UEA is an urban setting where:

 (1) central cities are set according to the DID
*2

 population,

 (2)   suburban cities are set as municipalities with a commuting 

rate of at least 10% to the central city, and

 (3)   the existence of multiple central cities within the same 

metropolitan area is allowed.

A metropolitan area with a central city DID population of 

at least 50,000 people is called a metropolitan employment 

area (MEA), and a metropolitan area with a central city DID 

population between 10,000 and 50,000 people is called a 

micropolitan employment area.

Every ¿ve years from 1990 to 2015, MEAs were set based on 
census results, and statistical data for each employment area 

were published on the CSIS website.

Urban Employment Area
https://www.csis.u-tokyo.ac.jp/UEA/index_e.htm

*1:Metropolitan area that was proposed by “Metropolitan Area 

Definitions in Japan” (Y. Kanemoto and K. Tokuoka, Journal of 

Applied Regional Science, No. 7, 1-15 (2002)), where revisions 

were made to the Standard Metropolitan Employment Area 

by Hiroyuki Yamada and Kazuyuki Tokuoka to suit recent 

circumstances.

*2: A Densely Inhabited District (DID) is an area within the 

boundaries of a municipality, adjacent to a high-density (as a 

general rule, population density of approximately 4,000 people or 

more per km2) census tract, and with a population of at least 5,000 

people at the time of the census. In the United States, Urbanized 

Areas and Urban Clusters are sometimes set across multiple 

administrative areas, but in Japan, they are established within 

each municipality (from “Metropolitan Area Definitions in Japan”).
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There has been an increasing need in recent years to 

understand people’s movements in fields, such as disaster 

prevention, crime prevention, marketing, transportation, 

and urban planning. It has become possible to obtain more 

detailed data through not only conventional statistical 

surveys but also technological innovations, such as GPS 

and mobile communication history. However, using these 

data at a business level requires consistent data quality. 

Efficiently processing, storing, displaying, and providing 

data is also important. In this project, we conduct research on 

quality assurance of people flow-related data and common 

infrastructure to achieve spatiotemporal services.

People flow data involves data relating to the movement 

of people organized by spatiotemporal position. The data 

is sometimes created using mobile phones or social media; 

however, this service mainly provides data created from 

personal trip survey data (PT data) conducted by national 

and local governments. The data creation method involves 

specifying the starting and ending point locations, searching 

for the shortest path, and interpolating the location every 

minute. The attributes of the PT data are made sufficiently 

coarse when creating the data to eliminate reproducibility.

People Flow Project
https://pflow.csis.u-tokyo.ac.jp/home/

Visualization of People Flow data using person trip survey data (Tokyo metropolitan area, 2008)
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Top: Visualization of national-level link traffic volume

Bottom (Left): Mesh population distribution, Bottom (Right): Link traffic volume

Pseudo People Flow dataset utilizes open survey data and 

commercially available data at a low cost to recreate the 

typical movements of the population throughout a typical 

weekday. Similar to the 'People Flow dataset,' it provides not 

just fragmentary location information but also details about 

what kinds of people are moving, for what purposes, when, 

by what means of transportation, and from where to where. 

On the other hand, this dataset uses survey data to create a 

synthetic population and then artificially replicates people's 

typical daily activities. Since it does not use actual location 

data of individuals, the results can be made publicly available 

for research purposes.

Data for this project is also provided within the CSIS joint research 

framework. There are 45 people flow series datasets in total, with 

the following datasets included.

1988, 1998, 2008 Tokyo metropolitan area/ 2000 Keihanshin 

metropolitan area/ 2001, 2011 Chukyo metropolitan area/ 2010 

Kinki metropolitan area/ 2005 Northern Kyushu metropolitan 

area/ 1994 Okayama prefecture southern metropolitan area/ 2001 

Miyazaki metropolitan area/ 1999 Toyama & Takaoka metropolitan 

area/ 2006 Central Hokkaido metropolitan area/ 1997 Kochi 

metropolitan area/ 2001 Nagano metropolitan area/ 2002 Sendai 

metropolitan area/ 2003 Yamaguchi & Hofu metropolitan area/ 2006 

Okinawa island mid-southern metropolitan area/ 2007 Matsuyama 

metropolitan area/ 2007 Kanazawa metropolitan area/ 1996 Manila 

metropolitan area/ 2002 Jakarta metropolitan area/ 2004 Hanoi 

metropolitan area/ 2009 Dhaka metropolitan area/ 2012 Maputo 

metropolitan area/ 2001 Cairo metropolitan area/ 2010 Lahore 

metropolitan area/ 2013 Nairobi metropolitan area/ 2003 Ho Chi 

Minh City metropolitan/ 2008 Da Nang metropolitan area/ 2012 

Phnom Penh metropolitan area, etc. 
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The Reconstruction Support Survey Archive is an archive 

of the results of the “Survey on reconstruction support for 

urban areas affected by the Great East Japan Earthquake and 

Tsunami” by the City Bureau, Ministry of Land, Infrastructure, 

Transport and Tourism of Japan (MLIT)
*1

, and it is made 

available on the internet by CSIS with data provided by the 

bureau.

We are making raw survey data public to the maximum extent 

possible, as well as providing an environment where the data 

can be easily visualized online, thereby minimizing the burden 

on users. However, due to data constraints, some information 

is made available to the public on a limited basis.

Archive data items and their overview

● Previous reconstruction plans: The literature and other 

documents were used to organize representative tsunami 

damage in the Sanriku region, such as the Meiji Sanriku 

Tsunami, Showa Sanriku Tsunami, and Chile Earthquake 

Tsunami, as well as reconstruction plan/project contents, 

project implementation status, and other information.

● Inundation areas: Field checks were conducted using 

the tsunami inundation range maps of the Geospatial 

Information Authority of Japan as well as aerial photographs 

taken after the earthquake as references to understand the 

extent of the tsunami.

● Inundation height: The inundation height was determined 

on the basis of actual measurements of inundation 

marks at the site. If no inundation traces were found, 

existing materials were used as reference. Furthermore, if 

determining the inundation height using these values was 

difficult, the inundation height was supplemented with the 

Reconstruction Support Survey Archive
http://fukkou.csis.u-tokyo.ac.jp/

*1:“Recommendations for Reconstruction: Hope amidst the 

Tragedy,” which was a proposal by the government-established 

Reconstruction Design Council in Response to The Great East 

Japan Earthquake, demonstrated the importance of research 

on earthquake disasters and the need for recording and passing 

on valuable information about disasters. In response, in their 

basic reconstruction policy, the government stated that they 

would conduct detailed research to contribute to future disaster 

prevention measures; develop a system for collecting, preserving, 

and publishing records and lessons learned from earthquakes 

and tsunami disasters; create a system that would store and 

utilize these records in a central manner that anybody could 

access; and disseminate that information.

Based on this policy, the MLIT City Bureau archived the results 

of the “Survey on reconstruction support for urban areas affected 

by the Great East Japan Earthquake and Tsunami” so that they 

could be appropriately recorded and widely used.

values of neighboring locations. Further, 5-m mesh data 

are available from Hachinohe City in Aomori Prefecture to 

Minamisoma City in Fukushima Prefecture, Hirono Town, 

and Iwaki City, but their accuracy not guaranteed.

● Disaster status: Photographs and videos of the damage 

caused by the tsunami were collected, and GIS data of the 

disaster-affected areas and photographed areas were created.

● Inundation traces: The location, height, and basis of the 

inundation traces were determined through ¿eld surveys and 
other methods.

● Evacuation center operation status: After organizing 

the local disaster prevention plan, GIS data for evacuation 

centers were created by understanding the evacuation centers 

that were the primary evacuation sites through documentary 

materials and interviews.

● Disaster prevention facility operation status: The 

operational status of disaster prevention radio systems, 

alarms, sirens, and so on was determined through 

documentary materials and interviews. This information 

was compiled into a survey form, and GIS data for disaster 

prevention facilities and transmitting facilities were then 

created.

● Building damage status: Damaged buildings were 

classified into six categories based on field surveys. As a 

general rule, the classi¿cation judgment was based on visual 
inspection; thus, it did not necessarily match the disaster 

victim certification. Data on flooding depths for buildings 

is also available, based on a 5-meter mesh that takes into 

account the topography. (only from Hachinohe City, Aomori 

Prefecture, to Minamisoma City, Fukushima Prefecture, 

Hirono Town, and Iwaki City).

● Building damage area: The inundation areas were 

classified into areas based on the building damage status, 

and GIS data of the disaster area were created.

● Evacuation method (individuals, businesses): Interview 

surveys with individuals or businesses were used to 

understand the actual circumstances and routes of evacuation 

behavior. The information was compiled into a survey form, 

and GIS data of the evacuation routes, evacuation locations, 

tsunami conditions, and road conditions were created.

● Evacuation method (villages, etc.): Interview surveys 

with neighborhood associations, fire brigades, and so on 

were used to understand the actual circumstances and 

routes of evacuation behavior. This information was then 

summarized in a map.

● Rescue / relief activities: Interview surveys were used to 

determine the rescue process and details of people rescued 

Joint Usage / Research
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from primary evacuation sites (tall buildings, plateaus, etc.), 

and the information was summarized in a survey form.

● Disaster victim status: The literature was used to determine 

information on fatalities and missing people, and this 

information was used to create GIS data (as of end of June 

2011, etc.).

● Disaster prevention facility damage (rivers, coasts, 

steep slopes, erosion control, windbreak forests / 

tidebreak forests): A summary table (survey form for 

windbreak forests / tidebreak forests) was created to 

summarize the damage status to the extent that it could be 

determined through ¿eld surveys and previous materials, and 
GIS data of the damaged areas were created.

● Infrastructure damage (roads, ports, sewage systems, 

parks, green areas): A summary table (survey form for 

green areas) was created to summarize the damage status to 

the extent that it could be determined through ¿eld surveys 
and previous materials, and GIS data of the damaged areas 

were created.

● Lifeline damage (water supply, gas): A summary table 

was created to summarize the damage status to the extent 

that it could be determined through field surveys and 

previous materials, and GIS data of the damaged areas were 

created.

● Public facility damage (buses, hospitals / welfare 

facilities): A summary table was created to summarize 

the damage status to the extent that it could be determined 

through ¿eld surveys and previous materials, and GIS data 
of the damaged areas were created.

● Cultural property damage: The damage status of cultural 

properties that are highly related to town development 

(tangible cultural properties, intangible cultural properties) 

was summarized into a survey format to the extent that it 

could be determined through field surveys and previous 

materials, and GIS data of the locations were created. 

The location information of well-known buried cultural 

property sites was investigated to the extent that it could be 

determined through ¿eld surveys and previous materials, and 
this was converted to GIS data.

● Educational facility damage: A summary table was created 

to summarize the damage status to the extent that it could be 

determined through ¿eld surveys and previous materials, and 
GIS data of the locations were created.
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We provide point clouds, DEMs, and image data as well 

as analysis tools and operation manuals relating to the 

acquisition, analysis, and various applications of high-

definition topography and feature information derived from 

laser surveying, SfM multi-view stereo photogrammetry, 

unmanned aerial vehicles (UAVs, commonly known as 

drones), and other methods.

High-de¿nition topography refers to increasing the resolution 
of geoscientific data to demonstrate what was previously 

invisible or only vaguely visible. However, despite the 

advantages of higher resolution, there is also the problem that 

the details are so ¿ne that it becomes dif¿cult to discern what 
is being eyed. The theme of this project is “high-de¿nition”, 
and the aim is to increase the number of required resolution 

options to enable the consideration and selection of the 

optimal resolution.

The measurement tools we have used include terrestrial laser 

surveying, SfM multi-view stereo photogrammetry, and UAVs. 

Terrestrial laser surveying is a technology that uses lasers 

to measure the distance to an object, and it can obtain shape 

information in the surrounding area with high accuracy. It is a 

technology that was originally developed and used in the ¿eld 
of engineering, but in recent years has also been applied to the 

¿eld of earth science. SfM multi-view stereo photogrammetry 
is a technology that uses photographs captured from multiple 

perspectives to reconstruct a three-dimensional structure 

of an object. This technology can be used at various scales. 

When using small-scale UAV systems, the UAV can be used 

to capture high-resolution aerial photographs from a variety 

of perspectives. It is also becoming more widely used in the 

earth science ¿elds. In our project, we are also planning the 
Open Drones Safety Manuals Project for safe operation and 

data acquisition.

We are also developing analysis tools to efficiently utilize 

high-de¿nition topography information.
→KET: extraction of steep segments (knickzones/knickpoints) 
from DEM

http://topography.csis.u-tokyo.ac.jp/resources/tools_ket/index.

html

https://github.com/hdtopography/KET
Data for this project is also provided within the CSIS joint 

research framework.

●Higashigodo watershed collapse area TLS dataset

●Ryugashido Cavern TLS dataset

●Sanriku coastal area 2

●Aburatsubo Tunnel TLS/SfM dataset

●Kowai riverbed TLS dataset

●Orval Abbey TLS/SfM dataset

●Aso Volcano Sensuikyo Area SfM dataset

HD-Topography Project
https://www.hdtopography.org/

Precise surveying of tsunami-affected areas in the Aneyoshi district of Miyako City, Iwate Prefecture, using a 

terrestrial laser scanner
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Joint Research Projects

Field Article International conference Domestic conference etc.

Physics 1 3

Computation & Mathematics 4

Engineering 22 10 74

Environment & Earth science 1 3 14

Humanity and Social science 10 6 16

Total 34 19 111

Achievements in joint research projects

Organized and Co-organized Symposium

Symposium / lecture

Number of symposia 

and lectures

Number of 

participants

5 525

For researchers

Seminar / study group / workshop

Number of seminars, 

study groups and 

workshops

Number of 

participants

22 660

Total

Number of 

symposia, etc.

Number of 

participants

27 1195

Symposium / lecture

Number of symposia 

and lectures

Number of 

participants

5 690

For non-researchers

Seminar / study group / workshop

Number of seminars, 

study groups and 

workshops

Number of 

participants

7 206

Total

Number of 

symposia, etc.

Number of 

participants

12 896

Application and adoption of new research proposals

Application Adoption Adoption rate (%)

165 102 (5) 62 *  The numbers in parentheses indicate the number of 

international collaborations.

Detail of research proposals

New Continued Total

102 (5) 137 (15) 239 (20) *  The numbers in parentheses indicate the number of 

international collaborations.
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Partner country Number of projects Partner organizations

China 3 China University of Geosciences; Shandong University; Shanghai Normal University

Indonesia 1 Sumitomo Forestry / IHI

Italy 1 Istituto di Ricerca per la Protezione Idrogeologica

Romania 1 Universitatea De Vest Din Timisoara, Institute of Geography (Romanian Academy)

United Kingdom 1 University of Leeds

United States 1 Georgia Institute of Technology

With multiple 

countries (Finland, 

United States, 

United Kingdom, 

Australia)

1

Carnegie Mellon University; University of Melbourne; University of Oulu; Keio 

University; Emory University; Dartmouth University; Georgia Institute of Technology; 

Aalto University; University of Texas; Cornell University; University of Pittsburgh 

Medical Center; University of California, Los Angeles; The University of Michigan; 

University of Washington; The Pennsylvania State University; Norwegian University 

of Science and Technology; Stevens Institute of Technology

With multiple 

countries (United 

States, United 

Kingdom)

1 University of California, Davis; London School of Economics

Total 10

Partner country Number of agreements Partner organizations

Bangladesh 1 Department of Civil Engineering, Presidency university

Chile 1 Universidad Técnica Federico Santa María

China 6

College of Architecture and Urban Planning, Tongji University; Institute of Geographic 

Sciences and Natural Resources Research, Chinese Academy of Sciences; Wuhan 

University; The Institute of Agricultural Resources & Regional Planning, Chinese 

Academy of Agricultural Sciences; School of Architecture, Tianjin University; College 

of Engineering, Southern University of science and Technology

Finland 1 Department of Computer Science, Faculty of Science, University of Helsinki

France 1 University of Toulon

India 1 Department of Geography, University of Pune

Ireland 1 National Centre for Geocomputation

Italy 1 International Research School of Planetary Sciences, G. d'Annunzio University

Nepal 1 The National Trust of Nature Conservation

Portugal 1
THE UNITED NATIONS UNIVERSITY OPERATING UNIT ON POLICY-DRIVEN 

ELECTRONIC GOVERNANCE

South Korea 5

Seoul National University; Yonsei University; Center of GIS Research, Institute 

of Urban Science, The University of Seoul; Pukyong National University; Korea 

Research Institute for Human Settlements

Thailand 3

School of Engineering & Technology, Asian Institute of Technology; Sirindhorn 

International Institute of Technology, Thammasat University; Faculty of Engineering, 

Chiang Mai University

Taiwan 2
Department of Geosciences, National Taiwan University; Department of Geography, 

National Taiwan University

United Kingdom 2
Centre for Advanced Spatial Analysis, University College London; Centre for Ecology 

and Hydrology

United States of 

America
1 Tandon School of Engineering, New York University

Total 28

International Collaboration

About CSIS International Collaboration

Academic International Exchange Agreements

Participation in International Research Projects
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Rapid developments have been made in recent years in an 

environment with dynamic real-time spatiotemporal big data 

such as mobile data, IoT sensor data, satellite images, traf¿c 
probe data, and disaster data. As such, new analysis methods 

based on accumulated research in existing spatiotemporal 

data analysis are necessary. The Collaborative Research 

Organization for the Digital Spatial Society (DSS) will 

centrally aggregate diverse spatiotemporal big data and use a 

data foundation as the basis for building a digital social space 

that encompasses the activities of people and companies in an 

integrated manner, as well as everything from transportation, 

logistics, and commercial distribution to urban expansion 

and environmental and socioeconomic system changes. The 

Organization will also organically collaborate with researchers 

in related fields within the university, deepen the extensive 

knowledge and experience of each field using data-driven 

technology and science, and build new principles for real-

time spatiotemporal data analysis and application. Various 

industry-academia collaboration schemes, such as the Social 

Collaboration Corporate Sponsored Research Program and 

the trust use of data, will be implemented to develop research 

results into data-driven industries. Simultaneously, the 

research results will be used to help solve international social 

issues.

Name Affiliate Position

SEKIMOTO Yoshihide CSIS Professor/ DSS Director

SEZAKI Kaoru CSIS Professor

OGUCHI Takashi CSIS Professor

TAKAHASHI Takaaki CSIS Professor

YAMADA Ikuho CSIS Professor

KURISU Daisuke CSIS Associate Professor

OTSU Yuki CSIS Assistant Professor (Lecturer)

NISHIYAMA Yuuki CSIS Assistant Professor (Lecturer)

OGAWA Yoshiki CSIS Assistant Professor (Lecturer)

JIANG Renhe CSIS Assistant Professor (Lecturer)

YOSHIDA Takahiro CSIS Assistant Professor (Lecturer)

PANG Yanbo CSIS Project Assistant Professor (Lecturer)

UMEZAKI Masahiro Graduate School of Medicine Professor

HASHIZUME Masahiro Graduate School of Medicine Professor

HIGASHI Takahiro Graduate School of Medicine Professor

INADA Haruhiko Graduate School of Medicine Associate Professor

KAMADA Masamitsu Graduate School of Medicine Assistant Professor (Lecturer)

ASAMI Yasushi Graduate School of Engineering Professor

NAKASUKA Shin-ichi Graduate School of Engineering Professor

IZUMI Kiyoshi Graduate School of Engineering Professor

NAKAO Akihiro Graduate School of Engineering Professor

FUSE Takashi Graduate School of Engineering Professor

NISHINARI Katsuhiro Graduate School of Engineering Professor

KOIZUMI Hideki Graduate School of Engineering Professor

TAKAMI Kiyoshi Graduate School of Engineering Associate Professor

Member

Collaborative Research Organization for 

the Digital Spatial Society
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Name Affiliate Position

HINO Kimihiro Graduate School of Engineering Associate Professor

KARASAWA Kaori Graduate School of Humanities and Sociology Professor

OHMUKAI Ikki Graduate School of Humanities and Sociology Associate Professor

TAKIKAWA Hiroki Graduate School of Humanities and Sociology Associate Professor

KAYANNE Hajime Graduate School of Science Professor

GOTO Kazuhisa Graduate School of Science Professor

OWARI Toshiaki Graduate School of Agricultural and Life Sciences Associate Professor

ASANO Yuko Graduate School of Agricultural and Life Sciences Assistant Professor (Lecturer)

HIRAFUJI Masayuki Graduate School of Agricultural and Life Sciences Project Professor

GUO Wei Graduate School of Agricultural and Life Sciences Associate Professor

MIZUUCHI Yusuke Graduate School of Agricultural and Life Sciences Assistant Professor

TANAKA Nobuaki Graduate School of Agricultural and Life Sciences Assistant Professor (Lecturer)

HIROSHIMA Takuya Graduate School of Agricultural and Life Sciences Associate Professor

WATANABE Tsutomu Graduate School of Economics Professor

SATO Yasuhiro Graduate School of Economics Professor

KAMAKURA Natsuki Graduate school of Arts and Sciences Associate Professor

DEGUCHI Atsushi Graduate School of Frontier Sciences Professor

YOSHIKAWA Ichiro Graduate School of Frontier Sciences Professor

YOKOYA Naoto Graduate School of Frontier Sciences Associate Professor

KOJIMA Shigeaki Graduate School of Frontier Sciences Professor

NAKAMURA Kazuhiko Graduate School of Frontier Sciences Assistant Professor (Lecturer)

TAURA Kenjiro Graduate School of Information Science and Technology Professor

YAMASAKI Toshihiko Graduate School of Information Science and Technology Professor

SUZUMURA Toyotaro Graduate School of Information Science and Technology Professor

ITO Masaki Graduate School of Information Science and Technology Associate Professor

YAMAGUCHI SHIGETOMI Rie Graduate School of Information Science and Technology Associate Professor

KOSHIZUKA Noboru Interfaculty Initiative in Information Studies Professor

SADAHIRO Yukio Interfaculty Initiative in Information Studies Professor

WATANABE Hidenori Interfaculty Initiative in Information Studies Professor

SHIBUYA Yuya Interfaculty Initiative in Information Studies Associate Professor

ICHIMURA Tsuyoshi Earthquake Research Institute Professor

KANO Yasuyuki Earthquake Research Institute Associate Professor

SATO Yoichi Institute of Industrial Science Professor

TOYODA Masashi Institute of Industrial Science Professor

YOSHINAGA Naoki Institute of Industrial Science Associate Professor

OGUCHI Takashi Institute of Industrial Science Professor

KOSHIHARA Mikio Institute of Industrial Science Professor

YOSHIMURA Kei Institute of Industrial Science Professor

HONMA Yudai Institute of Industrial Science Associate Professor

TOYODA Keisuke Institute of Industrial Science Project Professor

MIYAKE Youichiro Institute of Industrial Science Project Professor

IMASU Ryoichi Atmosphere and Ocean Research Institute Professor

Collaborative Research Organization for the DSS
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KIMURA Shingo Atmosphere and Ocean Research Institute Professor

NAKAMURA Hisashi Research Center for Advanced Science and Technology Professor

ITOH Eri Research Center for Advanced Science and Technology Professor

UEDA Hiroki Research Center for Advanced Science and Technology Project Assistant Professor (Lecturer)

SHIROYAMA Hideaki Institute for Future Initiatives Professor

KAWASAKI Akiyuki Institute for Future Initiatives Professor

SASAKI Hajime Institute for Future Initiatives Project Associate Professor

CHIBA Shigeru Information Technology Center Professor

 KUDOH Tomohiro Information Technology Center Professor

KOBAYASHI Hiroki Information Technology Center Professor

SUEGARA Yutaka Historiographical Institute Professor

YAMADA Taizo Historiographical Institute Associate Professor

INOUE Satoshi Historiographical Institute Associate Professor

Global Spatial Data Commons Initiative-Corporate Sponsored Research 

Programs

National and local government activities, such as smart cities, digital twins, and digital transformation have been progressing in 

recent years, but there remains a large gap between solving local issues and digital twin construction technologies as a form of 

research. Therefore, we are enabling the self-directed social deployment and operation of digital twins in each region by thoroughly 

implementing digital twins for entire cities and supporting the emergence of technologies to resolve various local issues from the 

private sector. Consequently, we are aiming to form a global spatial data commons. Furthermore, our core activity is to innovate 

using an annual urban development budget of 10 trillion yen , which also includes human resource development. We will also 

provide data handling and training for private companies and local governments to promote human resource development.

● Overview

From May 2022 to March 2027

● Period

Topic A: Development of ¿eld-speci¿c base registry and geocoding technology
    (A-1) Buildings and land

    (A-2) Roads and infrastructure-related structures

    (A-3) People Àow, transportation, and tourism
    (A-4) Local economy and trade

    (A-5) Rivers, tap water, and sewage

    (A-6) Topography and disaster

Topic B: Establishment of digital twin construction method for each stage

   (B-1) Construction of automatic compositing method for national and local data for entry-level municipalities

   (B-2) Accuracy con¿rmation package for increasing sophistication of entire digital twin
   (B-3) Construction of BID / behavioral change measurement platform

Topic C: Local deployment support and human resource development

    Formation of a consortium of local governments and related parties, regular hands-on implementation, and systematic 

development of key human resources

● Research items

About CSIS
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Civic Tech Design Initiative - Corporate Sponsored Research Programs

The goal of the Civic Tech Design Initiative (CTDI) is to promote Civic Tech approach, which emphasizes dialog among diverse 

actors and promotes democratic participation with data and digital technologies to address challenges and common concerns 

in communities. CTDI plans to develop learning and practical opportunities in various communities where each citizen can 

be proactively and consistently involved in the solution development process, from problem setting to data generation, data 

utilization, and design technology development. In particular, we will build a foundation to foster and support activities that provide 

opportunities for dialogue, co-creation, and diverse experiences that cannot be gained by a single organization or individual, and 

that raise the digital power of the region from the bottom up, to be shared among industry, government, and academia.

● Overview

From July 2024 to March 2029
● Period

Research Item A: Academic Systematization of Civic Tech Design Studies

    (A-1) Case studies of Civic Tech-related projects and the implementation of quantitative and qualitative evaluations.

    (A-2) Examination of a framework for evaluating Civic Tech-related projects.

    (A-3) Accumulation and public dissemination of domestic and international Civic Tech-related projects.

Research Item B: Case Creation and Human Resource Development

    (B-1)  Development of a curriculum for prototyping—from issue setting to data handling, design, and implementation—and the 

deployment of reskilling and learning opportunities.

    (B-2)  Support for activities that tackle experimental ideas across various regions nationwide, in collaboration with relevant 

organizations.

    (B-3)  Creation and deployment of community-initiated data generation cases and cases of implementing data-driven ideas.

Topic C: Regional Deployment Support

    (C-1)  Establishment of a co-creation framework with government, companies, and related organizations, and support for 

establishing support systems and self-sustaining operational structures to enable Civic Tech projects to continue their 

activities.

    (C-2)  Provision of dialogue platforms for Civic Tech researchers and practitioners, both domestic and international, to foster 

network formation.

    (C-3)  Deployment of Civic Tech as a foundation for democratic participation in foreign countries, particularly in Asian nations.

● Research items

  ○TIS Inc.
  ○Paci¿c Consultants Co., Ltd.
  ○PwC Consulting LLC
  ○Association for Promotion of Infrastructure Geospatial Information Distribution
  ○SoftBank Corp.

● Sponsors

  ○NTT EAST, Inc.

● Collaborating Partner

  ○Paci¿c Consultants Co., Ltd.
  ○Pasco Corp.
  ○Kozo Keikaku Engineering Inc.
  ○Asia Air Survey Co., Ltd.
  ○CTI Engineering Co., Ltd.
  ○NTT InfraNet Corp.

● Sponsors

Collaborative Research Organization for the DSS
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東京大学空間情報科学研究センター
277-8568　千葉県柏市柏の葉 5-1-5

［最寄り駅より］
　●  柏の葉キャンパス駅 西口（つくばエクスプレス線）より

○ 東武バス：約 6 分
　 ［西柏 03］柏の葉公園循環、東大西行、［西柏

04］江戸川台駅東口行 （国立がん研究センター経
由）で「国立がん研究センター」下車、徒歩 3 分。

○徒歩：約 25 分
　● 江戸川台駅 東口（東武野田線）

○東武バス：約 10 分
　 ［西柏 04］柏の葉キャンパス駅西口行（国立がん

研究センター経由） で「柏の葉公園北」もしくは
「国立がん研究センター」下車。または、［西柏
10］柏の葉キャンパス駅西口行（みどり台中央
経由）で「東大前」下車。徒歩 3 分。

○徒歩：約 30 分
　● 柏駅（JR 常磐線、東武野田線）

○東武バス：約 25 分
　 ［柏 44］［西柏 01］国立がん研究センター行（柏

の葉公園中央経由 / 県民プラザ経由） で 「柏の葉
公園北」もしくは「国立がん研究センター」下車、
徒歩 3 分。

［空港より］
　●  羽田空港よりバス約 90 分。柏駅西口行 で「国立がん

研究センター」下車、徒歩 3 分。

［車で］
　● 常磐自動車道「柏インターチェンジ」より約 5 分。
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[From the Nearest Stations]

     ●  From West Exit of Kashiwanoha-campus Sta. (Tsukuba Express 

Line)

              ○  By Bus: About 6 min. Take a Tobu-Bus bound for Kashiwanoha-

park Loop (Kashiwanoha-koen Junkan), Edogawadai Station 

(Edogawadai-eki via National Cancer Center) or UTokyo west 

(Todai-nishi).Get off at National Cancer Center (Kokuritsu Gan 

Kenkyu Center) or Kashiwanoha-Koen Kita. About 3 min. walk.

              ○  On Foot: About 25 min.

     ●  From East Exit of Edogawadai Sta. (Tobu Urban Park Line)

              ○  By Bus: About  10 min. Take a Tobu-Bus bound for 

Kashiwanoha-campus Sta. (via National Cancer Center). Get 

off at National Cancer Center (Kokuritsu Gan Kenkyu Center) 

or Kashiwanoha-Koen Kita. About 3 min. walk.

              ○  On Foot: About 30 min.

     ●  From Kashiwa Sta. (JR Joban Line, Tobu Urban Park Line) 

              ○  By Bus: About 25 min. Take a Tobu-Bus bound for National 

Cancer Center (Kokuritsu Gan Kenkyu Center). Get off at 

National Cancer Center (Kokuritsu Gan Kenkyu Center) or 

Kashiwanoha-Koen Kita. About 3 min. walk.

[From Airport]
     ●  From Haneda Airport

              ○  By Bus: About 90 min. Take “Keikyu Bus” or “Tobu Bus” bound 

for Kashiwa Sta. West Exit (Kashiwa-eki Nishiguchi) . Get off at 

National Cancer Center (Kokuritsu Gan Kenkyu Center). About 

3 min. walk.

[By Car]
     ●  From Joban Expressway Kashiwa Interchange: About 5 min.

東京大学空間情報科学研究センター
年次報告書　2024 年度

発行：2026 年 3 月
編集：東京大学空間情報科学研究センター

Annual Report 2024

Center for Spatial Information Science, The University of Tokyo

Published in March 2026

Edited by Center for Spatial Information Science, The University of Tokyo

Access

29 CSIS Annual Report 2024


	空白ページ

